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Ⅰ  令和 3年度予算編成にあたって 
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予算の基本的考え方

新型コロナウイルス感染症は、依然として、国内外で新たな感染確認が続いており、

経済活動をはじめとした国民生活に甚大な影響を与えています。 

国は、令和３年度の経済見通しについて、年度中には経済の水準がコロナ前の水準に

回帰すると見込んでいますが、経済の下振れリスクに十分注意する必要があるともして

おり、景気の先行きは極めて不透明で不確実な状況です。 

区財政においては、歳入では、特別区交付金や特別区税の減収を見込んでおり、不合

理な税制改正や新型コロナウイルス感染症の影響により、減収からの回復には数年を要

するものと想定しています。 

一方、歳出では、新型コロナウイルス感染症対策をはじめ、子育て支援や高齢者・障

害者へのサービス、災害対策の強化、区有施設の保全など、様々な行政需要が増大して

おり、今後、これまで以上に厳しい財政運営を強いられるものと考えています。 

このような中にあっても、区民の生命と暮らしを守り、「ひと」と「まち」が輝く明

るい未来を築き上げていくためには、感染拡大防止と社会経済活動の活性化に向けた取

り組みを、時機を逸することなく講じていかなければなりません。また、浅草公会堂や

特別養護老人ホーム「浅草」の改修など、既に着手している大規模事業についても着実

に推進していく必要があります。 

そのためには、持続可能な財政基盤を堅持することが不可欠であり、既定事業につい

て、これまでの慣習や前例にとらわれることのない経費縮減に努めると共に、施設の大

規模改修等についても、更なる経費の平準化を図っています。加えて、基金や起債の積

極的な活用により、必要な財源を確保し、令和３年度予算を編成しました。 
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一般会計当初予算規模の推移（億円）

　 （単位：千円、％）

会  計  名 ３年度 ２年度 比　　較 増 減 率

一 般 会 計 106,300,000 103,700,000 2,600,000 2.5

国民健康保険事業会計 22,924,000 23,128,000 △ 204,000 △ 0.9

後期高齢者医療会計 5,166,000 5,052,000 114,000 2.3

介 護 保 険 会 計 17,554,000 16,810,000 744,000 4.4

老 人 保 健 施 設 会 計 163,000 129,400 33,600 26.0

病 院 施 設 会 計 304,180 489,280 △ 185,100 △ 37.8

合　　計 152,411,180 149,308,680 3,102,500 2.1

対前年度増減率
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令 和 ３ 年 度 予 算 の 特 徴 

１ 一般会計予算は、前年度と比較すると２６億円、２．５％の増となりました。 

（１）編成の方針・内容 

令和３年度予算は、新型コロナウイルス感染症対策や新たな日常への対応、区役所業

務の改革、地域の活性化など、ウィズコロナの時代における今後の区政の展開の４つの

柱に基づく事業について、費用対効果や後年度負担等を検証した上で、重点的に予算配

分を行いました。 

予算編成にあたっては、全ての事業について、緊急性や重要性の観点から検証を行い、

事業の休止や縮減等を行うと共に、実施方法等の見直しを徹底しました。 

さらに、施設の建設・大規模改修等については、実施時期の見直しや経費の更なる縮

減を図りました。 

また、基金や起債の活用にあたっては、中・長期的な視点に立ち、持続可能な財政基

盤を堅持できるよう、将来の需要や基金残高等に留意しました。 

その結果、一般会計予算は１，０６３億円となり、前年度と比較すると２６億円、 

２．５％の増となりました。 

（２）歳入の主な増減 

○ 歳入の根幹である特別区税は、約２２２億円で、特別区民税の減により、対前年度

比マイナス１．６％、約３億７千万円の減となります。 

○ 特別区交付金は、２６３億円で、令和３年度の都区財政調整の当初フレームや令和

２年度普通交付金当初算定額のシェアを参考に見込み、対前年度比マイナス４．７％、

１３億円の減となります。 

○ 地方消費税交付金は、約５８億円で、令和３年度の都区財政調整の当初フレームを

参考に見込み、対前年度比マイナス２．０％、約１億２千万円の減となります。 

また、本区における令和３年度の地方消費税交付金の税率引上げ相当額は、約２８

億６千万円を見込んでいます。 
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なお、税率の引上げによる地方消費税収入（地方消費税交付金を含む）は、社会保

障４経費その他社会保障施策（社会福祉、社会保険及び保健衛生に関する施策をい

う。）に要する経費に充てるよう法律で定められています。 

 

○ 国・都支出金は、保育所等整備交付金や待機児童解消区市町村支援事業費の私立保

育所整備事業補助による増などにより、対前年度比１．７％、約５億２千万円の増と

なります。 

 

○ 繰入金は、約７２億円で、対前年度比２５．９％、約１４億７千万円の増となりま

す。 

   

 基金とりくずし額の年度比較                      （単位：千円） 

項     目 令和 3年度 
令和 2年度 

（当初） 
比  較 増 減 率 

一 般 会 計 7,162,857 5,690,071 1,472,786   25.9％ 

 特 定 目 的 基 金 3,679,254 2,162,000 1,517,254 70.2％ 

財 政 調 整 基 金 3,083,603 3,028,071 55,532 1.8％ 

 減 債 基 金 400,000 500,000 △100,000 △20.0％ 

病 院 施 設 会 計 0 201,151 △201,151 皆減  

合   計 7,162,857 5,891,222 1,271,635 21.6％ 

 

（３）歳出の主な増減 

 

義務的経費 

 

○ 扶助費は、対前年度比１．９％、約７億２千万円の増となります。増の要因として

は、保育委託の保育所新設による増や障害福祉サービスの給付見込みによる増などが

あります。 

一方、減の要因としては、生活保護の支給見込みによる減などがあります。 

 

○ 公債費は、特別区債の既発行分の元利償還金であり、対前年度比マイナス 

１６．２％、約１億２千万円の減となります。減の要因としては、平成１２年度発行

分の元利償還終了などがあります。 

なお、区債残高は、令和３年度末で、一般会計で約１６１億円（老人保健施設会計

と病院施設会計を含めると約２００億円）となる見込みです。 
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投資的経費 

 

○ 投資的経費は、対前年度比３４．１％、約２５億７千万円の増となります。増の要

因としては、浅草公会堂大規模改修の工事進捗や特別養護老人ホーム「浅草」大規模

改修の工事実施による増などがあります。 

一方、減の要因としては、さわやかトイレ整備の整備スケジュールの見直しによ 

る減などがあります。 

 

その他の経費 

 

○ 物件費は、対前年度比マイナス６．２％、約１２億８千万円の減となります。減の

要因としては、財務会計・文書管理システム再構築の終了や戸籍事務の戸籍システム

の更改終了による減などがあります。 

一方、増の要因としては、徴収一元事務の滞納管理システム更改による増などがあ

ります。 

 

○ 維持補修費は、対前年度比マイナス３６．２％、約２億９千万円の減となります。

減の要因としては、桜橋の伸縮装置取替工事の終了や老人福祉施設維持修繕の工事見

込みによる減などがあります。 

一方、増の要因としては、環境ふれあい館の冷温水発生機交換工事による増などが

あります。 

 

○ 補助費等は、対前年度比１４．２％、約８億５千万円の増となります。増の要因と

しては、利子及び信用保証料補助の見込みによる増や私立保育所整備事業補助の実施

による増などがあります。 

一方、減の要因としては、浅草寺伝法院文化財復元補助の対象事業費の見込みによ

る減などがあります。 

 

○ 繰出金は、対前年度比２．２％、約１億９千万円の増となります。増の要因として

は、介護保険会計繰出金の介護給付費等の見込みや老人保健施設会計繰出金の入退室

管理システム更新工事等による増などがあります。 

一方、減の要因としては、国民健康保険財政基盤安定繰出金の被保険者数減による

軽減対象者の減などがあります。 
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金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 増減率 金　額 増減率

58,356,001 54.9 57,786,025 55.7 55,793,363 56.1 569,976 1.0 1,992,662 3.6

人件費 19,117,584 18.0 19,151,942 18.5 17,841,488 17.9 △ 34,358 △ 0.2 1,310,454 7.3

うち職員給 12,375,180 11.6 12,210,473 11.8 11,775,594 11.8 164,707 1.3 434,879 3.7

扶助費 38,632,348 36.3 37,910,718 36.5 36,874,469 37.1 721,630 1.9 1,036,249 2.8

公債費 606,069 0.6 723,365 0.7 1,077,406 1.1 △ 117,296 △ 16.2 △ 354,041 △ 32.9

10,117,767 9.5 7,545,738 7.3 8,211,961 8.3 2,572,029 34.1 △ 666,223 △ 8.1

37,676,232 35.5 38,218,237 36.9 35,344,676 35.5 △ 542,005 △ 1.4 2,873,561 8.1

物件費 19,293,380 18.2 20,572,546 19.8 17,946,356 18.0 △ 1,279,166 △ 6.2 2,626,190 14.6

維持補修費 513,581 0.5 804,584 0.8 618,766 0.6 △ 291,003 △ 36.2 185,818 30.0

補助費等 6,815,607 6.4 5,968,177 5.8 6,144,818 6.2 847,430 14.2 △ 176,641 △ 2.9

積立金 110,326 0.1 114,838 0.1 101,848 0.1 △ 4,512 △ 3.9 12,990 12.8

貸付金 2,066,281 1.9 2,071,986 2.0 2,071,506 2.1 △ 5,705 △ 0.3 480 0.0

繰出金 8,877,057 8.4 8,686,106 8.4 8,461,382 8.5 190,951 2.2 224,724 2.7

150,000 0.1 150,000 0.1 150,000 0.1 0 0.0 0 0.0

106,300,000 100.0 103,700,000 100.0 99,500,000 100.0 2,600,000 2.5 4,200,000 4.2

○　外郭団体への指定管理料・運営補助金 単位：千円

○　５年間の義務的経費の推移 単位：千円

性質別集計表

単位：千円・％

区　　分
令和３年度 令和２年度 令和元年度 ３年度と２年度の比較 ２年度と元年度の比較

義務的経費

投資的経費

その他の経費

予備費

合　　計

令和３年度 令和２年度 令和元年度 ３年度と２年度の比較 ２年度と元年度の比較

指定管理料 1,374,857 1,410,057 1,112,526 △ 35,200 297,531

運営補助金 1,087,171 1,023,648 1,006,474 63,523 17,174

令和３年度 令和２年度 令和元年度 平成３０年度 平成２９年度

人　　件　　費 19,117,584 19,151,942 17,841,488 17,690,927 16,972,554

扶　　助　　費 38,632,348 37,910,718 36,874,469 36,225,255 35,366,103

公　　債　　費 606,069 723,365 1,077,406 1,303,708 1,661,761

義 務的経費計 58,356,001 57,786,025 55,793,363 55,219,890 54,000,418

予　算　総　額 106,300,000 103,700,000 99,500,000 100,600,000 98,800,000

予 算総額対比 54.9% 55.7% 56.1% 54.9% 54.7%
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扶助費 38,632,348 36.3 37,910,718 36.5 36,874,469 37.1 721,630 1.9 1,036,249 2.8

公債費 606,069 0.6 723,365 0.7 1,077,406 1.1 △ 117,296 △ 16.2 △ 354,041 △ 32.9

10,117,767 9.5 7,545,738 7.3 8,211,961 8.3 2,572,029 34.1 △ 666,223 △ 8.1

37,676,232 35.5 38,218,237 36.9 35,344,676 35.5 △ 542,005 △ 1.4 2,873,561 8.1

物件費 19,293,380 18.2 20,572,546 19.8 17,946,356 18.0 △ 1,279,166 △ 6.2 2,626,190 14.6

維持補修費 513,581 0.5 804,584 0.8 618,766 0.6 △ 291,003 △ 36.2 185,818 30.0

補助費等 6,815,607 6.4 5,968,177 5.8 6,144,818 6.2 847,430 14.2 △ 176,641 △ 2.9

積立金 110,326 0.1 114,838 0.1 101,848 0.1 △ 4,512 △ 3.9 12,990 12.8

貸付金 2,066,281 1.9 2,071,986 2.0 2,071,506 2.1 △ 5,705 △ 0.3 480 0.0

繰出金 8,877,057 8.4 8,686,106 8.4 8,461,382 8.5 190,951 2.2 224,724 2.7

150,000 0.1 150,000 0.1 150,000 0.1 0 0.0 0 0.0

106,300,000 100.0 103,700,000 100.0 99,500,000 100.0 2,600,000 2.5 4,200,000 4.2

○　外郭団体への指定管理料・運営補助金 単位：千円

○　５年間の義務的経費の推移 単位：千円

性質別集計表

単位：千円・％

区　　分
令和３年度 令和２年度 令和元年度 ３年度と２年度の比較 ２年度と元年度の比較

義務的経費

投資的経費

その他の経費

予備費

合　　計

令和３年度 令和２年度 令和元年度 ３年度と２年度の比較 ２年度と元年度の比較

指定管理料 1,374,857 1,410,057 1,112,526 △ 35,200 297,531

運営補助金 1,087,171 1,023,648 1,006,474 63,523 17,174

令和３年度 令和２年度 令和元年度 平成３０年度 平成２９年度

人　　件　　費 19,117,584 19,151,942 17,841,488 17,690,927 16,972,554

扶　　助　　費 38,632,348 37,910,718 36,874,469 36,225,255 35,366,103

公　　債　　費 606,069 723,365 1,077,406 1,303,708 1,661,761

義 務的経費計 58,356,001 57,786,025 55,793,363 55,219,890 54,000,418

予　算　総　額 106,300,000 103,700,000 99,500,000 100,600,000 98,800,000

予 算総額対比 54.9% 55.7% 56.1% 54.9% 54.7%

8

335 323 330 308 334 313 327 335 334 342 341 355 384 379

91 82 48
48

60
51

76 54 80
105 113 82

75 101

244 251 294 313

329
331

348 342
350

354 362 369
379

386

173
175 168 165

168
167

169 176
178

170 177 178

192
191

899
880 887 878

938
898

952 941
968

988
1,006 995

1,037
1,063

0

200

400

600

800

1,000

1,200

Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2 Ｒ3

一般会計当初予算（性質別）の推移
（億円）

投資的経費
公債費

扶助費

その他（物件費等）

人件費

75.7%

83.3%

87.6% 87.6% 87.5%
86.7%

86.1%

81.3% 82.8%
82.4%

84.5% 84.3%

76.1%

82.1%

85.7%
86.4%

85.8%

82.8%

80.7%

77.8%
79.3%

79.8%
79.1% 79.2%

70%

75%

80%

85%

90%

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

経常収支比率の推移（普通会計決算）

台東区

特別区（全体）

9
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200
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350

Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2 Ｒ3

特別区税及び特別区交付金の推移

特別区税 特別区交付金

（億円）

0.0 0.0 0.0

14.3

10.2

21.0

10.0

5.0

22.7
24.5

20.1

11.5

38.2

0.0% 0.0% 0.0%

0.0%

1.5%

1.1%

2.2%

1.1%

0.5%

2.3%

2.4%

2.0%

1.1%

3.6%

0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2 Ｒ3

一般会計当初予算における起債額と起債依存度の推移

起債額 起債依存度

起債額（億円） 起債依存度（％）

※各年度決算額、２年度は補正後の予算額、３年度は当初予算

10
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Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2 Ｒ3

基金残高及び特別区債残高の推移
（介護給付費準備基金を除く）

特別区債残高

特定目的基金

（億円）

財政調整基金

減債基金

特定目的基金

24
29 31

18

61
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31

24
21 20
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36

59

72
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Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2 Ｒ3

（億円）

当初予算における基金活用額の推移
（介護給付費準備基金を除く）

基金残高

財政調整基金

減債基金

※２年度及び３年度は見込み額

11
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　２　行政計画の着実な推進を図るため、２６９事業に優先的な予算配分を行いました。

（ １ ） 行政計画事業経費　基本目標別内訳

基本目標１

基本目標２

（うち特別会計分 ）

（うち特別会計分 ）

基本目標３

基本目標４

5,467,861千円

22,430,000千円

1,046,551千円

2,231,107千円

5,612,602千円

42,783千円

87,180千円

14,778千円

357,016千円

1,354,287千円

224,864千円

4,650,975千円

1,373,317千円

福祉分野

いつまでも健やかに自分らしく暮らせるまちの実現 計59事業

平和と多様性の尊重

活力にあふれ多彩な魅力が輝くまちの実現

文化分野

産業分野

観光分野

まちづくり分野

誰もが誇りや憧れを抱く安全安心で快適なまちの実現

防災防犯分野

環境分野

29事業

30事業

22事業

計19事業

健康分野

27事業

23事業

14事業

あらゆる世代が生涯にわたって成長し輝くまちの実現

子育て分野

教育分野

生涯学習分野

6,439,368千円

2,888,917千円

3,067,170千円

計62事業

205,499千円

261,375千円

計64事業

483,281千円

3,790,888千円

1,194,358千円

2,596,530千円

1,936,167千円

16事業

33事業

13事業

計65事業

25事業

18事業

多様な主体と連携した区政運営の推進

269事業

10事業持続可能な行財政運営

2事業

5事業

2事業

国内外の都市・地域との連携

パートナーシップの促進

12



（ ２ ） 行政計画事業の予算措置状況

基本目標１

基本目標２

基本目標３

基本目標４

88事業

61事業 59事業 75事業

66事業 62事業 58事業

36

37

15

37

38

27

23

14

29

平和と多様性の尊重

パートナーシップの促進

国内外の都市・地域との連携

持続可能な行財政運営

あらゆる世代が生涯にわたって成長し輝くまちの実現

いつまでも健やかに自分らしく暮らせるまちの実現

活力にあふれ多彩な魅力が輝くまちの実現

誰もが誇りや憧れを抱く安全安心で快適なまちの実現

多様な主体と連携した区政運営の推進

まちづくり分野

防災防犯分野

環境分野

観光分野

15

332事業

子育て分野

教育分野

生涯学習分野

健康分野

福祉分野

文化分野

産業分野

22

26

30事業

8

4

3

20

24

14

33

81事業

5

19事業

33

13

25

18

22

65事業

10

269事業

3

2

15

288事業

19

22

25事業

2

2

18

67事業 64事業

30

28

合　　計

　計画事業数、令和３年度予算に計上された行政計画事業数、予算書に〔行政計画〕 と表示し
た事業数は、次の表のとおりとなっています。

行政計画
全体事業数

予算配分
計画事業数

予算書上の
事業数

基本目標

34

14

16

29

23

15

30

31

5

69事業

― 13 ―
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３ 事業や管理的経費の見直し及び歳入確保の合計額は、約１９億１，５００万円と

なりました。 

 新型コロナウイルス感染症の影響等を背景に、厳しい財政運営を強いられる状況下に

あっても持続可能な財政基盤を堅持することが不可欠です。 

そのため、緊急性や重要性の観点から事業の休止や縮減等を行うと共に、施設管理や

事務経費等の管理的経費についても削減を行いました。また、歳入の確保を図りました。 

（１）事業の見直しによる削減 △１２億３，３００万円 

○ １７１事業について、見直し

○ 内容は、「Ⅲ 参考資料（Ｐ143～Ｐ152）」に掲載しています。

（２）管理的経費の見直しによる削減   △６億６，６００万円 

（３）手数料改定及び歳入の確保   （歳入増）１，６００万円 

○ 内容は、「Ⅲ 参考資料（Ｐ155）」に掲載しています。

○ 主な事業は、「Ⅲ 参考資料（Ｐ156～Ｐ161）」に掲載しています。

主な事業の予算額  ７７事業 ８５億８，６００万円 

うち主な取組みに係る経費 ７７事業 ７６億  １００万円 

うち新規事業  ９事業  ２億３，１００万円 

１ ウィズコロナの時代における今後の区政の展開に基づく事業 

２８事業 ２４億６，９００万円 

２ 東京２０２０大会に係る主な関連事業 

 ７事業  ２億７，０００万円 

３ その他 

４２事業 ５８億４，７００万円 

※事業数は予算書上の事業数 

４ ウィズコロナの時代における今後の区政の展開に基づく事業や東京２０２０大

会に係る事業等の主な事業に対し、予算配分を行いました。 
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歳入予算の概要

金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 増減率

1 特別区税 22,172,791 20.9 22,541,314 21.7 △ 368,523 △ 1.6

2 地方譲与税 361,164 0.3 367,939 0.4 △ 6,775 △ 1.8

3 利子割交付金 67,099 0.1 70,056 0.1 △ 2,957 △ 4.2

4 配当割交付金 227,245 0.2 240,756 0.2 △ 13,511 △ 5.6

5
株式等譲渡
所得割交付金

246,589 0.2 133,062 0.1 113,527 85.3

6
地方消費税
交付金

5,756,304 5.4 5,876,683 5.7 △ 120,379 △ 2.0

7
環境性能割
交付金

75,986 0.1 85,632 0.1 △ 9,646 △ 11.3

8
地方特例
交付金

97,056 0.1 118,250 0.1 △ 21,194 △ 17.9

9 特別区交付金 26,300,000 24.8 27,600,000 26.6 △ 1,300,000 △ 4.7

10
交通安全対策
特別交付金

24,092 0.0 24,414 0.0 △ 322 △ 1.3

11
分担金及び
負担金

678,459 0.6 666,137 0.6 12,322 1.8

12
使用料及び
手数料

3,258,425 3.1 3,538,387 3.4 △ 279,962 △ 7.9

13 国庫支出金 22,716,063 21.4 22,302,196 21.5 413,867 1.9

14 都支出金 8,617,365 8.1 8,515,255 8.2 102,110 1.2

15 財産収入 330,527 0.3 429,600 0.4 △ 99,073 △ 23.1

16 寄附金 64,881 0.1 66,861 0.1 △ 1,980 △ 3.0

17 繰入金 7,162,857 6.7 5,690,071 5.5 1,472,786 25.9

18 繰越金 1,000,000 0.9 1,000,000 1.0 0 0.0

19 諸収入 3,323,097 3.1 3,283,387 3.2 39,710 1.2

20 特別区債 3,820,000 3.6 1,150,000 1.1 2,670,000 232.2

106,300,000 100.0 103,700,000 100.0 2,600,000 2.5合　計

歳入予算款別予算額 単位：千円・％

款
令和3年度 令和2年度 比　較

17
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第１款　特別区税

　特別区税は、特別区民税の個人所得及び収入率の見込みによる減や、特別区たばこ税

っています。各項・目別の主な増減は次のとおりです。
　

第１項　特別区民税

本年度 前年度

１．特別区民税 19,241,610 19,453,529

第２項　軽自動車税

本年度 前年度

１．環境性能割 3,879 7,104

２．種別割 73,867 73,395

第３項　特別区たばこ税

本年度 前年度

１．特別区たばこ税 2,851,590 3,003,086

（参考）年間消費数量　

　　    452,546千本

　　   （対前年度比　59,550千本の減）

第４項　入湯税

本年度 前年度

１．入湯税 1,845 4,200

歳 入 予 算 款 別 説 明

項　　　目

項　　　目

項　　　目

項　　　目

18
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の年間消費数量の減などにより、対前年度比１．６％の減で、約３億７千万円の減とな

（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

△ 211,919 個人所得及び収入率の見込みによる減

（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

△ 3,225 新規取得台数の実績数を参考に計上

472 登録台数の実績数を参考に計上

（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

△ 151,496 たばこ販売実績を参考に計上

税率（千本あたり）

    令和３年９月売渡分まで：6,122円

    令和３年１０月売渡分から：6,552円

（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

△ 2,355 特別徴収義務者の減に伴う入湯客数の減

　　税率　入湯客１人１日　150円

19
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第２款　地方譲与税

　地方譲与税は、都区財政調整の当初フレーム等を参考に対前年度比１．８％の減で見

　

本年度 前年度

第１項　地方揮発油譲与税 93,571 97,344

第２項　自動車重量譲与税 251,278 254,284
　 　
第３項　地方道路譲与税 1 1
　 　
第４項　森林環境譲与税 16,314 16,310
　 　

第３款　利子割交付金

　利子割交付金は、都区財政調整の当初フレームを参考に対前年度比４．２％の減で見

　

本年度 前年度

第１項　利子割交付金 67,099 70,056

第４款　配当割交付金

　配当割交付金は、都区財政調整の当初フレームを参考に対前年度比５．６％の減で見

本年度 前年度

第１項　配当割交付金 227,245 240,756
　 　 　 　

第５款　株式等譲渡所得割交付金

　株式等譲渡所得割交付金は、都区財政調整の当初フレームを参考に対前年度比

　

本年度 前年度

第１項　株式等譲渡所得割交付金 246,589 133,062

項　　　目

項　　　目

項　　　目

項　　　目

20
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込み、約７００万円の減となっています。

（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

△ 3,773 都区財政調整の当初フレームを参考に計上

△ 3,006 都区財政調整の当初フレームを参考に計上

　
0 科目存置

　 　

4 令和２年度交付見込額を計上

　 　

込み、約３００万円の減となっています。

（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

△ 2,957 都区財政調整の当初フレームを参考に計上

込み、約１千万円の減となっています。

（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

△ 13,511 都区財政調整の当初フレームを参考に計上

　 　

８５．３％の増で見込み、約１億１千万円の増となっています。

（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

113,527 都区財政調整の当初フレームを参考に計上

21
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第６款　地方消費税交付金

　地方消費税交付金は、都区財政調整の当初フレームを参考に対前年度比２．０％の減

本年度 前年度

第１項　地方消費税交付金 5,756,304 5,876,683
　 　 　 　

第７款　環境性能割交付金

　環境性能割交付金は、都区財政調整の当初フレームを参考に対前年度比１１．３％の

本年度 前年度

第１項　環境性能割交付金 75,986 85,632

第８款　地方特例交付金

　地方特例交付金は、令和２年度の交付実績額を参考に計上しました。この結果、対前

本年度 前年度

第１項　地方特例交付金 97,056 118,250

第９款　特別区交付金

　特別区財政調整交付金は、都区財政調整の当初フレーム等を参考に対前年度比４．７

第１項　特別区財政調整交付金

本年度 前年度

１．普通交付金 24,200,000 25,400,000
　 　

２．特別交付金 2,100,000 2,200,000
　 　 　 　

項　　　目

項　　　目

項　　　目

項　　　目
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で見込み、約１億２千万円の減となっています。

（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

△ 120,379 都区財政調整の当初フレームを参考に計上

　

減で見込み、約１千万円の減となっています。

（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

△ 9,646 都区財政調整の当初フレームを参考に計上

年度比１７．９％の減で、約２千万円の減となっています。

（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

△ 21,194 令和２年度交付実績額を参考に計上

％の減で見込み、１３億円の減となっています。

（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

△ 1,200,000 都区財政調整の当初フレームを参考に計上

　 　

△ 100,000 交付実績を参考に計上
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第１０款　交通安全対策特別交付金

　交通安全対策特別交付金は、都区財政調整の当初フレームを参考に対前年度比１．３

本年度 前年度

第１項　交通安全対策特別交付金 24,092 24,414
　　 　　

第１１款　分担金及び負担金

　分担金及び負担金は、増の要因として、保育所入所人数の増に伴う保育費個人負担金

区分担金の減などがあげられます。款全体では、対前年度比１．８％の増で、約１千万

第１項　分担金

本年度 前年度

１．総務費分担金 4,988 4,224

主な増減 小島ビル 1,778 381

２．民生費分担金 254 243

主な増減 姉妹区提携交流ゲートボール大会 254 243

３．衛生費分担金 20,000 0

主な増減 北上野一丁目施設 20,000 0

４.産業経済費分担金 5,765 6,689

主な増減 花川戸一丁目施設 5,765 6,689

５．土木費分担金 8,887 32,207

主な増減 隅田公園 8,216 31,567

６．教育費分担金 273 124

主な増減 体育大会 273 124

項　　　目

項　　　目
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％の減で見込み、約３０万円の減となっています。

（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

△ 322 都区財政調整の当初フレームを参考に計上

　　 　

の増などがあげられます。減の要因としては、隅田公園の桜橋維持管理経費に係る墨田

円の増となっています。各項・目別の主な増減は次のとおりです。

（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

764

1,397 光熱水費に係る分担金の諸収入からの組替えによる増

11

11 大会経費に係る墨田区分担金の増

20,000

20,000 改修工事経費に係る東京都分担金の皆増

△ 924

△ 924 管理経費に係る東京都分担金の減

△ 23,320

△ 23,351 桜橋維持管理経費に係る墨田区分担金の減

149

149 台東区中学校連合陸上競技大会経費に係る東京都分担金の増
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第２項　負担金

本年度 前年度

１．民生費負担金 44,362 48,388

主な増減 母子生活支援施設費 80 1

老人福祉施設費 44,133 48,177

２．衛生費負担金 248,659 269,424

主な増減 公害健康被害補償費 245,423 266,525

母子衛生費 3,236 2,899

３．教育費負担金 345,271 304,838

主な増減 保育費 290,444 250,253

こどもクラブ費 54,827 54,585

第１２款　使用料及び手数料

　使用料及び手数料は、減の要因として、観光バス等駐車場の駐車台数の実績見込みに

増などがあげられます。款全体では、対前年度比７．９％の減で、約２億８千万円の減

第１項　使用料

本年度 前年度

１．総務使用料 74,215 104,475

主な増減 区民会館 30,560 53,024

区民館 29,579 36,947

従前居住者用住宅 2,870 3,175

２．民生使用料 49,476 50,802

主な増減 ケアハウス 44,615 45,995

３．衛生使用料 7,674 12,556

主な増減 健康増進センター 6,851 11,236

環境ふれあい館 167 559

項　　　目

項　　　目
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（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

△ 4,026

79 施設利用者の所得額の見込みによる増

△ 4,044 養護老人ホーム入所措置に係る個人負担金の見込みによる減

△ 20,765

△ 21,102 補償給付費の見込みによる減

337 未熟児養育医療費個人負担金の見込みによる増

40,433

40,191 保育所入所人数の増に伴う個人負担金の見込みによる増

242 こどもクラブ利用人数の増に伴う個人負担金の見込みによる増

よる減などがあげられます。増の要因としては、花川戸一丁目施設の行政財産使用料の

となっています。各項・目別の主な増減は次のとおりです。

（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

△ 30,260

△ 22,464 実績見込みによる減

△ 7,368 実績見込みによる減

△ 305 借上げ戸数の減

△ 1,326

△ 1,380 実績見込みによる減

△ 4,882

△ 4,385 実績見込みによる減

△ 392 実績見込みによる減
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本年度 前年度

４．文化観光使用料 35,050 67,899

主な増減 下町風俗資料館 6,375 16,975

朝倉彫塑館 7,145 16,273

奏楽堂 7,873 13,615

書道博物館 1,516 4,664

５．産業経済使用料 19,217 18,727

主な増減 花川戸一丁目施設 16,705 14,775

行政財産目的外使用料 460 1,240

６．土木使用料 2,133,705 2,282,188

主な増減 住宅 110,557 135,255

雷門地下駐車場 130,314 159,650

上野中央通り地下駐車場 142,429 177,915

観光バス等駐車場 92,296 140,538

道路占用 1,485,282 1,501,488

７．教育使用料 303,599 341,035

主な増減 保育所保育料 139,106 151,265

生涯学習センター 19,268 33,375

体育施設 93,091 104,638

第２項　手数料

本年度 前年度

１．総務手数料 125,176 133,032

主な増減 税務 9,600 10,200

戸籍 60,046 66,330

住民票 36,274 37,428

印鑑証明 18,400 18,124

個人番号カード 400 449

項　　　目

項　　　目
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（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

△ 32,849

△ 10,600 入館者の実績見込みによる減

△ 9,128 入館者の実績見込みによる減

△ 5,742 入館者及びホール使用料の実績見込みによる減

△ 3,148 入館者の実績見込みによる減

490

1,930 東京都産業労働局の行政財産使用料の増

△ 780 中小企業振興センターの実績見込みによる減

△ 148,483

△ 24,698 特定優良賃貸住宅の借上げ期間満了による減

△ 29,336 駐車台数の実績見込みによる減

△ 35,486 駐車台数の実績見込みによる減

△ 48,242 駐車台数の実績見込みによる減

△ 16,206 道路占用の実績見込みによる減

△ 37,436

△ 12,159 実績見込みによる減

△ 14,107 実績見込みによる減

△ 11,547 実績見込みによる減

（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

△ 7,856

△ 600 実績見込みによる減

△ 6,284 実績見込みによる減

△ 1,154 実績見込みによる減

276 実績見込みによる増

△ 49 実績見込みによる減
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本年度 前年度

２．民生手数料 1 1

主な増減 閲覧・諸証明 1 1

３．衛生手数料 453,500 471,817

主な増減 食品衛生 25,245 28,163

有料ごみ処理券 416,243 430,024

４．土木手数料 56,811 55,854

主な増減 移送費 23,010 23,250

閲覧・諸証明 7,548 6,648

５．教育手数料 1 1

主な増減 閲覧・諸証明 1 1
　

第１３款　国庫支出金

　国庫支出金は、増の要因として、保育所等整備交付金の私立保育所整備事業補助に

れます。減の要因としては、社会資本整備総合交付金の密集住宅市街地整備促進事業

られます。款全体では、対前年度比１．９％の増で、約４億１千万円の増となってい

第１項　国庫負担金

本年度 前年度

１．民生費負担金 19,093,070 18,978,066

主な増減 児童手当費 1,531,322 1,517,215

介護保険低所得者保険料軽減費 130,814 125,140

障害者自立支援給付費 1,456,941 1,357,436

障害者医療費 378,756 372,521

障害児施設給付費 196,481 206,054

生活困窮者自立支援費 116,441 19,376

生活保護費 14,900,617 14,988,057

国民健康保険財政基盤安定費 170,166 182,723

項　　　目

項　　　目
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（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

0

0 科目存置

△ 18,317

△ 2,918 食品衛生法改正に伴う営業許可業種の再編による減

△ 13,781 実績見込みによる減

957

△ 240 放置自転車移送の実績見込みによる減

900 台帳記載証明等の実績見込みによる増

0

0 前年同
　 　

よる皆増、感染症予防事業費の患者発生時防疫措置等の見込みによる増などがあげら

に係る用地取得等の見込みによる減、生活保護費の給付の見込みによる減などがあげ

ます。各項・目別の主な増減は次のとおりです。

（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

115,004 　

14,107 支給の見込みによる増

5,674 介護保険料引上げに伴う保険料軽減額の増

99,505 給付の見込みによる増

6,235 給付の見込みによる増

△ 9,573 給付の見込みによる減

97,065 支給の見込みによる増

△ 87,440 給付の見込みによる減

△ 12,557 被保険者数減による軽減対象者の減
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本年度 前年度

２．衛生費負担金 149,435 39,272

主な増減 結核対策費 26,217 30,838

感染症予防事業費 117,812 2,839

３．教育費負担金 2,011,484 1,921,991

主な増減 子育てのための施設等利用給付費 182,999 191,448

子どものための教育・保育給付費 1,828,485 1,730,543

第２項　国庫補助金

本年度 前年度

１．総務費補助金 264,303 381,728

主な増減 社会保障・税番号制度システム整備費 1,351 16,894

地方創生推進交付金 2,824 1,849

社会資本整備総合交付金 190,943 291,846

２．民生費補助金 312,042 341,612

主な増減 母子家庭等対策総合支援事業費 19,467 15,756

生活困窮者就労準備支援等事業費 49,775 76,011

次世代育成支援対策施設整備交付金 0 6,144

３．衛生費補助金 67,965 63,448

主な増減 母子保健衛生費 20,861 12,140

保健衛生施設等設備整備費 0 5,736

４．文化観光費補助金 22,540 1,433

主な増減 文化財保存事業費 22,540 1,433

５．土木費補助金 94,335 78,346

主な増減 社会資本整備総合交付金 44,085 30,909
高齢者住宅費 49,338 46,404

項　　　目

項　　　目
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（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

110,163

△ 4,621 対象事業費の見込みによる減

114,973 患者発生時防疫措置等の見込みによる増

89,493 　

△ 8,449 子育てのための施設等利用給付の見込みによる減

97,942 保育所の新設による増

（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

△ 117,425

△ 15,543 戸籍システム等の改修終了による減

975 北海道十勝地域と台東区・墨田区連携交流事業の進捗による増

△ 100,903 密集住宅市街地整備促進事業に係る用地取得等の見込みによる減

△ 29,570

3,711 補助対象事業費の見込みによる増

△ 26,236 無料低額宿泊所に係る補助対象事業費の生活保護費（国庫負担金）へ
の組替えによる減

△ 6,144 日本堤子ども家庭支援センター改修工事終了による皆減

4,517

8,721 産後ケア等の補助対象事業費の見込みによる増

△ 5,736 台東保健所の非常用自家発電装置の設置終了による皆減

21,107

21,107 朝倉彫塑館外周塀耐震補強工事の実施による増

15,989

13,176 安全・安心な道づくりの補助対象工事の増

2,934 補助対象事業費の実績見込みによる増
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本年度 前年度

６．教育費補助金 636,806 436,004

主な増減 学校施設環境改善交付金 194,100 137,382

学校保健特別対策事業費 2,190 0

保育対策総合支援事業費 286,796 295,637

保育所等整備交付金 150,354 0

第３項　国庫委託金

本年度 前年度

１．総務費委託金 4,907 4,875

主な増減 中長期在留者住居地届出等事務費 4,907 4,875

２．民生費委託金 58,807 55,055

主な増減 年金生活者支援給付金事務費 2,149 0

３．衛生費委託金 369 366

主な増減 国民健康・栄養調査費 369 366

第１４款　都支出金

　都支出金は、増の要因として、待機児童解消区市町村支援事業費の私立保育所整備事

増などがあげられます。減の要因としては、国勢調査費の調査終了による皆減、東京都

％の増で、約１億円の増となっています。各項・目別の主な増減は次のとおりです。

第１項　都負担金

本年度 前年度

１．民生費負担金 4,084,231 4,133,965

主な増減 障害者自立支援給付費 733,643 683,650

生活保護費 1,854,214 1,924,359

国民健康保険財政基盤安定費 530,287 579,408

後期高齢者医療保険基盤安定費 254,961 239,685

項　　　目

項　　　目

項　　　目
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（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

200,802

56,718 根岸小学校・東浅草小学校大規模改修工事の進捗による増

2,190 小中学校における新型コロナウイルス感染症対策の実施による皆増
（令和２年度補正予算計上）

△ 8,841 小規模保育施設の誘致見込みによる減

150,354 私立保育所整備事業補助による皆増

（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

32

32 届出件数等の見込みによる増

3,752

2,149 システム改修による皆増

3

3 前年同程度

業補助による増、衆議院議員選挙及び最高裁判所裁判官国民審査費の選挙実施による皆

知事選挙費の選挙終了による皆減などがあげられます。款全体では、対前年度比１．２

（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

△ 49,734

49,993 給付の見込みによる増

△ 70,145 給付の見込みによる減

△ 49,121 被保険者数減による軽減対象者の減

15,276 被保険者数増による軽減対象者の増
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本年度 前年度

２．衛生費負担金 2,788 2,882

主な増減 母子衛生費 2,531 2,642

３．教育費負担金 926,950 908,200

主な増減 子育てのための施設等利用給付費 91,498 95,724

子どものための教育・保育給付費 835,452 812,476

第２項　都補助金

本年度 前年度

１．総務費補助金 205,372 276,841

主な増減 東京２０２０大会区市町村支援事業費 2,150 25,032

生活安全啓発活動推進費 33,142 14,360

防災密集地域総合整備事業費 17,506 41,886

緊急輸送道路沿道建築物等耐震化促進事
業費

115,425 162,600

２．民生費補助金 509,401 540,284

主な増減 在宅要介護者等受入体制整備事業費 19,268 0

地域福祉推進包括補助事業費 38,951 52,342

高齢社会対策包括補助事業費 57,329 65,368

障害者施策推進包括補助事業費 143,654 164,606

寄りそい型宿泊所事業費 0 7,086

３．衛生費補助金 119,935 126,903

主な増減 医療保健政策包括補助事業費 21,622 24,910

受動喫煙防止対策事業費 20,354 47,683

とうきょうママパパ応援事業費 45,866 0

出産・子育て応援事業費 0 24,212

項　　　目

項　　　目
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（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

△ 94

△ 111 未熟児養育医療費の見込みによる減

18,750

△ 4,226 子育てのための施設等利用給付の見込みによる減

22,976 保育所の新設による増

（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

△ 71,469

△ 22,882 補助対象事業の変更による減

18,782 防犯設備設置助成の見込みによる増

△ 24,380 密集住宅市街地整備促進事業に係る用地取得等の見込みによる減

△ 47,175 耐震改修工事助成の見込みによる減

△ 30,883

19,268 補助制度の新設による皆増（令和２年度補正予算計上）

△ 13,391 補助対象事業費の見込みによる減

△ 8,039 補助対象事業費の見込みによる減

△ 20,952 補助対象事業の見直しによる減

△ 7,086 無料低額宿泊所に係る補助対象事業費の生活保護費（国庫負担金）へ
の組替えによる皆減

△ 6,968

△ 3,288 補助対象事業費の見込みによる減

△ 27,329 公衆喫煙所整備数の減

45,866 「出産・子育て応援事業費」からの組替えによる皆増

△ 24,212 「とうきょうママパパ応援事業費」への組替えによる皆減
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本年度 前年度

４．文化観光費補助金 11,270 717

主な増減 文化財保存事業費 11,270 717

５．産業経済費補助金 131,702 225,698

主な増減 商店街チャレンジ戦略支援事業費 130,995 178,963

地域産業活性化支援事業費 0 46,098

６．土木費補助金 170,597 89,074

主な増減 鉄道駅総合バリアフリー推進事業費 65,583 166

木密地域不燃化促進支援モデル事業費 7,500 0

地籍調査事業費 7,755 18,937

区市町村無電柱化事業費 42,896 23,791

７．教育費補助金 1,706,323 1,456,173

主な増減 公立学校情報機器整備支援事業費 13,657 0

子供家庭支援包括補助事業費 41,516 134,585

保育所等賃借料補助事業費 273,304 223,450

認可外保育施設利用支援事業費 50,631 69,640

保育所等利用多子世帯負担軽減事業費 64,757 44,244

保育サービス推進事業費 76,781 0

待機児童解消区市町村支援事業費 346,205 219,449

賃貸物件による保育所の開設準備経費補
助事業費

97,375 75,952

スクール・サポート・スタッフ配置支援
事業費

40,874 12,790

学校マネジメント強化モデル事業費 6,428 0

項　　　目
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（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

10,553

10,553 朝倉彫塑館外周塀耐震補強工事の実施による増

△ 93,996

△ 47,968 補助対象事業費の見込みによる減

△ 46,098 交付期間の終了による皆減

81,523

65,417 ＪＲ浅草橋駅ホーム柵の整備による増

7,500 谷中地区景観形成ガイドライン策定等の実施による皆増

△ 11,182 調査実施規模の縮小による減

19,105 詳細設計、試掘調査及び施工計画検討の実施による増

250,150 　

13,657 小中学校ＩＣＴ教育に係る支援員の配置による皆増

△ 93,069 保育に係る補助対象事業費の「保育サービス推進事業費」への組替え
による減

49,854 保育所の新設による増

△ 19,009 子育てのための施設等利用給付の見込みによる減

20,513 保育所の新設による増

76,781 保育に係る補助対象事業費の「子供家庭支援包括補助事業費」からの
組替えによる皆増

126,756 私立保育所整備事業補助による増

21,423 補助対象事業費の見込みによる増

28,084 スクール・サポート・スタッフ増員による増

6,428 副校長補佐の配置による皆増（令和２年度補正予算計上）
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第３項　都委託金

本年度 前年度

１．総務費委託金 616,337 626,471

主な増減 東京都議会議員選挙費 84,917 0

衆議院議員選挙及び最高裁判所裁判官国
民審査費

110,069 0

東京都知事選挙費 0 112,438

国勢調査費 0 139,294

２．民生費委託金 178 0

主な増減 全国在宅障害児・者実態調査費 178 0

３．衛生費委託金 4,732 5,186

主な増減 衛生統計調査費 360 894

医療費助成等事務費 4,372 4,292

４．土木費委託金 44 44

主な増減 建築動態統計費 44 44

５．教育費委託金 15,649 19,041

主な増減 会計年度任用職員事業費 8,497 9,143

教育研究推進校委託費 1,984 1,718

オリンピック・パラリンピック教育推進
校委託費

4,100 6,750

６．事務処理特例交付金 111,856 103,776

主な増減 事務処理特例交付金 111,856 103,776

項　　　目
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（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

△ 10,134

84,917 選挙実施による皆増

110,069 選挙実施による皆増

△ 112,438 選挙終了による皆減

△ 139,294 調査終了による皆減

178

178 調査の周期による皆増

△ 454

△ 534 各種調査の周期による減

80 実績見込みによる増

0

0 前年同

△ 3,392

△ 646 委託金の交付見込みによる減

266 委託金の交付見込みによる増

△ 2,650 委託金の交付見込みによる減

8,080

8,080 事務費の見込みによる増
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第１５款　財産収入

　財産収入は、旧西町小学校敷地の貸付料免除による減などにより、対前年度比

です。

第１項　財産運用収入

本年度 前年度

１．財産貸付収入 294,234 387,656

主な増減 土地貸付料 181,983 270,050

建物貸付料 72,984 78,339

２．利子及び配当金 35,989 40,775

主な増減 財政調整基金運用益金 5,577 7,981

減債基金運用益金 5,931 6,484

用品調達基金運用益金 318 1,528

第２項　財産売払収入

本年度 前年度

１．不動産売払収入 2 2

２．物品売払収入 302 1,167

主な増減 物品売払代金 302 1,167

項　　　目

項　　　目
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２３．１％の減で、約１億円の減となっています。各項・目別の主な増減は次のとおり

（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

△ 93,422

△ 88,067 旧西町小学校敷地の貸付料免除による減

△ 5,355 台東小島ビルの店舗貸付終了等による減

△ 4,786

△ 2,404 基金運用益金の見込みによる減

△ 553 基金運用益金の見込みによる減

△ 1,210 基金運用益金の見込みによる減

（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

0 科目存置

△ 865

△ 865 めぐりん用小型路線バス売払の減
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第１６款　寄附金

　寄附金は、一般寄附金の日本中央競馬会等からの寄附金の見込みによる減により、対

第１項　寄附金

本年度 前年度

１．一般寄附金 64,880 66,860

主な増減 一般寄附金 64,880 66,860

２．指定寄附金 1 1

主な増減 指定寄附金 1 1

第１７款　繰入金

　繰入金は、増の要因として、建設基金繰入金の基金とりくずしによる増などがあげら

られます。款全体では、対前年度比２５．９％の増で、約１４億７千万円の増となって

第１項　基金繰入金

本年度 前年度

１．建設基金繰入金 2,680,000 1,200,000

２．環境整備基金繰入金 230,000 270,000

３．災害対策基金繰入金 190,000 410,000

４．台東病院及び老人保健施設千束基金繰入金 47,254 0

５．都市整備基金繰入金 530,000 280,000

６．教育振興基金繰入金 2,000 2,000

７．財政調整基金繰入金 3,083,603 3,028,071

８．減債基金繰入金 400,000 500,000

項　　　目

項　　　目
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前年度比３．０％の減で、約２００万円の減となっています。

（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

△ 1,980

△ 1,980 日本中央競馬会等からの寄附金の見込みによる減

0

0 科目存置

れます。減の要因としては、災害対策基金繰入金の基金とりくずしによる減などがあげ

います。

（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

1,480,000 基金とりくずしの増

△ 40,000 基金とりくずしの減

△ 220,000 基金とりくずしの減

47,254 病院施設会計からの組替えによる皆増

250,000 基金とりくずしの増

0 前年同

55,532 基金とりくずしの増

△ 100,000 基金とりくずしの減
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第１８款　繰越金

　繰越金は、令和２年度の歳計剰余金の見込額を計上しています。

　

本年度 前年度

第１項　繰越金 1,000,000 1,000,000

第１９款　諸収入

　諸収入は、増の要因として、特別区競馬組合利益分配金の増、資源回収品売払代金の

会保険料本人負担分の見込みによる減などがあげられます。款全体では、対前年度比

です。

　　

本年度 前年度

第１項　延滞金､加算金及び過料 17,002 17,002

第２項　特別区預金利子 49 49

第３項　貸付金元利収入 2,065,479 2,066,646

第４項　受託事業収入 194,309 232,445

１．衛生費受託収入 24,886 19,904

２．土木費受託収入 158,753 200,719

３．教育費受託収入 10,670 11,822

第５項　収益事業収入 300,000 200,000

第６項　障害福祉サービス収入 103,151 93,031

項　　　目

項　　　目
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（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

0 前年同

増などがあげられます。減の要因としては、掘削道路復旧費収入の見込みによる減、社

１．２％の増で、約４千万円の増となっています。各項・目別の主な増減は次のとおり

（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

0 前年同

0 前年同

△ 1,167 実績見込みによる減

△ 38,136

4,982 予防接種受託収入の見込みによる増

△ 41,966 掘削道路復旧費収入の見込みによる減

△ 1,152 管外児童の保育受託収入の見込みによる減

100,000 特別区競馬組合利益分配金の増

10,120 自立支援給付費受入の見込みによる増
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本年度 前年度

第７項　雑入 643,107 674,214

１．納付金 270,087 292,008

２．滞納処分費 1 1

３．弁償金 147 147

４．賄収入 30,663 31,027

５．小切手未払資金組入 1 1

６．利用料収入 118,223 129,680

主な増減 セレモニーホール 17,200 23,200

御徒町保育室 16,649 19,760

蔵前臨時観光バス待機場 0 2,415

７．雑入 223,985 221,350

主な増減 光熱水費受入 39,990 46,553

催事入場料 240 3,240

資源回収品売払代金 48,506 36,795

ハロウィンジャンボ宝くじ交付金 21,746 25,512

公益財団法人東京観光財団補助金 6,831 1,424

特定優良賃貸住宅の借上げ敷金返還金 15,855 6,267

第２０款　特別区債

　特別区債は、対前年度比２３２．２％の増で、２６億７千万円の増となっています。

第１項　特別区債

本年度 前年度

１．総務債 2,250,000 650,000

２．民生債 550,000 0

３．教育債 1,020,000 500,000

項　　　目

項　　　目
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（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

△ 31,107 　

△ 21,921 社会保険料本人負担分の見込みによる減

0 科目存置

0 前年同

△ 364 給食費の見込みによる減

0 科目存置

△ 11,457

△ 6,000 実績見込みによる減

△ 3,111 実績見込みによる減

△ 2,415 蔵前臨時観光バス待機場の休止による皆減

2,635

△ 6,563 実績見込みによる減

△ 3,000 流鏑馬等の開催中止による減

11,711 ペットボトルの資源化処理ルート変更による増

△ 3,766 実績見込みによる減

5,407 補助対象事業の増

9,588 借上げ満了住宅棟数の増

（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

1,600,000 浅草公会堂大規模改修等に対する特別区債の増

550,000 特別養護老人ホーム「浅草」大規模改修に対する特別区債の皆増

520,000 台東育英小学校教室等整備等に対する特別区債の増
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歳出予算の概要

歳出予算款別予算額

金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 増減率

1 議会費 679,056 0.6 687,521 0.7 △ 8,465 △ 1.2

2 総務費 14,268,300 13.4 13,909,410 13.4 358,890 2.6

3 民生費 37,177,301 35.0 36,137,881 34.8 1,039,420 2.9

4 衛生費 9,472,380 8.9 8,974,736 8.7 497,644 5.5

5 文化観光費 1,463,317 1.4 1,718,045 1.7 △ 254,728 △ 14.8

6 産業経済費 3,698,797 3.5 3,539,712 3.4 159,085 4.5

7 土木費 5,931,015 5.6 6,786,509 6.5 △ 855,494 △ 12.6

8 教育費 25,226,719 23.7 23,704,187 22.9 1,522,532 6.4

9 諸支出金 8,233,115 7.8 8,091,999 7.8 141,116 1.7

10 予備費 150,000 0.1 150,000 0.1 0 0.0

106,300,000 100.0 103,700,000 100.0 2,600,000 2.5合　計

単位：千円・％

令和3年度 令和2年度 比　較
款
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単位：千円・％

金額 構成比 金額 構成比 金額 増減率

1 報酬 1,930,120 1.8 2,005,525 1.9 △ 75,405 △ 3.8

2 給料 6,621,451 6.2 6,534,434 6.3 87,017 1.3

3 職員手当等 7,220,872 6.8 7,126,690 6.9 94,182 1.3

4 共済費 3,271,791 3.1 3,337,954 3.2 △ 66,163 △ 2.0

5 災害補償費 500 0.0 500 0.0 0 0.0

6 恩給及び退職年金 0 0.0 0 0.0 0 0.0

7 報償費 322,892 0.3 336,266 0.3 △ 13,374 △ 4.0

8 旅費 134,576 0.1 170,100 0.2 △ 35,524 △ 20.9

9 交際費 4,887 0.0 9,517 0.0 △ 4,630 △ 48.6

10 需用費 1,999,093 1.9 2,303,256 2.2 △ 304,163 △ 13.2

① 消耗品費 726,392 0.7 897,359 0.9 △ 170,967 △ 19.1

② 燃料費 10,282 0.0 11,767 0.0 △ 1,485 △ 12.6

③ 食糧費 13,622 0.0 18,901 0.0 △ 5,279 △ 27.9

④ 印刷製本費 173,565 0.2 231,911 0.2 △ 58,346 △ 25.2

⑤ 光熱水費 1,026,353 1.0 1,087,780 1.0 △ 61,427 △ 5.6

⑥ 修繕料 48,879 0.0 55,538 0.1 △ 6,659 △ 12.0

11 役務費 1,164,720 1.1 1,097,760 1.1 66,960 6.1

12 委託料 15,171,871 14.3 16,345,067 15.8 △ 1,173,196 △ 7.2

13 使用料及び賃借料 2,162,976 2.0 2,269,587 2.2 △ 106,611 △ 4.7

14 工事請負費 9,075,187 8.5 6,237,522 6.0 2,837,665 45.5

15 原材料費 6,942 0.0 7,726 0.0 △ 784 △ 10.1

16 公有財産購入費 39,129 0.0 94,081 0.1 △ 54,952 △ 58.4

17 備品購入費 249,962 0.2 405,101 0.4 △ 155,139 △ 38.3

18 負担金補助及び交付金 8,243,519 7.8 7,440,595 7.2 802,924 10.8

19 扶助費 36,791,759 34.6 36,120,362 34.8 671,397 1.9

20 貸付金 2,066,281 2.0 2,071,986 2.0 △ 5,705 △ 0.3

21 補償補填及び賠償金 1,015 0.0 39,773 0.0 △ 38,758 △ 97.4

22 償還金利子及び割引料 682,640 0.7 794,241 0.8 △ 111,601 △ 14.1

23 投資及び出資金 0 0.0 0 0.0 0 0.0

24 積立金 110,326 0.1 114,838 0.1 △ 4,512 △ 3.9

25 寄附金 0 0.0 0 0.0 0 0.0

26 公課費 434 0.0 1,013 0.0 △ 579 △ 57.2

27 繰出金 8,877,057 8.4 8,686,106 8.4 190,951 2.2

28 予備費 150,000 0.1 150,000 0.1 0 0.0

106,300,000 100.0 103,700,000 100.0 2,600,000 2.5

歳出予算節別集計表

節

令和３年度 令和２年度 比較

合計
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第１款　議会費

　議会費は、減の要因として、会派控室用事務椅子の買替終了による減、議員共済会給付費

があげられます。款全体では対前年度比１．２％の減で、約８００万円の減となっています。

第１項　議会費

行政
計画

本年度 前年度

１．議会費 529,481 542,273

主な増減 議員共済会給付費負担金 77,415 81,562

議会運営 71,509 78,089

２．事務局費 149,575 145,248

主な増減 職員費 147,173 141,985

第２款　総務費

　総務費は、増の要因として、浅草公会堂大規模改修及び入谷地区センター（区民館併設）

などがあげられます。減の要因としては、財務会計・文書管理システム再構築の終了による

２．６％の増で、約３億６千万円の増となっています。各項・目別の増減及び、主な増減事

第１項　総務管理費

行政
計画

本年度 前年度

１．一般管理費 5,650,670 5,819,286

主な増減 職員費 4,142,009 4,117,017

庁舎維持管理 320,731 429,258

人事事務 305,933 320,156

テレワークの導入 ● 16,790 0

防犯設備設置助成 ● 57,056 26,329

世界文化遺産継承 ● 4,784 12,526

セレモニーホールの運営 22,196 28,817

コミュニティライブサイト 0 50,000

歳 出 予 算 款 別 説 明

目

目
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第１款　議会費

　議会費は、減の要因として、会派控室用事務椅子の買替終了による減、議員共済会給付費

があげられます。款全体では対前年度比１．２％の減で、約８００万円の減となっています。

第１項　議会費

行政
計画

本年度 前年度

１．議会費 529,481 542,273

主な増減 議員共済会給付費負担金 77,415 81,562

議会運営 71,509 78,089

２．事務局費 149,575 145,248

主な増減 職員費 147,173 141,985

第２款　総務費

　総務費は、増の要因として、浅草公会堂大規模改修及び入谷地区センター（区民館併設）

などがあげられます。減の要因としては、財務会計・文書管理システム再構築の終了による

２．６％の増で、約３億６千万円の増となっています。各項・目別の増減及び、主な増減事

第１項　総務管理費

行政
計画

本年度 前年度

１．一般管理費 5,650,670 5,819,286

主な増減 職員費 4,142,009 4,117,017

庁舎維持管理 320,731 429,258

人事事務 305,933 320,156

テレワークの導入 ● 16,790 0

防犯設備設置助成 ● 57,056 26,329

世界文化遺産継承 ● 4,784 12,526

セレモニーホールの運営 22,196 28,817

コミュニティライブサイト 0 50,000

歳 出 予 算 款 別 説 明

目

目
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負担金の負担金率の改定による減などがあげられます。増の要因としては、職員費の増など

各項・目別の増減及び、主な増減事業は次のとおりです。

（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

△ 12,792

△ 4,147 負担金率の改定による減

△ 6,580 会派控室用事務椅子の買替終了による減

4,327

5,188 職員数の増

改築の工事進捗による増、衆議院議員選挙及び最高裁判所裁判官国民審査の実施による皆増

皆減、戸籍システムの更改終了による減などがあげられます。款全体では、対前年度比

業は次のとおりです。

（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

△ 168,616

24,992 職員構成の変化による増

△ 108,527 エレベーター改修工事の終了による減

△ 14,223 会計年度任用職員数の減

16,790 新規計上

30,727 対象事業費の見込みによる増

△ 7,742 海外出張の中止による減

△ 6,621 実績見込みによる減

△ 50,000 事業中止による皆減
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行政
計画

本年度 前年度

２．広報費 224,706 282,642

主な増減 広報「たいとう」の発行 ● 59,853 58,996

台東区公式ホームページ ● 6,850 72,420

区民意識調査 6,596 0

３．財政管理費 3,348 3,329

主な増減 検査事務 544 313

４．会計管理費 38,069 25,107

主な増減 会計事務 25,571 13,138

５．財産管理費 135,717 42,954

主な増減 学校跡地等維持管理 111,386 23,163

６．企画調整費 18,414 18,036

主な増減 旧坂本小学校跡地活用 ● 1,804 154

長期総合計画改定 10,308 0

人口ビジョン・総合戦略の策定 0 9,561

７．区民事務所費 7,028 8,005

８．公共施設建設基金積立金 16,828 17,336

９．環境整備基金積立金 60,623 62,033

１０．たいとうフェスタ推進費 60,000 70,000

１１．情報システム推進費 1,825,597 2,272,176

主な増減 キャッシュレス決済の導入 ● 23,673 0

基幹系業務システム 583,402 791,530

財務会計・文書管理システム 57,568 20,890

情報システムのクラウド化推進 ● 600,701 524,234

デジタル行政窓口の整備 ● 26,437 0

ＡＩチャットボットの導入 ● 11,110 0
財務会計・文書管理システム再構築 0 402,452

情報化推進計画改定 0 16,040

目
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行政
計画

本年度 前年度

２．広報費 224,706 282,642

主な増減 広報「たいとう」の発行 ● 59,853 58,996

台東区公式ホームページ ● 6,850 72,420

区民意識調査 6,596 0

３．財政管理費 3,348 3,329

主な増減 検査事務 544 313

４．会計管理費 38,069 25,107

主な増減 会計事務 25,571 13,138

５．財産管理費 135,717 42,954

主な増減 学校跡地等維持管理 111,386 23,163

６．企画調整費 18,414 18,036

主な増減 旧坂本小学校跡地活用 ● 1,804 154

長期総合計画改定 10,308 0

人口ビジョン・総合戦略の策定 0 9,561

７．区民事務所費 7,028 8,005

８．公共施設建設基金積立金 16,828 17,336

９．環境整備基金積立金 60,623 62,033

１０．たいとうフェスタ推進費 60,000 70,000

１１．情報システム推進費 1,825,597 2,272,176

主な増減 キャッシュレス決済の導入 ● 23,673 0

基幹系業務システム 583,402 791,530

財務会計・文書管理システム 57,568 20,890

情報システムのクラウド化推進 ● 600,701 524,234

デジタル行政窓口の整備 ● 26,437 0

ＡＩチャットボットの導入 ● 11,110 0
財務会計・文書管理システム再構築 0 402,452

情報化推進計画改定 0 16,040

目
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（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

△ 57,936

857 配布部数の見込みによる増

△ 65,570 公式ホームページのリニューアル終了による減

6,596 隔年実施による皆増

19

231 検査事務に伴う旅費の見込みによる増

12,962

12,433 指定金融機関派出業務有償化による増

92,763

88,223 旧坂本小学校校舎解体工事による増

378

1,650 土壌調査による増

10,308 新規計上

△ 9,561 策定の延期による皆減

△ 977 事務費の見込みによる減

△ 508 基金運用益金の見込みによる減

△ 1,410 日本中央競馬会からの一般寄附金相当分の見込みによる減

△ 10,000 たいとうフェスタ情報発信事業の内容見直し等による減

△ 446,579

23,673 キャッシュレス決済端末の導入による皆増（令和２年度補正予算計上）

△ 208,128 端末・プリンター入替の終了等による減

36,678 新財務会計・文書管理システムの稼働による増

76,467 次期ネットワーク設計の実施等による増

26,437 新規計上

11,110 新規計上

△ 402,452 システム再構築の終了による皆減

△ 16,040 策定終了による皆減
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行政
計画

本年度 前年度

１２．地域活動推進費 107,934 124,528

主な増減 掲示板維持管理 1,581 1,758

町会活性化支援 13,446 31,005

１３．コミュニティ推進費 8,857 10,831

主な増減 コミュニティ推進 8,857 9,842

コミュニティ交流促進 0 989

１４．徴収一元費 120,681 29,717

１５．施設費 34,291 41,879

主な増減 区有施設保全 30,994 38,513
　

第２項　防災費

行政
計画

本年度 前年度

１．防災対策費 885,377 1,471,445

主な増減 災害対策本部機能の充実 ● 44,790 88,490

区民の防災力向上 ● 31,467 27,708

防災意識の啓発 ● 39,103 26,262

水・食料・生活必需品の備蓄 ● 34,260 132,866

防災行政無線等の維持管理 ● 28,902 114,171

密集住宅市街地整備促進 ● 84,933 179,507

緊急輸送道路沿道建築物の耐震化助成 ● 297,044 415,543

固定系防災行政無線デジタル化 0 85,092

２．災害対策基金積立金 1,867 2,017

第３項　徴税費

行政
計画

本年度 前年度

１．税務総務費 335,516 341,120

主な増減 職員費 331,537 336,837

目

目

目
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行政
計画

本年度 前年度

１２．地域活動推進費 107,934 124,528

主な増減 掲示板維持管理 1,581 1,758

町会活性化支援 13,446 31,005

１３．コミュニティ推進費 8,857 10,831

主な増減 コミュニティ推進 8,857 9,842

コミュニティ交流促進 0 989

１４．徴収一元費 120,681 29,717

１５．施設費 34,291 41,879

主な増減 区有施設保全 30,994 38,513
　

第２項　防災費

行政
計画

本年度 前年度

１．防災対策費 885,377 1,471,445

主な増減 災害対策本部機能の充実 ● 44,790 88,490

区民の防災力向上 ● 31,467 27,708

防災意識の啓発 ● 39,103 26,262

水・食料・生活必需品の備蓄 ● 34,260 132,866

防災行政無線等の維持管理 ● 28,902 114,171

密集住宅市街地整備促進 ● 84,933 179,507

緊急輸送道路沿道建築物の耐震化助成 ● 297,044 415,543

固定系防災行政無線デジタル化 0 85,092

２．災害対策基金積立金 1,867 2,017

第３項　徴税費

行政
計画

本年度 前年度

１．税務総務費 335,516 341,120

主な増減 職員費 331,537 336,837

目

目

目
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（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

△ 16,594

△ 177 修繕見込みによる減

△ 17,559 地域交流事業の規模縮小による減

△ 1,974

△ 985 啓発用リーフレットの隔年作成による減

△ 989 交流大会の中止による皆減

90,964 滞納管理システム更改による増

△ 7,588

△ 7,519 外壁点検、アスベスト・ＰＣＢ含有分析調査等の見込みによる減

（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

△ 586,068

△ 43,700 防災情報収集カメラの設置工事終了による減

3,759 非常用発電機等購入助成の実施による増

12,841 水害ハザードマップの改定・全戸配布による増

△ 98,606 被災者用蓄電池の配備終了による減

△ 85,269 デジタル化対応の防災ラジオ一斉貸与終了による減

△ 94,574 用地取得等の見込みによる減

△ 118,499 耐震改修工事等助成の見込みによる減

△ 85,092 整備終了による皆減

△ 150 基金運用益金の見込みによる減

（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

△ 5,604

△ 5,300 職員数の減
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行政
計画

本年度 前年度

２．賦課徴収費 179,145 175,538

主な増減 諸税課税事務 8,271 7,069

収納事務 98,282 96,761

第４項　戸籍及び住民基本台帳費

行政
計画

本年度 前年度

１．戸籍住民基本台帳総務費 480,041 486,365

２．戸籍事務費 98,043 309,675

主な増減 戸籍事務 97,865 309,497

３．住民基本台帳費 175,064 137,266

主な増減 住民基本台帳事務 75,492 64,760

コンビニ交付 32,111 7,560

第５項　選挙費

行政
計画

本年度 前年度

１．選挙管理委員会費 13,293 13,082

主な増減 選挙管理委員会の運営 1,396 1,185

２．選挙啓発費 2,639 3,126

主な増減 選挙一般啓発 1,679 2,213

３．選挙執行費 194,986 112,438

主な増減 東京都議会議員選挙 84,917 0

衆議院議員選挙及び最高裁判所裁判官国民
審査

110,069 0

東京都知事選挙 0 112,438

目

目

目
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行政
計画

本年度 前年度

２．賦課徴収費 179,145 175,538

主な増減 諸税課税事務 8,271 7,069

収納事務 98,282 96,761

第４項　戸籍及び住民基本台帳費

行政
計画

本年度 前年度

１．戸籍住民基本台帳総務費 480,041 486,365

２．戸籍事務費 98,043 309,675

主な増減 戸籍事務 97,865 309,497

３．住民基本台帳費 175,064 137,266

主な増減 住民基本台帳事務 75,492 64,760

コンビニ交付 32,111 7,560

第５項　選挙費

行政
計画

本年度 前年度

１．選挙管理委員会費 13,293 13,082

主な増減 選挙管理委員会の運営 1,396 1,185

２．選挙啓発費 2,639 3,126

主な増減 選挙一般啓発 1,679 2,213

３．選挙執行費 194,986 112,438

主な増減 東京都議会議員選挙 84,917 0

衆議院議員選挙及び最高裁判所裁判官国民
審査

110,069 0

東京都知事選挙 0 112,438

目

目

目
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（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

3,607

1,202 キャッシュレス決済導入に伴う事務費の増

1,521 キャッシュレス決済導入に伴う事務費の増

（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

△ 6,324 職員構成の変化による減

△ 211,632

△ 211,632 戸籍システムの更改終了による減

37,798

10,732 会計年度任用職員数の増

24,551 証明書発行数の増による手数料の増

（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

211

211 全国市区選挙管理委員会連合会研修会参加経費の増

△ 487

△ 534 啓発品の作成経費の減

82,548

84,917 選挙実施による皆増

110,069 選挙実施による皆増

△ 112,438 選挙終了による皆減
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第６項　統計調査費

行政
計画

本年度 前年度

１．統計調査総務費 2,911 4,044

主な増減 統計調査運営 2,769 3,914

２．基幹統計費 32,873 3,524

主な増減 経済センサス活動調査 32,396 0

経済センサス活動調査準備事務 0 1,129

工業統計調査 0 1,922

（国勢調査費） 0 139,329

第７項　区民施設費

行政
計画

本年度 前年度

１．区民施設総務費 37,778 28,706

２．保養施設費 6,740 7,884

３．区民会館費 546,160 525,501

主な増減 区民館管理運営 471,323 440,095

区有施設省電力型照明整備 0 7,952

４．公会堂費 2,384,698 1,137,439

主な増減 浅草公会堂 87,769 112,428

浅草公会堂大規模改修 ● 2,296,929 1,025,011

５．区民施設等建設費 516,139 121,295

主な増減 入谷地区センター（区民館併設）改築 ● 516,139 121,295

目

目
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（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

△ 1,133

△ 1,145 国勢調査の終了に伴う調査員への感謝状等経費の減

29,349

32,396 調査実施による皆増

△ 1,129 調査準備終了による皆減

△ 1,922 調査終了による皆減

△ 139,329 調査終了による皆減

（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

9,072 職員数の増

△ 1,144 利用見込みによる減

20,659

31,228 台東一丁目区民館多目的ホール吊天井改修工事による増

△ 7,952 東上野区民館照明ＬＥＤ化工事の終了による皆減

1,247,259

△ 24,659 休館に伴う指定管理料の減

1,271,918 大規模改修工事の進捗による増

394,844

394,844 改築工事の進捗による増
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第８項　監査委員費

行政
計画

本年度 前年度

１．監査委員費 62,267 61,757

主な増減 職員費 51,172 50,765

第３款　民生費

　民生費は、増の要因として、特別養護老人ホーム「浅草」大規模改修工事の実施による増、

付の見込みによる増などがあげられます。減の要因としては、特別養護老人ホーム「浅草」

前年度比２．９％の増で、約１０億４千万円の増となっています。各項・目別の増減及び、

第１項　社会福祉費

行政
計画

本年度 前年度

１．社会福祉総務費 3,599,125 3,528,581

主な増減 職員費 1,994,326 2,030,497

在宅要介護者等受入体制整備 ● 19,268 0

特別養護老人ホーム等新規入所者ＰＣＲ検
査

● 13,200 0

介護・障害福祉サービス等事業者支援 ● 15,900 0

生活困窮者自立支援 ● 158,169 27,251

国民健康保険財政基盤安定繰出金 933,939 1,016,176

２．老人福祉費 3,134,146 2,467,049

主な増減 老人福祉施設管理運営 781,056 808,625

老人福祉施設維持修繕 114,768 131,235

特別養護老人ホーム「浅草」大規模改修 ● 822,141 44,015

老人保護 518,780 577,149

後期高齢者医療保険基盤安定繰出金 339,948 319,580

目

目
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第８項　監査委員費

行政
計画

本年度 前年度

１．監査委員費 62,267 61,757

主な増減 職員費 51,172 50,765

第３款　民生費

　民生費は、増の要因として、特別養護老人ホーム「浅草」大規模改修工事の実施による増、

付の見込みによる増などがあげられます。減の要因としては、特別養護老人ホーム「浅草」

前年度比２．９％の増で、約１０億４千万円の増となっています。各項・目別の増減及び、

第１項　社会福祉費

行政
計画

本年度 前年度

１．社会福祉総務費 3,599,125 3,528,581

主な増減 職員費 1,994,326 2,030,497

在宅要介護者等受入体制整備 ● 19,268 0

特別養護老人ホーム等新規入所者ＰＣＲ検
査

● 13,200 0

介護・障害福祉サービス等事業者支援 ● 15,900 0

生活困窮者自立支援 ● 158,169 27,251

国民健康保険財政基盤安定繰出金 933,939 1,016,176

２．老人福祉費 3,134,146 2,467,049

主な増減 老人福祉施設管理運営 781,056 808,625

老人福祉施設維持修繕 114,768 131,235

特別養護老人ホーム「浅草」大規模改修 ● 822,141 44,015

老人保護 518,780 577,149

後期高齢者医療保険基盤安定繰出金 339,948 319,580

目

目
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（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

510

407 職員構成の変化による増

（仮称）竜泉二丁目福祉施設整備の校舎等解体工事の実施による増、障害福祉サービスの給

の指定管理料の減、生活保護の給付の見込みによる減などがあげられます。款全体では、対

主な増減事業は次のとおりです。

（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

70,544

△ 36,171 職員構成の変化による減

19,268 在宅要介護者等受入体制の整備による皆増（令和２年度補正予算計上）

13,200 新規入所者へのＰＣＲ検査実施による皆増（令和２年度補正予算計上）

15,900 感染症対策用品備蓄支援の実施による皆増（令和２年度補正予算計上）

130,918 住居確保給付金の支給見込みによる増

△ 82,237 被保険者数減による軽減対象者の減

667,097

△ 27,569 特別養護老人ホーム「浅草」大規模改修工事に伴う施設休止による指定管
理料の減

△ 16,467 やなか及びうえの高齢者在宅サービスセンター送迎用福祉車両買入等の終
了による減

778,126 大規模改修工事の実施による増

△ 58,369 養護老人ホーム措置数の見込みによる減

20,368 被保険者数増による軽減対象者の増
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行政
計画

本年度 前年度

３．心身障害者福祉費 5,464,428 5,307,731

主な増減 難病患者福祉手当 134,862 121,120

障害福祉サービス 2,936,720 2,799,312

福祉タクシー及び自動車燃料費助成 95,136 109,304

グループホーム 135,569 120,104

障害者施設整備助成 ● 25,627 55,162

松が谷福祉会館管理運営 64,851 25,770

障害者デイサービス 100,029 111,621

４．青少年育成費 22,417 22,991

主な増減 青少年委員 4,211 4,930

５．社会福祉施設建設費 284,058 946

主な増減 （仮称）竜泉二丁目福祉施設整備 ● 259,803 946

たいとう第三福祉作業所等改築 21,472 0

（仮称）北上野二丁目福祉施設整備 ● 2,783 0

第２項　児童福祉費

行政
計画

本年度 前年度

１．児童福祉総務費 4,398,413 4,350,128

主な増減 職員費 383,271 362,545

児童育成手当 307,058 301,255

児童手当 2,193,589 2,172,740

子ども医療費助成 ● 718,062 733,814

日本堤子ども家庭支援センター ● 54,191 46,174

要保護児童支援ネットワーク ● 61,398 54,854

目

目
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行政
計画

本年度 前年度

３．心身障害者福祉費 5,464,428 5,307,731

主な増減 難病患者福祉手当 134,862 121,120

障害福祉サービス 2,936,720 2,799,312

福祉タクシー及び自動車燃料費助成 95,136 109,304

グループホーム 135,569 120,104

障害者施設整備助成 ● 25,627 55,162

松が谷福祉会館管理運営 64,851 25,770

障害者デイサービス 100,029 111,621

４．青少年育成費 22,417 22,991

主な増減 青少年委員 4,211 4,930

５．社会福祉施設建設費 284,058 946

主な増減 （仮称）竜泉二丁目福祉施設整備 ● 259,803 946

たいとう第三福祉作業所等改築 21,472 0

（仮称）北上野二丁目福祉施設整備 ● 2,783 0

第２項　児童福祉費

行政
計画

本年度 前年度

１．児童福祉総務費 4,398,413 4,350,128

主な増減 職員費 383,271 362,545

児童育成手当 307,058 301,255

児童手当 2,193,589 2,172,740

子ども医療費助成 ● 718,062 733,814

日本堤子ども家庭支援センター ● 54,191 46,174

要保護児童支援ネットワーク ● 61,398 54,854

目

目
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（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

156,697

13,742 手当対象受給者数の見込みによる増

137,408 給付の見込みによる増

△ 14,168 助成件数の見込みによる減

15,465 今戸二丁目及び竜泉一丁目新施設に対する助成による増

△ 29,535 助成対象施設数の減

39,081 空調設備改修等工事による増

△ 11,592 送迎バスの運行方法見直しによる減

△ 574

△ 719 管外視察研修の実施内容の見直しによる減

283,112

258,857 校舎等解体工事の実施による増

21,472 新規計上

2,783 新規計上

（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

48,285

20,726 職員数の増

5,803 手当支給の見込みによる増

20,849 手当支給の見込みによる増

△ 15,752 助成件数の見込みによる減

8,017 相談室拡張工事の実施による増

6,544 会計年度任用職員数の増
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行政
計画

本年度 前年度

２．家庭福祉費 86,534 81,123

主な増減 ひとり親家庭等医療費助成 51,083 53,311

高等職業訓練促進 ● 28,192 22,294

自立支援プログラム策定 ● 5,049 3,149

３．母子生活支援施設費 52,152 48,769

第３項　生活保護費

行政
計画

本年度 前年度

１．生活保護総務費 112,373 123,362

主な増減 生活保護事務 104,623 115,413

２．扶助費 19,937,879 20,111,637

主な増減 生活保護 19,833,884 19,964,672

入浴券支給 31,686 33,909

自立促進 ● 60,079 101,501

第４項　国民年金費

行政
計画

本年度 前年度

１．年金総務費 85,726 95,493

主な増減 職員費 80,492 94,602

基礎年金等事務 3,502 891

第５項　災害救助費

行政
計画

本年度 前年度

１．災害救助費 50 71

目

目

目

目
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行政
計画

本年度 前年度

２．家庭福祉費 86,534 81,123

主な増減 ひとり親家庭等医療費助成 51,083 53,311

高等職業訓練促進 ● 28,192 22,294

自立支援プログラム策定 ● 5,049 3,149

３．母子生活支援施設費 52,152 48,769

第３項　生活保護費

行政
計画

本年度 前年度

１．生活保護総務費 112,373 123,362

主な増減 生活保護事務 104,623 115,413

２．扶助費 19,937,879 20,111,637

主な増減 生活保護 19,833,884 19,964,672

入浴券支給 31,686 33,909

自立促進 ● 60,079 101,501

第４項　国民年金費

行政
計画

本年度 前年度

１．年金総務費 85,726 95,493

主な増減 職員費 80,492 94,602

基礎年金等事務 3,502 891

第５項　災害救助費

行政
計画

本年度 前年度

１．災害救助費 50 71

目

目

目

目
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（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

5,411

△ 2,228 助成件数の見込みによる減

5,898 助成件数の見込みによる増

1,900 会計年度任用職員の勤務日数の増

3,383 施設管理委託費の増

（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

△ 10,989

△ 10,790 生活保護システム端末増設の終了による減

△ 173,758

△ 130,788 給付の見込みによる減

△ 2,223 利用見込みによる減

△ 41,422 無料低額宿泊所に係る事業費の「生活保護」への組替えによる減

（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

△ 9,767

△ 14,110 職員数の減

2,611 税制改正に伴う年金システム改修の実施による増

（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

△ 21 災害援護資金貸付金の償還利子補給の見込みによる減
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第４款　衛生費

　衛生費は、増の要因として、新型コロナウイルス感染症対策による患者発生時防疫措置の

しては、検査センター大規模改修事業の延期による皆減、公衆喫煙所の整備数の減などがあ

目別の増減及び、主な増減事業は次のとおりです。

第１項　衛生管理費

行政
計画

本年度 前年度

１．衛生総務費 743,156 750,126

主な増減 職員費 357,885 358,284

医療連携推進 ● 1,650 5,767

感染症対策用資材備蓄 ● 1,209 0

新型インフルエンザ等対策 0 4,170

２．統計調査費 360 894

３．公害健康被害補償費 259,384 280,729

主な増減 補償給付等 255,292 275,252

４．台東病院及び老人保健施設千束基金積立金 214 0

第２項　保健所費

行政
計画

本年度 前年度

１．保健所費 1,223,663 1,263,387

主な増減 職員費 1,054,466 1,028,092

保健所運営 122,542 130,654

検査センター運営 24,459 22,887

検査センター大規模改修 0 61,130

第３項　公衆衛生費

行政
計画

本年度 前年度

１．結核予防費 51,815 58,304

主な増減 医療費等公費負担 40,154 46,687

目

目

目
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第４款　衛生費

　衛生費は、増の要因として、新型コロナウイルス感染症対策による患者発生時防疫措置の

しては、検査センター大規模改修事業の延期による皆減、公衆喫煙所の整備数の減などがあ

目別の増減及び、主な増減事業は次のとおりです。

第１項　衛生管理費

行政
計画

本年度 前年度

１．衛生総務費 743,156 750,126

主な増減 職員費 357,885 358,284

医療連携推進 ● 1,650 5,767

感染症対策用資材備蓄 ● 1,209 0

新型インフルエンザ等対策 0 4,170

２．統計調査費 360 894

３．公害健康被害補償費 259,384 280,729

主な増減 補償給付等 255,292 275,252

４．台東病院及び老人保健施設千束基金積立金 214 0

第２項　保健所費

行政
計画

本年度 前年度

１．保健所費 1,223,663 1,263,387

主な増減 職員費 1,054,466 1,028,092

保健所運営 122,542 130,654

検査センター運営 24,459 22,887

検査センター大規模改修 0 61,130

第３項　公衆衛生費

行政
計画

本年度 前年度

１．結核予防費 51,815 58,304

主な増減 医療費等公費負担 40,154 46,687

目

目

目
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増、精神障害者障害福祉サービスの給付の見込みによる増などがあげられます。減の要因と

げられます。款全体では、対前年度比５．５％の増で、約５億円の増となっています。各項・

（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

△ 6,970

△ 399 職員構成の変化による減

△ 4,117 医療マップの改訂版発行の終了による減

1,209 「新型インフルエンザ等対策」からの組替えによる皆増

△ 4,170 「感染症対策用資材備蓄」への組替えによる皆減

△ 534 各種調査の周期による減

△ 21,345

△ 19,960 給付の見込みによる減

214 病院施設会計からの組替えによる皆増

（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

△ 39,724

26,374 職員数の増

△ 8,112 台東保健所非常用自家発電装置の設置終了による減

1,572 ガスクロマトグラフ（質量分析器）の借上げによる増

△ 61,130 事業の延期による皆減

（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

△ 6,489

△ 6,533 医療費の見込みによる減
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行政
計画

本年度 前年度

２．予防費 949,305 686,123

主な増減 患者発生時防疫措置 ● 205,905 6,018

予防接種 673,171 612,320

小児インフルエンザワクチン接種費助成 51,227 44,399

３．健康増進費 667,434 604,764

主な増減 上野健康増進センター 33,598 39,134

がん検診 ● 290,086 223,130

がん検診受診率向上対策 ● 10,854 6,505

４．栄養指導費 1,308 1,748

主な増減 食生活支援 ● 813 1,241

５．母子保健費 359,166 321,963

主な増減 母子健康診査 ● 207,814 205,691

産後ケア ● 43,680 24,236

産前産後支援ヘルパー ● 18,950 6,195

６．医薬費 117,992 119,895

主な増減 休日診療 ● 59,136 57,604

台東区準夜間・休日こどもクリニック ● 53,931 56,728

７．精神保健費 771,396 680,407

主な増減 精神障害者障害福祉サービス ● 634,637 546,231

精神障害者通所施設 83,358 80,439

第４項　環境衛生費

行政
計画

本年度 前年度

１．食品衛生費 11,356 12,858

主な増減 食品等の検査 ● 7,670 8,746

食品衛生推進員制度 0 310

目

目
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行政
計画

本年度 前年度

２．予防費 949,305 686,123

主な増減 患者発生時防疫措置 ● 205,905 6,018

予防接種 673,171 612,320

小児インフルエンザワクチン接種費助成 51,227 44,399

３．健康増進費 667,434 604,764

主な増減 上野健康増進センター 33,598 39,134

がん検診 ● 290,086 223,130

がん検診受診率向上対策 ● 10,854 6,505

４．栄養指導費 1,308 1,748

主な増減 食生活支援 ● 813 1,241

５．母子保健費 359,166 321,963

主な増減 母子健康診査 ● 207,814 205,691

産後ケア ● 43,680 24,236

産前産後支援ヘルパー ● 18,950 6,195

６．医薬費 117,992 119,895

主な増減 休日診療 ● 59,136 57,604

台東区準夜間・休日こどもクリニック ● 53,931 56,728

７．精神保健費 771,396 680,407

主な増減 精神障害者障害福祉サービス ● 634,637 546,231

精神障害者通所施設 83,358 80,439

第４項　環境衛生費

行政
計画

本年度 前年度

１．食品衛生費 11,356 12,858

主な増減 食品等の検査 ● 7,670 8,746

食品衛生推進員制度 0 310

目

目
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（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

263,182

199,887 新型コロナウイルス感染症対策による増

60,851 ロタウイルスワクチン予防接種の平年度化による増

6,828 助成件数の見込みによる増

62,670

△ 5,536 運動指導業務委託の見直しによる減

66,956 胃がん検診（内視鏡検査）の件数の見込みによる増

4,349 がん検診・要精密検査勧奨の実施等による増

△ 440

△ 428 食育啓発の事業内容変更による減

37,203

2,123 受診者数の見込みによる増

19,444 「デイサービス型」及び「アウトリーチ型乳房ケア」の実施等による増

12,755 利用見込みによる増

△ 1,903

1,532 休日調剤委託料の増

△ 2,797 準夜間・休日こどもクリニック調剤委託料の減

90,989

88,406 給付の見込みによる増

2,919 補助対象事業費の見込みによる増

（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

△ 1,502

△ 1,076 検査委託の見込みによる減

△ 310 活動休止による皆減
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行政
計画

本年度 前年度

２．動物愛護管理費 4,498 6,359

主な増減 動物愛護管理 ● 3,410 5,311

３．環境保全費 332,842 391,740

主な増減 公衆喫煙所の整備 ● 21,786 61,396

我が家の省エネ・創エネアクション支援 ● 13,024 22,928

我が社の環境経営推進 ● 5,287 11,492

環境ふれあい館管理運営 93,233 31,127

プロジェクト普及啓発 ● 46,994 86,347

区有施設省電力型照明整備 0 13,606

４．環境衛生費 50,675 33,718

主な増減 公衆浴場設備改善等助成 38,324 20,604

５．森林環境基金積立金 16,334 16,317

第５項　清掃費

行政
計画

本年度 前年度

１．清掃総務費 2,203,956 2,060,428

主な増減 職員費 993,519 987,720

清掃一部事務組合分担金 1,013,778 954,017

清掃事務所運営 46,398 29,542

北上野一丁目清掃施設整備 82,412 0

一般廃棄物処理基本計画改定 0 9,493

２．ごみ収集・資源化費 1,644,446 1,118,384

主な増減 ごみ収集管理 ● 1,055,012 1,062,573

ごみ収集作業 ● 30,626 23,852

資源回収 ● 528,623 0

３．リサイクル推進費 63,080 566,592

主な増減 集団回収支援 ● 53,019 44,543

資源回収 0 507,321

目

目
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行政
計画

本年度 前年度

２．動物愛護管理費 4,498 6,359

主な増減 動物愛護管理 ● 3,410 5,311

３．環境保全費 332,842 391,740

主な増減 公衆喫煙所の整備 ● 21,786 61,396

我が家の省エネ・創エネアクション支援 ● 13,024 22,928

我が社の環境経営推進 ● 5,287 11,492

環境ふれあい館管理運営 93,233 31,127

プロジェクト普及啓発 ● 46,994 86,347

区有施設省電力型照明整備 0 13,606

４．環境衛生費 50,675 33,718

主な増減 公衆浴場設備改善等助成 38,324 20,604

５．森林環境基金積立金 16,334 16,317

第５項　清掃費

行政
計画

本年度 前年度

１．清掃総務費 2,203,956 2,060,428

主な増減 職員費 993,519 987,720

清掃一部事務組合分担金 1,013,778 954,017

清掃事務所運営 46,398 29,542

北上野一丁目清掃施設整備 82,412 0

一般廃棄物処理基本計画改定 0 9,493

２．ごみ収集・資源化費 1,644,446 1,118,384

主な増減 ごみ収集管理 ● 1,055,012 1,062,573

ごみ収集作業 ● 30,626 23,852

資源回収 ● 528,623 0

３．リサイクル推進費 63,080 566,592

主な増減 集団回収支援 ● 53,019 44,543

資源回収 0 507,321

目

目
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（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

△ 1,861

△ 1,901 飼い主のいない猫不妊去勢手術費助成件数の見込みによる減

△ 58,898

△ 39,610 公衆喫煙所整備数の減

△ 9,904 省エネ機器等の助成件数の縮小による減

△ 6,205 省エネ機器等の助成件数の縮小による減

62,106 冷温水発生機交換工事の実施による増

△ 39,353 花の装飾規模の縮小による減

△ 13,606 環境ふれあい館照明ＬＥＤ化工事の終了による皆減

16,957

17,720 助成件数の見込みによる増

17 基金運用益金等の見込みによる増

（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

143,528

5,799 職員数の増

59,761 一部事務組合の事業執行の見込みによる増

16,856 北上野分室の北上野一丁目施設への機能移転による増

82,412 新規計上

△ 9,493 改定終了による皆減

526,062

△ 7,561 清掃車両雇上経費の見込み等による減

6,774 粗大ごみ受付経費の見込み等による増

528,623 リサイクル推進費からの組替えによる皆増

△ 503,512

8,476 集団回収管理システムの再構築による増

△ 507,321 ごみ収集・資源化費への組替えによる皆減
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第５款　文化観光費

　文化観光費は、減の要因として、下町風俗資料館のリニューアル事業の延期による皆減、

げられます。増の要因としては、朝倉彫塑館の外周塀耐震補強工事の実施による増などがあ

す。各項・目別の増減及び、主な増減事業は次のとおりです。

第１項　文化費

行政
計画

本年度 前年度

１．文化総務費 390,721 415,033

主な増減 職員費 388,859 412,465

２．文化行政費 377,396 451,224

主な増減 たいとう文化発信プログラム ● 2,002 7,885

江戸まちたいとう芸楽祭 ● 35,000 52,000

（仮称）２０２０台東区コレクション展 0 16,948

「生誕」像の設置 0 13,839

３．芸術・歴史資料館費 233,255 260,482

主な増減 朝倉彫塑館管理運営 ● 112,599 52,135

書道博物館管理運営 ● 35,581 44,333

下町風俗資料館のリニューアル 0 75,065

第２項　観光費

行政
計画

本年度 前年度

１．観光総務費 163,287 165,872

２．観光振興費 298,658 425,434

主な増減 観光統計・マーケティング調査の実施 ● 1,271 10,134

浅草文化観光センター運営 ● 128,879 184,334

流鏑馬 575 21,245

観光団体等観光振興事業助成 42,640 51,140

目

目
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第５款　文化観光費

　文化観光費は、減の要因として、下町風俗資料館のリニューアル事業の延期による皆減、

げられます。増の要因としては、朝倉彫塑館の外周塀耐震補強工事の実施による増などがあ

す。各項・目別の増減及び、主な増減事業は次のとおりです。

第１項　文化費

行政
計画

本年度 前年度

１．文化総務費 390,721 415,033

主な増減 職員費 388,859 412,465

２．文化行政費 377,396 451,224

主な増減 たいとう文化発信プログラム ● 2,002 7,885

江戸まちたいとう芸楽祭 ● 35,000 52,000

（仮称）２０２０台東区コレクション展 0 16,948

「生誕」像の設置 0 13,839

３．芸術・歴史資料館費 233,255 260,482

主な増減 朝倉彫塑館管理運営 ● 112,599 52,135

書道博物館管理運営 ● 35,581 44,333

下町風俗資料館のリニューアル 0 75,065

第２項　観光費

行政
計画

本年度 前年度

１．観光総務費 163,287 165,872

２．観光振興費 298,658 425,434

主な増減 観光統計・マーケティング調査の実施 ● 1,271 10,134

浅草文化観光センター運営 ● 128,879 184,334

流鏑馬 575 21,245

観光団体等観光振興事業助成 42,640 51,140

目

目
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浅草文化観光センターの外壁木製ルーバー等補修工事の終了による減、職員費の減などがあ

げられます。款全体では、対前年度比１４．８％の減で、約２億５千万円の減となっていま

（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

△ 24,312

△ 23,606 職員数の減

△ 73,828

△ 5,883 文化芸術広報誌の発行終了による減

△ 17,000 開催実績等による減

△ 16,948 開催中止による皆減

△ 13,839 事業終了による皆減

△ 27,227

60,464 外周塀耐震補強工事の実施による増

△ 8,752 収蔵品の修復委託経費の減

△ 75,065 事業の延期による皆減

（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

△ 2,585 職員構成の変化による減

△ 126,776

△ 8,863 調査の一部中止による減

△ 55,455 外壁木製ルーバー等補修工事の終了による減

△ 20,670 開催中止による減

△ 8,500 補助対象事業費の見込みによる減
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第６款　産業経済費

　産業経済費は、増の要因として、利子及び信用保証料補助の見込みによる増、台東区産業

は、花川戸一丁目施設の空調機交換工事等の終了による減、街並み環境整備の補助対象事業

６千万円の増となっています。各項・目別の増減及び、主な増減事業は次のとおりです。

第１項　産業経済費

行政
計画

本年度 前年度

１．産業総務費 435,547 571,898

主な増減 職員費 377,641 388,737

花川戸一丁目施設維持管理 16,758 138,179

消費生活展 0 3,976

２．産業振興費 3,263,250 2,967,814

主な増減 台東区産業振興事業団運営 ● 68,109 44,194

経営相談 ● 39,866 25,937

企業・人材育成支援 ● 26,530 39,080

街並み環境整備 ● 59,371 127,273

商店街外国人観光客おもてなし支援 ● 11,797 27,212

商店街共同売出し事業支援 ● 19,980 5,250

産業研修センター管理運営 ● 19,578 38,748

利子及び信用保証料補助 ● 795,147 380,578

（仮称）江戸たいとうショップ 0 26,134

目
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第６款　産業経済費

　産業経済費は、増の要因として、利子及び信用保証料補助の見込みによる増、台東区産業

は、花川戸一丁目施設の空調機交換工事等の終了による減、街並み環境整備の補助対象事業

６千万円の増となっています。各項・目別の増減及び、主な増減事業は次のとおりです。

第１項　産業経済費

行政
計画

本年度 前年度

１．産業総務費 435,547 571,898

主な増減 職員費 377,641 388,737

花川戸一丁目施設維持管理 16,758 138,179

消費生活展 0 3,976

２．産業振興費 3,263,250 2,967,814

主な増減 台東区産業振興事業団運営 ● 68,109 44,194

経営相談 ● 39,866 25,937

企業・人材育成支援 ● 26,530 39,080

街並み環境整備 ● 59,371 127,273

商店街外国人観光客おもてなし支援 ● 11,797 27,212

商店街共同売出し事業支援 ● 19,980 5,250

産業研修センター管理運営 ● 19,578 38,748

利子及び信用保証料補助 ● 795,147 380,578

（仮称）江戸たいとうショップ 0 26,134

目

76

振興事業団運営の自主事業への助成の見込みによる増などがあげられます。減の要因として

費の見込みによる減などがあげられます。款全体では、対前年度比４．５％の増で、約１億

（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

△ 136,351

△ 11,096 職員数の減

△ 121,421 空調機交換工事等の終了による減

△ 3,976 開催中止による皆減

295,436

23,915 自主事業への助成の見込みによる増

13,929 特別相談窓口及び緊急経営相談ダイヤルの設置による増

△ 12,550 助成予定件数の減

△ 67,902 補助対象事業費の見込みによる減

△ 15,415 補助対象事業費の見込みによる減

14,730 助成限度額及び助成率の引上げによる増

△ 19,170 新館外壁改修工事の終了による減

414,569 補助の見込みによる増

△ 26,134 事業中止による皆減
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第７款　土木費

　土木費は、減の要因として、道路維持の工事規模の縮小による減、さわやかトイレ整備の

アフリー推進事業助成のＪＲ浅草橋駅ホーム柵の整備による増、凌雲橋の架け替えに係る概

約８億６千万円の減となっています。各項・目別の増減及び、主な増減事業は次のとおりで

第１項　土木管理費

行政
計画

本年度 前年度

１．土木総務費 1,249,587 1,359,367

主な増減 職員費 327,702 323,137

自転車駐車場運営 ● 198,440 215,961

上野中央通り地下駐車場運営 180,245 202,530

観光バス駐車対策 ● 115,653 143,613

地籍調査 15,994 27,995

蔵前臨時観光バス待機場運営 0 12,303

区有施設省電力型照明整備 0 10,580

第２項　道路橋りょう費

行政
計画

本年度 前年度

１．道路橋りょう総務費 271,138 304,831

主な増減 職員費 265,656 299,331

２．道路維持費 854,782 1,071,227

主な増減 道路維持 474,336 644,634

街路樹及び緑地帯維持管理 ● 89,816 105,313

街路樹の植替え 0 27,855

３．道路新設改良費 524,024 573,229

主な増減 道路の舗装改良 61,706 88,385

安全・安心な道づくり ● 349,418 381,527

無電柱化の推進 ● 43,285 25,915

４．街路照明費 372,120 428,857

主な増減 街路灯維持 197,839 223,668

省電力型街路灯整備 ● 163,174 192,780

目

目
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第７款　土木費

　土木費は、減の要因として、道路維持の工事規模の縮小による減、さわやかトイレ整備の

アフリー推進事業助成のＪＲ浅草橋駅ホーム柵の整備による増、凌雲橋の架け替えに係る概

約８億６千万円の減となっています。各項・目別の増減及び、主な増減事業は次のとおりで

第１項　土木管理費

行政
計画

本年度 前年度

１．土木総務費 1,249,587 1,359,367

主な増減 職員費 327,702 323,137

自転車駐車場運営 ● 198,440 215,961

上野中央通り地下駐車場運営 180,245 202,530

観光バス駐車対策 ● 115,653 143,613

地籍調査 15,994 27,995

蔵前臨時観光バス待機場運営 0 12,303

区有施設省電力型照明整備 0 10,580

第２項　道路橋りょう費

行政
計画

本年度 前年度

１．道路橋りょう総務費 271,138 304,831

主な増減 職員費 265,656 299,331

２．道路維持費 854,782 1,071,227

主な増減 道路維持 474,336 644,634

街路樹及び緑地帯維持管理 ● 89,816 105,313

街路樹の植替え 0 27,855

３．道路新設改良費 524,024 573,229

主な増減 道路の舗装改良 61,706 88,385

安全・安心な道づくり ● 349,418 381,527

無電柱化の推進 ● 43,285 25,915

４．街路照明費 372,120 428,857

主な増減 街路灯維持 197,839 223,668

省電力型街路灯整備 ● 163,174 192,780

目

目
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整備スケジュールの見直しによる皆減などがあります。増の要因としては、鉄道駅総合バリ

略設計の実施による皆増などがあげられます。款全体では、対前年度比１２．６％の減で、

す。

（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

△ 109,780

4,565 職員構成の変化に伴う増

△ 17,521 交通系ＩＣカード対応型精算機導入工事の終了による減

△ 22,285 機械式駐車機器改修の規模等による減

△ 27,960 観光バス誘導警備体制の見直しによる減

△ 12,001 調査実施規模の縮小による減

△ 12,303 蔵前臨時観光バス待機場の休止に伴う皆減

△ 10,580 隅田公園自転車駐車場照明ＬＥＤ化工事の終了による皆減

（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

△ 33,693

△ 33,675 職員数の減

△ 216,445

△ 170,298 工事規模の縮小による減

△ 15,497 並木通りライトアップ工事の終了等による減

△ 27,855 植替え工事スケジュールの見直しによる皆減

△ 49,205

△ 26,679 工事規模の縮小による減

△ 32,109 工事規模の縮小による減

17,370 詳細設計、試掘調査及び施工計画検討の実施による増

△ 56,737

△ 25,829 光熱水費の見込みによる減

△ 29,606 工事規模の縮小による減
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行政
計画

本年度 前年度

５．橋りょう維持費 85,974 122,009

主な増減 橋りょう維持 8,552 41,711

６．受託事業費 106,283 146,285

主な増減 掘削道路復旧 105,000 145,000

７．橋りょう建設費 24,200 0

主な増減 凌雲橋の架け替え ● 24,200 0

第３項　河川費

行政
計画

本年度 前年度

１．河川総務費 2,778 3,333

第４項　公園費

行政
計画

本年度 前年度

１．公園総務費 627,094 723,722

主な増減 職員費 172,350 192,318

公遊園補修工事 78,153 135,693

隅田公園サクラ再生 ● 9,490 22,283

２．桜橋管理費 16,433 63,139

３．公園・児童遊園新設改良費 994 232,354

主な増減 特色ある公園の整備 ● 994 102,985

さわやかトイレ整備 0 129,369

目

目

目
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行政
計画

本年度 前年度

５．橋りょう維持費 85,974 122,009

主な増減 橋りょう維持 8,552 41,711

６．受託事業費 106,283 146,285

主な増減 掘削道路復旧 105,000 145,000

７．橋りょう建設費 24,200 0

主な増減 凌雲橋の架け替え ● 24,200 0

第３項　河川費

行政
計画

本年度 前年度

１．河川総務費 2,778 3,333

第４項　公園費

行政
計画

本年度 前年度

１．公園総務費 627,094 723,722

主な増減 職員費 172,350 192,318

公遊園補修工事 78,153 135,693

隅田公園サクラ再生 ● 9,490 22,283

２．桜橋管理費 16,433 63,139

３．公園・児童遊園新設改良費 994 232,354

主な増減 特色ある公園の整備 ● 994 102,985

さわやかトイレ整備 0 129,369

目

目

目
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（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

△ 36,035

△ 33,159 凌雲橋歩道橋補修工事の終了による減

△ 40,002

△ 40,000 工事規模の縮小による減

24,200

24,200 概略設計の実施による皆増（令和２年度債務負担行為）

（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

△ 555 河川管理点検委託料の見込みによる減

（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

△ 96,628

△ 19,968 職員数の減

△ 57,540 隅田公園園路舗装及び公園灯ＬＥＤ化工事の終了による減

△ 12,793 工事規模の縮小による減

△ 46,706 伸縮装置取替工事の終了による減

△ 231,360

△ 101,991 整備スケジュールの見直しによる減

△ 129,369 整備スケジュールの見直しによる皆減
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第５項　建築費

行政
計画

本年度 前年度

１．建築行政費 240,941 231,907

主な増減 職員費 225,899 215,120

住居表示維持管理 972 3,562

第６項　都市整備費

行政
計画

本年度 前年度

１．都市整備総務費 927,349 883,445

主な増減 職員費 395,894 383,429

都市整備指導調査等 2,959 15,515

鉄道駅総合バリアフリー推進事業助成 ● 131,166 333

東上野四・五丁目地区まちづくり推進 ● 18,047 35,308

浅草地区まちづくり推進 1,990 22,682

北部地区まちづくり推進 ● 1,706 18,748

北部地区簡易宿所転換助成 ● 7,390 29,920

谷中地区まちづくり推進 ● 11,510 22,993

２．都市整備基金積立金 2,952 2,670

第７項　住宅費

行政
計画

本年度 前年度

１．住宅総務費 624,366 640,134

主な増減 職員費 166,192 143,715

特定優良賃貸住宅 54,793 81,642

台東区高齢者住宅 337,808 341,753

高齢者住宅建設費等助成 ● 20,000 10,000

ファミリー世帯家賃支援 13,368 19,218

空き家跡地活用 0 3,500

マンション施策の推進 0 4,829

空き家活用モデル実施 0 1,000

目

目

目
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第５項　建築費

行政
計画

本年度 前年度

１．建築行政費 240,941 231,907

主な増減 職員費 225,899 215,120

住居表示維持管理 972 3,562

第６項　都市整備費

行政
計画

本年度 前年度

１．都市整備総務費 927,349 883,445

主な増減 職員費 395,894 383,429

都市整備指導調査等 2,959 15,515

鉄道駅総合バリアフリー推進事業助成 ● 131,166 333

東上野四・五丁目地区まちづくり推進 ● 18,047 35,308

浅草地区まちづくり推進 1,990 22,682

北部地区まちづくり推進 ● 1,706 18,748

北部地区簡易宿所転換助成 ● 7,390 29,920

谷中地区まちづくり推進 ● 11,510 22,993

２．都市整備基金積立金 2,952 2,670

第７項　住宅費

行政
計画

本年度 前年度

１．住宅総務費 624,366 640,134

主な増減 職員費 166,192 143,715

特定優良賃貸住宅 54,793 81,642

台東区高齢者住宅 337,808 341,753

高齢者住宅建設費等助成 ● 20,000 10,000

ファミリー世帯家賃支援 13,368 19,218

空き家跡地活用 0 3,500

マンション施策の推進 0 4,829

空き家活用モデル実施 0 1,000

目

目

目
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（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

9,034

10,779 職員数の増

△ 2,590 住居表示板脱落調査・貼付作業委託の減

（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

43,904

12,465 職員数の増

△ 12,556 用途地域等の見直しに関する資料作成の進捗による減

130,833 ＪＲ浅草橋駅ホーム柵の整備による増

△ 17,261 土地区画整理事業調査設計の進捗による減

△ 20,692 浅草地区まちづくりビジョン策定に向けた検討スケジュール見直しによる
減

△ 17,042 旧東京北部小包集中局跡地活用に係る基本計画策定業務の終了による減

△ 22,530 建替・設備改修等助成件数の見込みによる減

△ 11,483 景観形成ガイドライン策定等の進捗による減

282 基金運用益金の見込みによる増

（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

△ 15,768

22,477 職員数の増

△ 26,849 借上げ期間満了による減

△ 3,945 生活援助員業務委託への一部移行による生活協力員謝礼の減

10,000 助成の見込みによる増

△ 5,850 助成対象件数の見込みによる減

△ 3,500 事業終了による皆減

△ 4,829 マンション施策の検討終了による皆減

△ 1,000 事業終了による皆減
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第８款　教育費

　教育費は、増の要因として、根岸小学校大規模改修工事の進捗による増、保育委託の保育

耐震工事終了による減、小学校ＩＣＴ教育の推進の学習ネットワーク構築等の終了による減

っています。各項・目別の増減及び、主な増減事業は次のとおりです。

第１項　教育総務費

行政
計画

本年度 前年度

１．教育委員会費 14,455 15,084

主な増減 教育委員会の運営 3,328 3,957

２．事務局費 1,985,804 1,952,435

主な増減 職員費 995,590 930,668

オリンピック・パラリンピック教育の推進 ● 12,000 26,492

校務支援システムの運営 ● 215,055 191,216

子育てのための施設等利用給付 452,897 512,712

スクール・サポート・スタッフの配置 44,511 21,803

副校長補佐の配置 7,647 0

学校園等情報配信システム ● 7,709 0

教職員出退勤管理システム導入 0 16,793

３．教育支援費 601,871 679,583

主な増減 学力向上推進ティーチャー ● 144,940 151,715

魅力ある教育活動の推進 ● 15,702 22,409

国際理解重点教育 ● 8,506 18,376

教育支援館運営 ● 102,255 91,603

特別支援教育支援員の配置 ● 301,834 348,071

学力向上のための調査研究 0 11,218

目
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第８款　教育費

　教育費は、増の要因として、根岸小学校大規模改修工事の進捗による増、保育委託の保育

耐震工事終了による減、小学校ＩＣＴ教育の推進の学習ネットワーク構築等の終了による減

っています。各項・目別の増減及び、主な増減事業は次のとおりです。

第１項　教育総務費

行政
計画

本年度 前年度

１．教育委員会費 14,455 15,084

主な増減 教育委員会の運営 3,328 3,957

２．事務局費 1,985,804 1,952,435

主な増減 職員費 995,590 930,668

オリンピック・パラリンピック教育の推進 ● 12,000 26,492

校務支援システムの運営 ● 215,055 191,216

子育てのための施設等利用給付 452,897 512,712

スクール・サポート・スタッフの配置 44,511 21,803

副校長補佐の配置 7,647 0

学校園等情報配信システム ● 7,709 0

教職員出退勤管理システム導入 0 16,793

３．教育支援費 601,871 679,583

主な増減 学力向上推進ティーチャー ● 144,940 151,715

魅力ある教育活動の推進 ● 15,702 22,409

国際理解重点教育 ● 8,506 18,376

教育支援館運営 ● 102,255 91,603

特別支援教育支援員の配置 ● 301,834 348,071

学力向上のための調査研究 0 11,218

目

84

所新設による増などがあげられます。減の要因としては、柳北スポーツプラザの体育館天井

などがあげられます。款全体では、対前年度比６．４％の増で、約１５億２千万円の増とな

（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

△ 629

△ 629 交際費及び委員会会議録作成委託料の減

33,369

64,922 職員構成の変化に伴う増

△ 14,492 補助上限額の見直し及び保育園児等対象の東京２０２０パラリンピック大
会観戦事業中止による減

23,839 端末増による構築・運用保守経費の増

△ 59,815 給付の見込みによる減

22,708 スクール・サポート・スタッフ増員による増

7,647 事業実施による皆増（令和２年度補正予算計上）

7,709 新規計上

△ 16,793 教職員出退勤管理システム導入終了による皆減

△ 77,712

△ 6,775 会計年度任用職員の社会保険加入実績による減

△ 6,707 魅力ある教育活動の内容見直しによる減

△ 9,870 海外短期留学の中止による減

10,652 スクールソーシャルワーカー増員による増

△ 46,237 会計年度任用職員の社会保険加入実績による減

△ 11,218 台東区総合学力調査中止による皆減
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第２項　小学校費

行政
計画

本年度 前年度

１．学校管理費 3,578,330 3,125,364

主な増減 職員費 8,104 8,475

小学校維持運営 134,764 150,042

小学校施設管理 366,266 385,992

小学校ＩＣＴ教育の推進 ● 473,590 585,836

区有施設省電力型照明整備 ● 83,352 116,424

根岸小学校大規模改修 ● 1,101,225 650,540

東浅草小学校大規模改修 ● 761,241 397,090

小学校図書環境整備 0 16,758

児童用パソコン整備 0 79,281

小学校演劇鑑賞教室 0 3,898

小学校図書館ボランティア 0 2,423

２．教育振興費 160,901 139,658

主な増減 要保護・準要保護就学援助 154,395 133,188

３．学校給食費 430,391 433,409

主な増減 給食室設備整備 15,839 17,627

学校給食食育推進 ● 541 2,647

４．学校保健費 97,604 93,354

主な増減 一般衛生安全管理 46,407 41,856

小児生活習慣病予防健診 ● 5,892 6,046

５.学校施設建設費 364,387 39,897

目
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第２項　小学校費

行政
計画

本年度 前年度

１．学校管理費 3,578,330 3,125,364

主な増減 職員費 8,104 8,475

小学校維持運営 134,764 150,042

小学校施設管理 366,266 385,992

小学校ＩＣＴ教育の推進 ● 473,590 585,836

区有施設省電力型照明整備 ● 83,352 116,424

根岸小学校大規模改修 ● 1,101,225 650,540

東浅草小学校大規模改修 ● 761,241 397,090

小学校図書環境整備 0 16,758

児童用パソコン整備 0 79,281

小学校演劇鑑賞教室 0 3,898

小学校図書館ボランティア 0 2,423

２．教育振興費 160,901 139,658

主な増減 要保護・準要保護就学援助 154,395 133,188

３．学校給食費 430,391 433,409

主な増減 給食室設備整備 15,839 17,627

学校給食食育推進 ● 541 2,647

４．学校保健費 97,604 93,354

主な増減 一般衛生安全管理 46,407 41,856

小児生活習慣病予防健診 ● 5,892 6,046

５.学校施設建設費 364,387 39,897

目
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（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

452,966

△ 371 職員構成の変化に伴う減

△ 15,278 学校運営経費の見直しによる減

△ 19,726 光熱水費及び各種委託料の見込みによる減

△ 112,246 １人１台タブレットパソコン整備及び学習ネットワーク構築の終了による
減

△ 33,072 谷中小学校等照明ＬＥＤ化工事の規模による減

450,685 大規模改修工事の進捗による増

364,151 大規模改修工事の進捗による増

△ 16,758 事業実施方法の見直しによる皆減

△ 79,281 児童用パソコンの整備終了による皆減

△ 3,898 鑑賞教室中止による皆減

△ 2,423 事業実施方法の見直しによる皆減

21,243

21,207 支給単価の改定による増

△ 3,018

△ 1,788 備品購入・修理の見込みによる減

△ 2,106 箸づくり教室及び地域ふれあい給食会の中止による減

4,250

4,551 感染症対策用品購入による増

△ 154 受診者数の見込みによる減

324,490 台東育英小学校教室等整備工事の実施による増
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第３項　中学校費

行政
計画

本年度 前年度

１．学校管理費 733,903 753,510

主な増減 職員費 66,131 67,516

中学校施設保全 8,998 76,706

浅草中学校知的障害特別支援学級の設置 52,417 0

中学校ＩＣＴ教育の推進 ● 249,137 205,647

中学校図書環境整備 0 11,424

生徒用パソコン整備 0 24,344

オリエンテーション 0 5,116

２．教育振興費 104,310 105,916

主な増減 要保護・準要保護就学援助 101,276 104,349

特別支援教育就学奨励 3,034 1,567

３．学校給食費 157,226 161,310

主な増減 給食室設備整備 1,455 2,343

給食調理委託 143,814 146,105

４．学校保健費 39,308 37,846

主な増減 一般衛生安全管理 19,172 17,701

第４項　校外施設費

行政
計画

本年度 前年度

１．少年自然の家管理費 82,485 78,154

目

目
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第３項　中学校費

行政
計画

本年度 前年度

１．学校管理費 733,903 753,510

主な増減 職員費 66,131 67,516

中学校施設保全 8,998 76,706

浅草中学校知的障害特別支援学級の設置 52,417 0

中学校ＩＣＴ教育の推進 ● 249,137 205,647

中学校図書環境整備 0 11,424

生徒用パソコン整備 0 24,344

オリエンテーション 0 5,116

２．教育振興費 104,310 105,916

主な増減 要保護・準要保護就学援助 101,276 104,349

特別支援教育就学奨励 3,034 1,567

３．学校給食費 157,226 161,310

主な増減 給食室設備整備 1,455 2,343

給食調理委託 143,814 146,105

４．学校保健費 39,308 37,846

主な増減 一般衛生安全管理 19,172 17,701

第４項　校外施設費

行政
計画

本年度 前年度

１．少年自然の家管理費 82,485 78,154

目

目

88

（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

△ 19,607

△ 1,385 職員構成の変化に伴う減

△ 67,708 浅草中学校トイレ洋式化工事及び柏葉中学校空調工事の終了による減

52,417 新規計上

43,490 １人１台タブレットパソコン整備に伴う運用経費の増

△ 11,424 事業実施方法の見直しによる皆減

△ 24,344 生徒用パソコンの整備終了による皆減

△ 5,116 事業中止による皆減

△ 1,606

△ 3,073 被認定者数の見込みによる減

1,467 被認定者数の見込みによる増

△ 4,084

△ 888 設備整備の見込みによる減

△ 2,291 委託料の見込みによる減

1,462

1,471 感染症対策用品購入による増

（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

4,331 指定管理料の見込みによる増
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第５項　幼稚園費

行政
計画

本年度 前年度

１．幼稚園総務費 663,837 619,721

主な増減 職員費 438,386 404,243

私立幼稚園小規模園補助及び健康管理等補
助

21,159 9,359

私立幼稚園教諭人材確保 2,460 5,904

幼稚園教材費等援助 20,556 22,608

２．幼稚園管理費 156,116 187,834

主な増減 幼稚園維持運営 20,819 23,472

幼稚園施設保全 17,398 26,066

根岸幼稚園大規模改修 ● 43,593 54,845

幼稚園給食 6,075 9,251

区有施設省電力型照明整備 0 4,226

３.幼稚園施設建設費 42,753 15,899

第６項　児童保育費

行政
計画

本年度 前年度

１．児童保育総務費 9,279,790 8,466,255

主な増減 職員費 1,347,018 1,331,237

保育委託 4,550,471 4,170,864

地域型保育給付 791,129 754,276

保育所等保育サービス推進 76,625 83,268

保育所等における児童の安全対策 39,300 10,500

私立保育所整備事業補助 262,344 0

認可保育所の誘致 ● 559,078 475,451

小規模保育施設の誘致 0 33,200

目

目
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第５項　幼稚園費

行政
計画

本年度 前年度

１．幼稚園総務費 663,837 619,721

主な増減 職員費 438,386 404,243

私立幼稚園小規模園補助及び健康管理等補
助

21,159 9,359

私立幼稚園教諭人材確保 2,460 5,904

幼稚園教材費等援助 20,556 22,608

２．幼稚園管理費 156,116 187,834

主な増減 幼稚園維持運営 20,819 23,472

幼稚園施設保全 17,398 26,066

根岸幼稚園大規模改修 ● 43,593 54,845

幼稚園給食 6,075 9,251

区有施設省電力型照明整備 0 4,226

３.幼稚園施設建設費 42,753 15,899

第６項　児童保育費

行政
計画

本年度 前年度

１．児童保育総務費 9,279,790 8,466,255

主な増減 職員費 1,347,018 1,331,237

保育委託 4,550,471 4,170,864

地域型保育給付 791,129 754,276

保育所等保育サービス推進 76,625 83,268

保育所等における児童の安全対策 39,300 10,500

私立保育所整備事業補助 262,344 0

認可保育所の誘致 ● 559,078 475,451

小規模保育施設の誘致 0 33,200

目

目
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（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

44,116

34,143 職員構成の変化による増

11,800 健康管理補助金額改定及び新型コロナウイルス感染症対策支援の実施によ
る増

△ 3,444 幼稚園教諭宿舎借上げ支援の見込みによる減

△ 2,052 補助対象者の見込みによる減

△ 31,718

△ 2,653 幼稚園運営経費の見直しによる減

△ 8,668 大正幼稚園空調設備更新工事の終了による減

△ 11,252 大規模改修工事の進捗による減

△ 3,176 実績見込みによる減

△ 4,226 千束幼稚園照明ＬＥＤ化工事の終了による皆減

26,854 育英幼稚園園舎整備工事の実施による増

（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

813,535

15,781 職員数の増

379,607 保育所新設による増

36,853 小規模保育施設の新設による増

△ 6,643 補助の見込みによる減

28,800 新型コロナウイルス感染症対策支援の実施による増

262,344 私立保育所改築に対する補助の実施による皆増

83,627 補助対象事業費の見込みによる増

△ 33,200 誘致見込みによる皆減
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行政
計画

本年度 前年度

２．保育所管理費 1,691,529 1,676,198

主な増減 保育所施設管理 242,654 239,545

保育所運営 ● 433,245 449,627

保育所給食管理 249,312 247,187

御徒町保育室管理運営 162,950 159,567

北上野保育室管理運営 188,156 150,012

区有施設省電力型照明整備 0 15,431

３．児童育成費 1,316,510 1,296,439

主な増減 児童館・こどもクラブ等施設管理 32,845 39,910

東浅草こどもクラブ大規模改修 ● 9,932 6,113

竜泉こどもクラブ仮施設設置 16,028 0

児童館管理運営 367,807 359,513

第７項　こども園費

行政
計画

本年度 前年度

１．こども園総務費 562,315 546,843

主な増減 職員費 161,315 155,858

こども園施設型給付 309,287 303,073

こども園における児童の安全対策 2,000 0

２．こども園管理費 779,751 754,448

主な増減 こども園施設管理 59,860 38,363

こども園保育士・栄養士等の採用 34,302 44,378

ことぶきこども園管理運営 369,616 363,842

たいとうこども園管理運営 280,816 274,370

目

目
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行政
計画

本年度 前年度

２．保育所管理費 1,691,529 1,676,198

主な増減 保育所施設管理 242,654 239,545

保育所運営 ● 433,245 449,627

保育所給食管理 249,312 247,187

御徒町保育室管理運営 162,950 159,567

北上野保育室管理運営 188,156 150,012

区有施設省電力型照明整備 0 15,431

３．児童育成費 1,316,510 1,296,439

主な増減 児童館・こどもクラブ等施設管理 32,845 39,910

東浅草こどもクラブ大規模改修 ● 9,932 6,113

竜泉こどもクラブ仮施設設置 16,028 0

児童館管理運営 367,807 359,513

第７項　こども園費

行政
計画

本年度 前年度

１．こども園総務費 562,315 546,843

主な増減 職員費 161,315 155,858

こども園施設型給付 309,287 303,073

こども園における児童の安全対策 2,000 0

２．こども園管理費 779,751 754,448

主な増減 こども園施設管理 59,860 38,363

こども園保育士・栄養士等の採用 34,302 44,378

ことぶきこども園管理運営 369,616 363,842

たいとうこども園管理運営 280,816 274,370

目

目
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（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

15,331

3,109 北上野保育室借上げ月数の増

△ 16,382 保育士の人材派遣活用の見込みによる減

2,125 給食調理委託料の見込みによる増

3,383 管理運営委託料の見込みによる増

38,144 入所定員の増

△ 15,431 浅草橋保育園・東上野保育園照明ＬＥＤ化工事の終了による皆減

20,071

△ 7,065 浅草こどもクラブ空調改修等工事の終了による減

3,819 大規模改修工事の進捗による増

16,028 仮施設の設置による皆増（令和２年度債務負担行為）

8,294 人件費の見込みによる指定管理料の増

（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

15,472

5,457 職員数の増

6,214 公定価格の改定による増

2,000 新型コロナウイルス感染症対策支援の実施による皆増（令和２年度補正予
算計上）

25,303

21,497 石浜橋場こども園空調設備更新等工事による増

△ 10,076 保育士の採用見込人数の減

5,774 指定管理料の見込みによる増

6,446 指定管理料の見込みによる増
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第８項　社会教育費

行政
計画

本年度 前年度

１．社会教育総務費 792,370 826,786

主な増減 職員費 541,449 532,170

知る・作る・学ぶ講座 23,372 4,886

文化財保護 ● 28,302 30,173

浅草寺伝法院文化財復元補助 60,375 97,795

横山大観旧宅及び庭園文化財復元補助 13,384 9,221

生涯学習の支援・振興 0 24,027

２．図書館費 557,292 511,363

主な増減 図書館管理運営 ● 346,087 364,390

図書館情報システム 126,247 43,136

資料収集 58,003 64,448

池波正太郎記念文庫管理運営 ● 8,668 13,100

３．社会教育センター・社会教育館費 208,168 196,169

主な増減 社会教育センター・社会教育館 208,168 192,965

区有施設省電力型照明整備 0 3,204

４．生涯学習センター費 267,678 246,157

主な増減 生涯学習センター管理運営 205,755 234,811

生涯学習センター空調設備等更新 50,842 0

第９項　社会体育費

行政
計画

本年度 前年度

１．社会体育総務費 49,496 52,467

主な増減 スポーツ推進委員 3,732 4,914

スポーツひろば ● 2,824 3,513

ジュニア駅伝大会 2,860 3,495

幼児運動教室 ● 6,995 5,800

アスリートから学ぶＬｅｔ’ｓ　Ｅｎｊｏ
ｙスポーツ

● 10,814 11,413

目

目
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第８項　社会教育費

行政
計画

本年度 前年度

１．社会教育総務費 792,370 826,786

主な増減 職員費 541,449 532,170

知る・作る・学ぶ講座 23,372 4,886

文化財保護 ● 28,302 30,173

浅草寺伝法院文化財復元補助 60,375 97,795

横山大観旧宅及び庭園文化財復元補助 13,384 9,221

生涯学習の支援・振興 0 24,027

２．図書館費 557,292 511,363

主な増減 図書館管理運営 ● 346,087 364,390

図書館情報システム 126,247 43,136

資料収集 58,003 64,448

池波正太郎記念文庫管理運営 ● 8,668 13,100

３．社会教育センター・社会教育館費 208,168 196,169

主な増減 社会教育センター・社会教育館 208,168 192,965

区有施設省電力型照明整備 0 3,204

４．生涯学習センター費 267,678 246,157

主な増減 生涯学習センター管理運営 205,755 234,811

生涯学習センター空調設備等更新 50,842 0

第９項　社会体育費

行政
計画

本年度 前年度

１．社会体育総務費 49,496 52,467

主な増減 スポーツ推進委員 3,732 4,914

スポーツひろば ● 2,824 3,513

ジュニア駅伝大会 2,860 3,495

幼児運動教室 ● 6,995 5,800

アスリートから学ぶＬｅｔ’ｓ　Ｅｎｊｏ
ｙスポーツ

● 10,814 11,413

目

目
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（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

△ 34,416

9,279 職員構成の変化に伴う増

18,486 「生涯学習の支援・振興」からの組替えによる増

△ 1,871 史跡説明板設置数等の見直しによる減

△ 37,420 補助対象事業費の見込みによる減

4,163 補助対象事業費の見込みによる増

△ 24,027 「知る・作る・学ぶ講座」等への組替えによる皆減

45,929

△ 18,303 浅草橋分室の空調設備更新工事終了による減

83,111 図書館情報システムの更改による増

△ 6,445 図書資料購入数の減

△ 4,432 記念文庫照明ＬＥＤ化工事の延期による減

11,999

15,203 社会教育センター外壁補修工事及び冷温水発生機更新工事の実施等による
増

△ 3,204 千束社会教育館照明ＬＥＤ化工事の終了による皆減

21,521

△ 29,056 開館時間の短縮及び運営方法の見直しによる減

50,842 空調設備等更新工事の設計委託による皆増（令和２年度債務負担行為）

（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

△ 2,971

△ 1,182 宿泊研修会中止による減

△ 689 指導員に対する謝礼の見込みによる減

△ 635 大会運営経費の見直しによる減

1,195 柳北スポーツプラザ体育館天井耐震工事終了に伴う教室開催回数の増

△ 599 運営委託料の減
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行政
計画

本年度 前年度

２．体育施設費 508,139 692,088

主な増減 リバーサイドスポーツセンター維持修繕 ● 24,761 80,420

清島温水プール 139,368 111,161

柳北スポーツプラザ ● 41,811 169,127

リバーサイドスポーツセンター屋外施設整
備

0 29,423

第９款　諸支出金

　諸支出金は、増の要因として、介護保険会計繰出金の介護給付費等の見込みによる増、国

公債費の区債元利償還金の償還進捗による減、後期高齢者医療会計繰出金の収支見込みによ

なっています。各項・目別の増減理由は次のとおりです。

本年度 前年度

第１項　普通財産取得費 1 1

第２項　公債費 618,435 727,182

第３項　小切手支払未済償還金 1 1

第４項　特別会計繰出金 7,603,170 7,350,350

１．国民健康保険事業会計繰出金 2,158,814 2,113,702

２．後期高齢者医療会計繰出金 1,993,871 1,997,474

３．介護保険会計繰出金 3,033,646 2,876,480

４．老人保健施設会計繰出金 162,606 129,096

５．病院施設会計繰出金 254,233 233,598

第５項　財政調整基金積立金 5,577 7,981

第６項　減債基金積立金 5,931 6,484

目

項　　目
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行政
計画

本年度 前年度

２．体育施設費 508,139 692,088

主な増減 リバーサイドスポーツセンター維持修繕 ● 24,761 80,420

清島温水プール 139,368 111,161

柳北スポーツプラザ ● 41,811 169,127

リバーサイドスポーツセンター屋外施設整
備

0 29,423

第９款　諸支出金

　諸支出金は、増の要因として、介護保険会計繰出金の介護給付費等の見込みによる増、国

公債費の区債元利償還金の償還進捗による減、後期高齢者医療会計繰出金の収支見込みによ

なっています。各項・目別の増減理由は次のとおりです。

本年度 前年度

第１項　普通財産取得費 1 1

第２項　公債費 618,435 727,182

第３項　小切手支払未済償還金 1 1

第４項　特別会計繰出金 7,603,170 7,350,350

１．国民健康保険事業会計繰出金 2,158,814 2,113,702

２．後期高齢者医療会計繰出金 1,993,871 1,997,474

３．介護保険会計繰出金 3,033,646 2,876,480

４．老人保健施設会計繰出金 162,606 129,096

５．病院施設会計繰出金 254,233 233,598

第５項　財政調整基金積立金 5,577 7,981

第６項　減債基金積立金 5,931 6,484

目

項　　目
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（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

△ 183,949

△ 55,659 体育館第２競技場天井改修工事設計及び小プールサイド床改修工事等の終
了による減

28,207 外壁補修工事の進捗及び冷温水発生機・空調ポンプ更新工事の実施による
増

△ 127,316 体育館天井耐震工事終了による減

△ 29,423 事業の延期による皆減

民健康保険事業会計繰出金の収支見込みによる増などがあげられます。減の要因としては、

る減などがあげられます。款全体では、対前年度比１．７％の増で、約１億４千万円の増と

（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

0 科目存置

△ 108,747 区債元利償還金の償還進捗による減

0 科目存置

252,820

45,112 国民健康保険事業会計の収支見込みによる繰出金の増

△ 3,603 後期高齢者医療会計の収支見込みによる繰出金の減

157,166 介護給付費等の見込みによる繰出金の増

33,510 入退室管理システム更新工事等による繰出金の増

20,635 入退室管理システム更新工事等による繰出金の増

△ 2,404 基金運用益金の見込みによる減

△ 553 基金運用益金の見込みによる減
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第１０款　予備費

　予備費は、地方自治法第２１７条に基づき、予算外の支出又は予算超過の支出に充てるた

本年度 前年度

第１項　予備費 150,000 150,000

項　　目
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第１０款　予備費

　予備費は、地方自治法第２１７条に基づき、予算外の支出又は予算超過の支出に充てるた

本年度 前年度

第１項　予備費 150,000 150,000

項　　目

98

め、前年同で計上しています。

（単位：千円）

増減額 増　減　理　由

0 前年同
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（●は新規事業）

1 ＲＰＡの導入推進

2 キャッシュレス決済の導入

● 3 デジタル行政窓口の整備

● 4 ＡＩチャットボットの導入

● 5 テレワークの導入

6 東京オリンピック・パラリンピック大会推進

7 聖火リレー

8 災害対策本部機能の充実

9 世界文化遺産継承

10 子供育成活動支援

11 在宅要介護者等受入体制整備

12 講演会シリーズ「江戸から学ぶ」／江戸をたずねる

13 障害者アーツ

14 浅草文化観光センター運営

15 墨田区との連携推進

16 新しい日常取組店舗応援

17 経営相談

18 商店街共同売出し事業支援

19 利子及び信用保証料補助

20 特別養護老人ホーム等新規入所者ＰＣＲ検査

21 特別養護老人ホーム「浅草」大規模改修

22 （仮称）竜泉二丁目福祉施設整備

23 介護・障害福祉サービス等事業者支援

24 生活困窮者自立支援

25 感染症対策用資材備蓄

26 患者発生時防疫措置

27 産後ケア

28 花の心プロジェクト

● 29 学校園等情報配信システム

30 小・中学校ＩＣＴ教育の推進

31 私立幼稚園・こども園・保育所等感染症対策補助

32 教育支援館運営

33 アスリートから学ぶLet's Enjoyスポーツ

主　要　事　業　の　概　要
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1 ＲＰＡの導入推進 

（情報政策課）（予算書 P.157） 

 

予算額 ４，１２９万円 

 

背景 

多様化する区民ニーズに迅速かつ的確に対応するためには、行政運営にデジ

タル技術を活用し、業務の効率化を図ることが求められている。 

 

目的 

ＲＰＡやＡＩ－ＯＣＲを活用して業務を自動化し、定型的業務の時間を削減

することで、より創造性が求められる業務やコミュニケーションを重視した  

業務の充実等を図り、区民サービス及び業務効率の向上につなげる。 

 

※ＲＰＡ 

人間が行う定型的なパソコン操作を自動化するソフトウェアのロボット 

※ＡＩ－ＯＣＲ 

ＡＩ技術により紙帳票を高い精度で文字データ化するソフトウェア 

 

事業概要  

●ＲＰＡの開発・運用 

ＢＰＲ（業務フローの見直しや見える化）を行った上で、新たに５業務の  

開発・運用を実施する。並行して令和２年度までに開発した６業務を運用する。  

●ＡＩ－ＯＣＲの導入検証 

申請書等の紙帳票の文字データ化について検証するとともに、ＲＰＡとの 

連携によるさらなる業務の自動化について検証する。 

●ＲＰＡ等の内製化に向けた取組み 

ＲＰＡ等の内製化に向けて庁内推進体制を強化する。 

 

スケジュール  

令和３年度  ５業務のＲＰＡ開発・運用、ＡＩ－ＯＣＲ導入検証 

       庁内推進体制の強化 

令和４年度～ 庁内推進体制による運用、ＲＰＡ等導入推進 
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1 ＲＰＡの導入推進 

（情報政策課）（予算書 P.157） 

 

予算額 ４，１２９万円 

 

背景 

多様化する区民ニーズに迅速かつ的確に対応するためには、行政運営にデジ

タル技術を活用し、業務の効率化を図ることが求められている。 

 

目的 

ＲＰＡやＡＩ－ＯＣＲを活用して業務を自動化し、定型的業務の時間を削減

することで、より創造性が求められる業務やコミュニケーションを重視した  

業務の充実等を図り、区民サービス及び業務効率の向上につなげる。 

 

※ＲＰＡ 

人間が行う定型的なパソコン操作を自動化するソフトウェアのロボット 

※ＡＩ－ＯＣＲ 

ＡＩ技術により紙帳票を高い精度で文字データ化するソフトウェア 

 

事業概要  

●ＲＰＡの開発・運用 

ＢＰＲ（業務フローの見直しや見える化）を行った上で、新たに５業務の  

開発・運用を実施する。並行して令和２年度までに開発した６業務を運用する。  

●ＡＩ－ＯＣＲの導入検証 

申請書等の紙帳票の文字データ化について検証するとともに、ＲＰＡとの 

連携によるさらなる業務の自動化について検証する。 

●ＲＰＡ等の内製化に向けた取組み 

ＲＰＡ等の内製化に向けて庁内推進体制を強化する。 

 

スケジュール  

令和３年度  ５業務のＲＰＡ開発・運用、ＡＩ－ＯＣＲ導入検証 

       庁内推進体制の強化 

令和４年度～ 庁内推進体制による運用、ＲＰＡ等導入推進 
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2 キャッシュレス決済の導入 

（情報政策課）（予算書 P.157） 

 

予算額 ２，３６７万円 

 

背景 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大を受け、区役所業務の変革を一層推進

するため、キャッシュレス決済の導入を加速させる必要がある。 

 

目的 

 窓口での現金払いについて、現金以外の決済手段を導入することで、利便性

向上及び事務の効率化を図るとともに、新型コロナウイルス感染症対策として、

来庁機会の削減や接触機会の低減を実現する。 

 

事業概要  

●窓口へのキャッシュレス決済端末の導入 

各種証明書発行に伴う手数料や会議室の施設使用料などの支払いについて、

クレジットカードや電子マネー等の決済に対応する。 

■対象施設 区民事務所、文化施設、その他公共施設の窓口 ２８か所 

●公共施設予約システムへのクレジットカード決済の導入 

会議室等の施設使用料の支払いについて、オンラインでのクレジットカード

決済に対応する。 

■対象施設 公共施設予約システムで管理する２８施設 

 

スケジュール  

令和３年 ３月  本庁舎（税、戸籍証明手数料等）、保健所（各種手数料）、

中央図書館（グッズ販売）の窓口にキャッシュレス決済

サービスを導入 

６月  区民事務所（証明手数料）、文化施設（入館料）等の窓口

にキャッシュレス決済サービスを順次導入 

   １２月  施設使用料について、公共施設予約システム上でのクレ

ジットカード決済や、施設窓口でのキャッシュレス決済

サービスを導入（※） 

※さらなる利便性の向上や事務の効率化を図るた

め、導入時期を当初予定の５月から変更 
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●3 デジタル行政窓口の整備 

（情報政策課）（予算書 P.158） 

 

予算額 ２,６４４万円 

 

背景 

情報通信技術の目覚ましい発展、新型コロナウイルス感染症の感染拡大を 

背景に社会全体において、デジタル技術を活用して暮らし方や働き方を変革  

するデジタル・トランスフォーメーションが急速に進んでいる。 

 

目的 

区民が窓口において、待たずに、書かずに申請できるスマート窓口の整備を

進め、窓口での混雑緩和や来庁時の負担軽減を図るとともに、オンラインに   

よる申請手続を拡大して、来庁機会の削減につなげる。 

 

事業概要  

●スマート窓口の整備 

来庁前に、利用者がスマートフォン等で申請情報を入力・コード化したもの

を、窓口で読み取り受付けることで、来庁時の待ち時間削減を図る。また、    

窓口にタブレット等を設置して、端末を活用した情報入力により申請書の記入

負担を軽減する。 

（区役所１階の住民票の写し・戸籍証明等発行窓口にて実施予定） 

●電子申請対象手続の拡大 

手数料等が発生する行政手続についてオンライン上で決済可能な仕組みを 

導入するなど、電子申請の対象手続を拡大して来庁機会の削減につなげる。 

 

スケジュール  

令和３年度 スマート窓口構想策定 

令和４年度 窓口等の環境構築、運用開始 

※電子申請対象手続の拡大は継続的に実施 
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●3 デジタル行政窓口の整備 

（情報政策課）（予算書 P.158） 

 

予算額 ２,６４４万円 

 

背景 

情報通信技術の目覚ましい発展、新型コロナウイルス感染症の感染拡大を 

背景に社会全体において、デジタル技術を活用して暮らし方や働き方を変革  

するデジタル・トランスフォーメーションが急速に進んでいる。 

 

目的 

区民が窓口において、待たずに、書かずに申請できるスマート窓口の整備を

進め、窓口での混雑緩和や来庁時の負担軽減を図るとともに、オンラインに   

よる申請手続を拡大して、来庁機会の削減につなげる。 

 

事業概要  

●スマート窓口の整備 

来庁前に、利用者がスマートフォン等で申請情報を入力・コード化したもの

を、窓口で読み取り受付けることで、来庁時の待ち時間削減を図る。また、    

窓口にタブレット等を設置して、端末を活用した情報入力により申請書の記入

負担を軽減する。 

（区役所１階の住民票の写し・戸籍証明等発行窓口にて実施予定） 

●電子申請対象手続の拡大 

手数料等が発生する行政手続についてオンライン上で決済可能な仕組みを 

導入するなど、電子申請の対象手続を拡大して来庁機会の削減につなげる。 

 

スケジュール  

令和３年度 スマート窓口構想策定 

令和４年度 窓口等の環境構築、運用開始 

※電子申請対象手続の拡大は継続的に実施 
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●4 ＡＩチャットボットの導入 

（情報政策課）（予算書 P.158） 

 

予算額 １，１１１万円 

 

背景 

多様化する区民ニーズに迅速かつ的確に対応するためには、行政運営にデジ

タル技術を活用し、業務の効率化を図ることが求められている。 

 

目的 

ＡＩを活用して、区民からの問い合わせに２４時間・３６５日対応可能と  

することで、区民サービスの向上及び問い合わせ対応の効率化を図る。 

 

事業概要  

区では、令和２年６月から区公式ホームページ上において、新型コロナウイ

ルス感染症対策に特化した「新型コロナウイルス相談チャット」を運用してい

る。 

令和３年度は、より機能や利便性の優れた新たなＡＩチャットボットを  

導入し、区政の様々な分野に関する問い合わせに対し２４時間・３６５日対応

可能な体制の構築を目指す。 

 

※ＡＩチャットボット 

ＡＩ技術を活用して質問に対してより適切な回答を提示するチャットボット

（文字による会話形式の応答プログラム） 

 

スケジュール  

 令和３年４月～ 新ＡＩチャットボットの構築 

令和３年１０月 新ＡＩチャットボットの運用開始 
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●5 テレワークの導入 

（人事課）（予算書 P.143） 

 

予算額 １，６７９万円 

 

背景 

国や東京都から、人と人との接触機会を減らすことにより、新型コロナウイ

ルス感染症への感染リスクの低減や感染拡大を防止するため、テレワークの  

実施が要請されている。 

  

目的 

感染症のまん延防止のための出勤抑制による在宅勤務など、非常時における

行政機能の維持及び業務継続性を確保するとともに、平時における柔軟で多様

な働き方の推進を図る。 

 

事業概要  

貸出用パソコンを使用し、自宅から庁舎内のパソコンを遠隔操作（リモート

コントロール）できる環境を整備する。 

 

スケジュール  

令和３年４月 検証・試行開始 

令和３年７月 運用開始 
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●5 テレワークの導入 

（人事課）（予算書 P.143） 

 

予算額 １，６７９万円 

 

背景 

国や東京都から、人と人との接触機会を減らすことにより、新型コロナウイ

ルス感染症への感染リスクの低減や感染拡大を防止するため、テレワークの  

実施が要請されている。 

  

目的 

感染症のまん延防止のための出勤抑制による在宅勤務など、非常時における

行政機能の維持及び業務継続性を確保するとともに、平時における柔軟で多様

な働き方の推進を図る。 

 

事業概要  

貸出用パソコンを使用し、自宅から庁舎内のパソコンを遠隔操作（リモート

コントロール）できる環境を整備する。 

 

スケジュール  

令和３年４月 検証・試行開始 

令和３年７月 運用開始 
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6 東京オリンピック・パラリンピック大会推進 

（東京オリンピック・パラリンピック担当）（予算書 P.144） 

  

予算額 ３,１３６万円 

 

背景 

延期となった東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会が、開催

年を迎え、台東区においても開催都市の一員として大会準備を進めている。 

 

目的 

大会開催に向けて、区民や来街者に対し、機運醸成を図る。また、大会後の

レガシーとしての取組みを実施していく。 

 

事業概要・スケジュール  

●循環バスめぐりんへのラッピングの実施 

区内を走行する循環バスめぐりん（全２２台）の車体にラッピングを行い、

めぐりんの利用者や来街者に対し、機運醸成を図る。 

■実施時期 令和３年６月上旬～９月上旬 

 

●オリジナルマスクの作成・配布 

オリジナルマスクを作成し、区立小中学校の児童・生徒及び区大会関連ボラ

ンティア等に配布することで、大会の機運醸成の一助とするとともに、レガシ

ーの創出につなげる。 

■配布時期 令和３年７月上旬～９月上旬 

 

●レガシー銘板の設置 

 大会の記憶となるレガシーとしての銘板を区内２か所に設置する。 

  ■設置場所（予定） 

   ・台東リバーサイドスポーツセンター陸上競技場 

    ※オリンピック聖火リレーの区内走行ルートの出発地点となるとともに、 

出発式（令和３年７月２０日（火））を実施する場所 

   ・浅草雷門前 

※パラリンピックマラソンコースの１５㎞地点となる場所 
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7 聖火リレー 

（東京オリンピック・パラリンピック担当）（予算書 P.144） 

  

予算額 ４，６５０万円 

 

背景 

台東区では、東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会において、

聖火リレーの実施が予定されている。 

 

目的 

聖火リレーの実施にあたり、開催が間近に迫った大会を区民及び来街者に身近

に感じてもらうとともに、祝祭ム－ドを盛り上げる。 

 

事業概要・スケジュール  

東京都聖火リレー実行委員会が実施する区内聖火リレーの沿道警備など運営

のサポートを行う。 

 

【オリンピック聖火リレー】 

●出発式 

■内 容 式を盛り上げるウェルカムプログラムの開催 

■日 程 令和３年７月２０日（火） 

■会 場 台東リバーサイドスポーツセンター陸上競技場 

 

●聖火リレー 

■日 程 令和３年７月２０日（火） 

■コース 台東リバーサイドスポーツセンター陸上競技場～国立西洋美術館・  

       東京文化会館前（予定） 

 

【パラリンピック聖火リレー】 

●聖火リレー 

■日 程 令和３年８月２１日（土）（予定） 

■コース 未定 
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7 聖火リレー 

（東京オリンピック・パラリンピック担当）（予算書 P.144） 

  

予算額 ４，６５０万円 

 

背景 

台東区では、東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会において、

聖火リレーの実施が予定されている。 

 

目的 

聖火リレーの実施にあたり、開催が間近に迫った大会を区民及び来街者に身近

に感じてもらうとともに、祝祭ム－ドを盛り上げる。 

 

事業概要・スケジュール  

東京都聖火リレー実行委員会が実施する区内聖火リレーの沿道警備など運営

のサポートを行う。 

 

【オリンピック聖火リレー】 

●出発式 

■内 容 式を盛り上げるウェルカムプログラムの開催 

■日 程 令和３年７月２０日（火） 

■会 場 台東リバーサイドスポーツセンター陸上競技場 

 

●聖火リレー 

■日 程 令和３年７月２０日（火） 

■コース 台東リバーサイドスポーツセンター陸上競技場～国立西洋美術館・  

       東京文化会館前（予定） 

 

【パラリンピック聖火リレー】 

●聖火リレー 

■日 程 令和３年８月２１日（土）（予定） 

■コース 未定 
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8 災害対策本部機能の充実 

（危機・災害対策課）（予算書 P.163） 

 

予算額 ４，４７９万円 

 

背景 

令和元年の台風１９号において明らかとなった課題や教訓等を踏まえ、令和

２年１０月に風水害情報の伝達などの事項を示した「台東区風水害対応方針」

を策定した。 

現在の台東区防災アプリ「台東防災」は、震災時における避難行動支援を  

目的に運用しており、今後は風水害に関する情報も発信していく必要がある。 

また、事前の防災対策や震災時に適切な避難行動をとるには、居住地の町会

を知っておくことが重要である。 

 

目的 

防災アプリを改修し、風水害時における区民への迅速かつ正確な情報発信を

図る。 

また、設定した居住地の町会を容易に確認できることで、地域における「共

助」の力を高め、より円滑な避難行動をとれるようにする。 

 

事業概要  

●台東区防災アプリ「台東防災」の改修 

■風水害時における情報発信機能の追加 

機能 内容 

避難施設 

開設状況 

水害時に開設する緊急避難場所等の避難施設の開設 

状況をマップ上に表示 

水害ハザード 

マップ機能 

荒川、神田川、内水氾濫及び高潮の水害ハザードマッ

プ上で現在地の浸水深を表示 

避難指示の発令

区域マップ表示 

避難指示などが発令された区域（町丁目）をマップ上

で表示 

避難行動 

フロー 

自らのとるべき避難行動や適切な避難先など、風水害

時の避難行動フローを対話形式により表示 

緊急避難場所 

常時表示 
現在地から直近の緊急避難場所を常時表示 

荒川氾濫 

モード 

荒川氾濫が想定される場合は、「浸水区域外への避難」

アラートを強制表示。 

■居住地の町会名表示機能の追加 
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9 世界文化遺産継承 

（都市交流課）（予算書 P.145） 

 

予算額 ４７８万円 

 

背景 

平成２８年７月１７日、国立西洋美術館を構成資産に含む「ル・コルビュジ

エの建築作品－近代建築運動への顕著な貢献－」が世界文化遺産に登録された。 

令和３年度は、登録されて５年目の節目となることから、周年記念事業を  

実施する。 

 

目的 

区民一人ひとりが世界文化遺産の価値を理解することにより、その歴史的 

遺産の次世代への着実な継承と、地域文化に対する愛着心の醸成を図る。また、

世界文化遺産を活用し、国際文化観光都市としての本区の魅力を高めていく。 

 

事業概要・スケジュール  

●記念式典 

世界文化遺産登録５周年を記念する式典を開催する。 

■実施時期 令和３年７月１７日（土） 

■会  場 東京都美術館講堂 

●記念講演会 

国立西洋美術館の歴史やル・コルビュジエに関する講演会を開催する。 

■実施時期 令和３年１０月頃 

●まちなみ絵画コンクール特別賞 

区立小学校３年生を対象として、例年実施している絵画コンクールに、世界

文化遺産登録５周年を記念した特別賞を設置し表彰する。 

■実施時期 令和３年１１月頃 

●ＳＮＳを活用した周知・啓発 

一般の方々によるＳＮＳを通じた国立西洋美術館の情報発信を促進するキャ

ンペーンを実施する。 

■実施時期 令和３年７月～９月、令和４年１月～３月 

●ル・コルビュジエに関する特別展 

建築作品の模型をはじめ、家具や絵画の展示等、ル・コルビュジエの多彩な

才能を紹介する特別展を開催する。 

■実施時期 令和４年１月 

■会  場 生涯学習センターアトリウム 
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9 世界文化遺産継承 

（都市交流課）（予算書 P.145） 

 

予算額 ４７８万円 

 

背景 

平成２８年７月１７日、国立西洋美術館を構成資産に含む「ル・コルビュジ

エの建築作品－近代建築運動への顕著な貢献－」が世界文化遺産に登録された。 

令和３年度は、登録されて５年目の節目となることから、周年記念事業を  

実施する。 

 

目的 

区民一人ひとりが世界文化遺産の価値を理解することにより、その歴史的 

遺産の次世代への着実な継承と、地域文化に対する愛着心の醸成を図る。また、

世界文化遺産を活用し、国際文化観光都市としての本区の魅力を高めていく。 

 

事業概要・スケジュール  

●記念式典 

世界文化遺産登録５周年を記念する式典を開催する。 

■実施時期 令和３年７月１７日（土） 

■会  場 東京都美術館講堂 

●記念講演会 

国立西洋美術館の歴史やル・コルビュジエに関する講演会を開催する。 

■実施時期 令和３年１０月頃 

●まちなみ絵画コンクール特別賞 

区立小学校３年生を対象として、例年実施している絵画コンクールに、世界

文化遺産登録５周年を記念した特別賞を設置し表彰する。 

■実施時期 令和３年１１月頃 

●ＳＮＳを活用した周知・啓発 

一般の方々によるＳＮＳを通じた国立西洋美術館の情報発信を促進するキャ

ンペーンを実施する。 

■実施時期 令和３年７月～９月、令和４年１月～３月 

●ル・コルビュジエに関する特別展 

建築作品の模型をはじめ、家具や絵画の展示等、ル・コルビュジエの多彩な

才能を紹介する特別展を開催する。 

■実施時期 令和４年１月 

■会  場 生涯学習センターアトリウム 
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10 子供育成活動支援 

（子育て・若者支援課）（予算書 P.203） 

 

予算額 ９４２万円 

 

背景 

令和２年８月に実施した児童扶養手当受給者アンケートによると、約半数 

以上の方が学習支援、食事提供を利用したいと回答している。一方、学習支援、

食事提供をそれぞれ単独で実施したい団体、個人から相談も受けているが、   

現状の子供育成活動支援の補助要件を満たしていないため実施に至っていない

状況である。 

 

目的 

子供の居場所や地域での交流機会を増やし、孤立しがちな子供やその家庭の

支援を図るため、学習支援又は食事提供を単独で実施する団体に対しても、   

経費の一部を助成する。 

 

事業概要  

現行の補助メニューを継続するとともに、より多くの団体が事業を実施でき

るように、要件緩和した新たな補助メニューを設定する。 

 

●現行の補助メニュー 

■補助限度額 １５０万円 

■補 助 要 件 ①～③の事業を年間を通じて実施すること 

①子供が集い、交流する場の提供及び交流促進に関する事業 

②学習指導及び相談、進学相談等に関する事業（週２回以上） 

③栄養バランスのとれた食事を提供する事業（月２回以上） 

●新たな補助メニュー 

■補助限度額 ４８万円 

■補 助 要 件 ①・②又は①・③の事業を年間を通じて実施すること  

①子供が集い、交流する場の提供及び交流促進に関する事業 

②学習指導及び相談、進学相談等に関する事業（週 1 回以上） 

③栄養バランスのとれた食事を提供する事業（月 1 回以上） 

 

スケジュール  

令和３年４月 審査会 

令和３年５月 補助金交付決定 
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11 在宅要介護者等受入体制整備 

（子ども家庭支援センター、高齢福祉課、障害福祉課、保健予防課） 

（予算書 P.186） 

 

予算額 １，９２７万円 

 

背景 

在宅で高齢者・障害者を介護する家族や児童を養育する家族等が新型コロナ

ウイルス感染症に罹患した場合に、要介護者や児童の生活支援が必要である。 

 

目的 

 在宅で高齢者・障害者を介護する家族や児童を養育する家族等が新型コロナ

ウイルス感染症に罹患した場合でも、要介護者や児童の生活が継続でき、感染

した家族が安心して療養に専念できる環境を整える。 

 

事業概要  

●高齢者・障害者 

■要介護者の自宅へヘルパーを派遣 

■要介護者を施設で受入れ 

●児童 

■東京都児童相談所による一時保護委託等ができない場合に、自宅又は区が

確保した宿泊施設に、支援者（ベビーシッター・ヘルパー）を派遣 

（イメージ図） 
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11 在宅要介護者等受入体制整備 

（子ども家庭支援センター、高齢福祉課、障害福祉課、保健予防課） 

（予算書 P.186） 

 

予算額 １，９２７万円 

 

背景 

在宅で高齢者・障害者を介護する家族や児童を養育する家族等が新型コロナ

ウイルス感染症に罹患した場合に、要介護者や児童の生活支援が必要である。 

 

目的 

 在宅で高齢者・障害者を介護する家族や児童を養育する家族等が新型コロナ

ウイルス感染症に罹患した場合でも、要介護者や児童の生活が継続でき、感染

した家族が安心して療養に専念できる環境を整える。 

 

事業概要  

●高齢者・障害者 

■要介護者の自宅へヘルパーを派遣 

■要介護者を施設で受入れ 

●児童 

■東京都児童相談所による一時保護委託等ができない場合に、自宅又は区が

確保した宿泊施設に、支援者（ベビーシッター・ヘルパー）を派遣 

（イメージ図） 
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12 講演会シリーズ「江戸から学ぶ」／江戸をたずねる 

（文化振興課）（予算書 P.248） 

  

予算額 ２７９万円 

 

背景 

台東区には、江戸の昔から続く伝統行事や神社仏閣、名所旧跡が数々あり、

まちや暮らしの中に、江戸の文化が息づいている。 

本区では、江戸時代の優れた面を改めて認識し、まちに色濃く残っている  

魅力ある江戸文化や地域資源を発信する「江戸ルネサンス事業」を平成３０年

度から実施している。 

 

目的 

本区に残る江戸文化の魅力を国内外に発信することにより、区民の誇りや郷土

を愛する心を育むとともに、江戸と台東区との繋がりへの理解を深める。 

 

事業概要・スケジュール  

「クリエイト！江戸 活かす」をテーマに、講演会や区内の文化資源を活か

したガイドツアーを実施する。 

 

●講演会シリーズ「江戸から学ぶ」 

■実施時期 令和３年９月～令和４年２月 

■内  容 連続講座、番外編「江戸の音を観る」、クロージングイベント  

 

●江戸をたずねる 

■実施時期 令和３年１０月～１１月 

■内  容 待乳山聖天をはじめとした奥浅草の江戸ゆかりの地をめぐる 

ガイドツアーや上野東照宮ガイドツアー 
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13 障害者アーツ 

（文化振興課）（予算書 P.248） 

  

予算額 ３１６万円 

 

背景 

東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会を契機として、障害者の

文化・芸術活動への参画を支援するとともに、障害への理解促進を図ることが期

待されている。 

 

目的 

区内文化施設との連携体制の構築やアートイベントの開催を通して、障害の

有無に関わらず誰もが文化・芸術活動に親しむことのできる機会を提供する。 

 

事業概要・スケジュール  

●絵画等のワークショップ 

■実施時期 令和３年９月～１１月 

■回  数 １０回 

■参 加 費 無料（事前申込制） 

■内  容 希望する障害者施設へ講師を派遣し、障害者を対象とするワー

クショップを実施 

●障害のある方の作品展示会 

■実施時期 令和４年３月 

■実施場所 上野の森美術館  

■出 展 料 無料 

■内  容 ワークショップや公募による作品の展示会を開催 
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13 障害者アーツ 

（文化振興課）（予算書 P.248） 

  

予算額 ３１６万円 

 

背景 

東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会を契機として、障害者の

文化・芸術活動への参画を支援するとともに、障害への理解促進を図ることが期

待されている。 

 

目的 

区内文化施設との連携体制の構築やアートイベントの開催を通して、障害の

有無に関わらず誰もが文化・芸術活動に親しむことのできる機会を提供する。 

 

事業概要・スケジュール  

●絵画等のワークショップ 

■実施時期 令和３年９月～１１月 

■回  数 １０回 

■参 加 費 無料（事前申込制） 

■内  容 希望する障害者施設へ講師を派遣し、障害者を対象とするワー

クショップを実施 

●障害のある方の作品展示会 

■実施時期 令和４年３月 

■実施場所 上野の森美術館  

■出 展 料 無料 

■内  容 ワークショップや公募による作品の展示会を開催 
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14 浅草文化観光センター運営 

（観光課）（予算書 P.251） 

 

予算額 １億２，８８８万円 

 

背景 

浅草文化観光センターは、台東区の文化・観光情報の発信拠点として４か国

語（日本語・英語・中国語・韓国語）での観光案内や、デジタルサイネージに

よる分かりやすい情報発信を行うなど、世界中から訪れる観光客の利便性向上

を図っている。 

 

目的 

東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会期間中に日本を訪れる

多くの外国人の方に、文化体験を通じて日本文化への理解を深めていただくと

ともに、本区への再訪者増加につなげる。 

 

事業概要  

「和」の雰囲気を感じられる空間として設営した会場で、外国人の来館者  

向けに、気軽に参加できる日本文化体験イベントを実施する。 

 

●日本文化体験イベント 

■内  容 茶道、華道、書道、折り紙（１日１種） 

■会  場 浅草文化観光センター ７階展示スペース 

■対 象 者 外国人の来館者 

■参 加 費 無料 

 

スケジュール  

令和３年７月中旬～９月中旬 
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15 墨田区との連携推進 

（観光課）（予算書 P.253） 

 

予算額 ２３１万円 

 

背景 

台東区と墨田区は、観光振興事業及びＰＲ活動の効果的な実施のため、観光 

分野における連携に関する協定を、平成２９年１０月に締結した。 

 

目的 

両区で広域的に観光施策を展開することにより、両区の地域活性化を目指し、

誘客促進や回遊性の向上を図る。 

 

事業概要  

東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会開催時に来日する世界

各国の報道関係者向けに、台東区と墨田区ならではの観光資源を紹介する文化

体験ツアーを行い、新型コロナウイルス感染症の収束後の観光客誘致に向けた

プロモーション及び海外映像制作者との関係構築を行う。 

 

●両区の歴史と文化をテーマとした体験型観光ツアー（２日間） 

●ドラマ・映画等の撮影場所として人気が高いロケ地のＰＲ等 

 

スケジュール  

令和３年４月以降 報道関係者への告知 

令和３年８月中旬 文化体験ツアー開催 
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15 墨田区との連携推進 

（観光課）（予算書 P.253） 

 

予算額 ２３１万円 

 

背景 

台東区と墨田区は、観光振興事業及びＰＲ活動の効果的な実施のため、観光 

分野における連携に関する協定を、平成２９年１０月に締結した。 

 

目的 

両区で広域的に観光施策を展開することにより、両区の地域活性化を目指し、

誘客促進や回遊性の向上を図る。 

 

事業概要  

東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会開催時に来日する世界

各国の報道関係者向けに、台東区と墨田区ならではの観光資源を紹介する文化

体験ツアーを行い、新型コロナウイルス感染症の収束後の観光客誘致に向けた

プロモーション及び海外映像制作者との関係構築を行う。 

 

●両区の歴史と文化をテーマとした体験型観光ツアー（２日間） 

●ドラマ・映画等の撮影場所として人気が高いロケ地のＰＲ等 

 

スケジュール  

令和３年４月以降 報道関係者への告知 

令和３年８月中旬 文化体験ツアー開催 
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16 新しい日常取組店舗応援 

（産業振興課）（予算書 P.258） 

 

予算額 ５０万円 

 

背景 

区内には飲食店をはじめとした接客型の事業者が多くあり、事業を継続する

ためには、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止対策を徹底したうえで、

集客を図っていくことが必要となっている。 

 

目的 

感染防止に取り組む区内飲食店舗等を支援し、取組店のＰＲを行うことで、

来街者に安心安全をアピールし、地域経済の回復の一助とする。 

 

事業概要  

令和２年度に引き続き、区内飲食店舗等に対し、感染防止に取り組む宣言書

等の配布を行う。 

また、感染予防講習会を開催し、感染防止に関する基本的な知識・技能を  

習得した「新しい日常取組推進員」の養成を通じて、区内飲食店舗等への対策

の普及・啓発を図る。 

●新しい日常取組店舗の周知ＰＲ 

■区内飲食店舗等に対し、店内等に掲示するための「新しい日常取組宣言書」

とステッカーを配布し、感染防止の取組みや安心安全のアピールを促進 

■区公式ホームページや産業情報誌で、取組店舗を紹介 

●感染予防講習会の開催 

■経営者や店長を対象とした、感染拡大防止対策促進のための講習会を開催 

■飲食店・商店街等の団体に対し、「新しい日常取組推進員」を養成するため

の講習会を開催 

 

スケジュール  

令和３年４月～９月 感染予防講習会の開催 
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17 経営相談 

（産業振興課）（予算書 P.259） 

 

予算額 ３，９８７万円 

 

背景 

新型コロナウイルス感染症により、区内中小企業には売上や販売・受注の  

減少などの深刻な影響が出ている。先行き不透明な中、事業活動の休止や縮小

を余儀なくされる事業所もあり、厳しい経営状況に置かれている。 

 

目的 

経営環境の変化に対応していくため、新たな事業展開や事業承継などの経営

問題を抱えている区内中小企業や、国・都などの支援策の利用を希望する区内

中小企業に対する相談体制を充実し、早期解決に向けた支援を行う。 

 

事業概要  

中小企業診断士による「特別相談窓口」や「緊急経営相談ダイヤル」を設置

し、充実した相談体制を継続する。 

●特別相談窓口（年末年始、祝日を除く） 

■日  時 月曜日～金曜日 １０時～１６時 

■場  所 台東区中小企業振興センター（台東区小島２－９－１８）  

 

●緊急経営相談ダイヤル（年末年始、祝日を除く） 

■日  時 火曜日 １０時～１５時／木曜日 １５時～１９時 

■電話番号 ５８２９－８０７８ 
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17 経営相談 

（産業振興課）（予算書 P.259） 

 

予算額 ３，９８７万円 

 

背景 

新型コロナウイルス感染症により、区内中小企業には売上や販売・受注の  

減少などの深刻な影響が出ている。先行き不透明な中、事業活動の休止や縮小

を余儀なくされる事業所もあり、厳しい経営状況に置かれている。 

 

目的 

経営環境の変化に対応していくため、新たな事業展開や事業承継などの経営

問題を抱えている区内中小企業や、国・都などの支援策の利用を希望する区内

中小企業に対する相談体制を充実し、早期解決に向けた支援を行う。 

 

事業概要  

中小企業診断士による「特別相談窓口」や「緊急経営相談ダイヤル」を設置

し、充実した相談体制を継続する。 

●特別相談窓口（年末年始、祝日を除く） 

■日  時 月曜日～金曜日 １０時～１６時 

■場  所 台東区中小企業振興センター（台東区小島２－９－１８）  

 

●緊急経営相談ダイヤル（年末年始、祝日を除く） 

■日  時 火曜日 １０時～１５時／木曜日 １５時～１９時 

■電話番号 ５８２９－８０７８ 
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18 商店街共同売出し事業支援 

（産業振興課）（予算書 P.260） 

 

予算額 １，９９８万円 

 

背景 

新型コロナウイルス感染症の影響により、区内商店街等は集客や売上が大き

く減少するなど厳しい状況となっている。 

 

目的 

商店街等が共同で実施する売出し事業への支援を通じて、区内消費を喚起し、

地域経済の活性化を図る。 

 

事業概要  

台東区商店街連合会が区内商店街等と共に実施する中元期及び歳末期の売出

し事業について、令和３年度は規模を拡大して実施することから、助成限度額

及び助成率の引上げを行う。 

●主  催 台東区商店街連合会 

●名  称 ふれあい下町大バザール 

●実施時期 中元期（８月～９月）・歳末期（１２月～１月） 

●内  容 参加店舗での購入金額に応じて抽選券を配布し、当選者に区内  

企業から調達した景品を贈呈する。 

●助 成 率 ９／１０（令和２年度は２／３） 

 

スケジュール  

令和３年８月～９月      ふれあい下町大バザール（中元期） 

令和３年１２月～令和４年１月 ふれあい下町大バザール（歳末期） 
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19 利子及び信用保証料補助 

（産業振興課）（予算書 P.261） 

 

予算額 ７億９，５１５万円 

 

背景 

新型コロナウイルス感染症の収束が見通せない中、依然として区内中小企業

は厳しい経営状況に置かれている。 

 

目的 

感染症の影響を受けた区内中小企業の資金繰りを支援し、経営の安定化を 

図る。 

 

事業概要  

令和２年６月にあっ旋を開始した台東区経営持続化特別資金の受付期間を 

延長し、引き続き、信用保証料や利子の補助を行うことで、感染症の影響を   

受ける区内中小企業の経営の安定化を図る。 

 

●融 資 限 度 ５００万円以内 

●貸 付 期 間 ８年以内（うち据置期間は１２か月以内） 

●貸 付 金 利 ２．０％以内（本人負担ゼロ） 

●信用保証料 全額補助 

 

スケジュール  

令和３年９月まで延長 
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19 利子及び信用保証料補助 

（産業振興課）（予算書 P.261） 

 

予算額 ７億９，５１５万円 

 

背景 

新型コロナウイルス感染症の収束が見通せない中、依然として区内中小企業

は厳しい経営状況に置かれている。 

 

目的 

感染症の影響を受けた区内中小企業の資金繰りを支援し、経営の安定化を 

図る。 

 

事業概要  

令和２年６月にあっ旋を開始した台東区経営持続化特別資金の受付期間を 

延長し、引き続き、信用保証料や利子の補助を行うことで、感染症の影響を   

受ける区内中小企業の経営の安定化を図る。 

 

●融 資 限 度 ５００万円以内 

●貸 付 期 間 ８年以内（うち据置期間は１２か月以内） 

●貸 付 金 利 ２．０％以内（本人負担ゼロ） 

●信用保証料 全額補助 

 

スケジュール  

令和３年９月まで延長 
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20 特別養護老人ホーム等新規入所者ＰＣＲ検査 

（高齢福祉課）（予算書 P.188） 

 

予算額 １，３２０万円 

 

背景 

介護サービス及び障害福祉サービス等は、利用者やその家族の生活を継続 

する上で欠かせないものである。その中で特別養護老人ホーム等は、利用者の

生活の場であり、新型コロナウイルス感染症患者が発生しても、停止すること

ができないサービスである。このため、感染症対策を徹底する必要がある。 

 

目的 

区内の特別養護老人ホームの入所予定者等にＰＣＲ検査を行い、当該施設内

での新型コロナウイルス感染症の感染拡大を防止する。 

 

事業概要  

下記施設への入所予定者等に対しＰＣＲ検査を実施する。 

 

●特別養護老人ホーム（９施設） 

●認知症対応型グループホーム（８施設） 

●知的障害者入所施設（１施設） 

●知的障害者グループホーム（１７施設） 

●身体障害者グループホーム（２施設） 

●精神障害者グループホーム（２施設） 
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21 特別養護老人ホーム「浅草」大規模改修 

（高齢福祉課）（予算書 P.193） 

 

予算額 ８億２，２１４万円 

 

背景・目的  

昭和６２年４月開設の特別養護老人ホーム浅草は築３４年を迎え、設備等の

老朽化が進んでいることから、更新を行うとともに入居者の居住環境の向上を

図る。 

 

事業概要  

給排水及び空調設備等の更新を行う。また、入居者の要介護度の重度化に  

対応し、個々の状況に合わせたケアを提供できるよう、居住環境の向上を図る

とともに、新型コロナウイルス感染症をはじめとした感染症への対応を強化  

する。 

 

●主な改修内容 

■給排水・空調設備等工事 

■一人当たりの居室面積拡大 

■トイレ・入浴設備の増設 

■高齢者在宅サービスセンター利用者等と施設入居者の動線分離 

■手洗い場の充実 

■自家発電装置の能力増強 

 

スケジュール  

令和２年５月～令和３年２月 実施設計 

令和３年７月～令和４年７月 大規模改修工事 

令和４年１１月       施設再開 
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21 特別養護老人ホーム「浅草」大規模改修 

（高齢福祉課）（予算書 P.193） 

 

予算額 ８億２，２１４万円 

 

背景・目的  

昭和６２年４月開設の特別養護老人ホーム浅草は築３４年を迎え、設備等の

老朽化が進んでいることから、更新を行うとともに入居者の居住環境の向上を

図る。 

 

事業概要  

給排水及び空調設備等の更新を行う。また、入居者の要介護度の重度化に  

対応し、個々の状況に合わせたケアを提供できるよう、居住環境の向上を図る

とともに、新型コロナウイルス感染症をはじめとした感染症への対応を強化  

する。 

 

●主な改修内容 

■給排水・空調設備等工事 

■一人当たりの居室面積拡大 

■トイレ・入浴設備の増設 

■高齢者在宅サービスセンター利用者等と施設入居者の動線分離 

■手洗い場の充実 

■自家発電装置の能力増強 

 

スケジュール  

令和２年５月～令和３年２月 実施設計 

令和３年７月～令和４年７月 大規模改修工事 

令和４年１１月       施設再開 
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22 （仮称）竜泉二丁目福祉施設整備 

（高齢福祉課）（予算書 P.201） 

 

予算額 ２億５，９８０万円 

 

背景 

台東区は他自治体に先駆けて区立特別養護老人ホームを整備したため、施設

の更新時期を迎えている。 

更に、入所者の要介護度の重度化や身体状況の変化、プライバシー意識の  

高まりにより、入所者に必要な居住環境が変化している 。 

また、後期高齢者人口の増加により、要介護認定者や認知症高齢者の増加が

見込まれている。 

 

目的 

区立特別養護老人ホーム三ノ輪・蔵前・千束の再編成を行い、区内特別養護

老人ホーム入所定員数の充実及び居住環境の向上を図る。 

また、介護予防や認知症高齢者への支援など、高齢者福祉施策の充実を図り、

高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らせる体制を構築する。 

 

事業概要  

旧竜泉中学校（竜泉二丁目１０番６号）の跡地に、区立特別養護老人ホーム

や、高齢者福祉施策の充実を図る施設を整備するとともに、こどもクラブや   

地域での活動に活用できるスペース等を整備する。 

令和３年度は、引き続き設計を進めるとともに、校舎等解体工事に着手する。  

 

スケジュール  

令和元年４月～令和２年２月 整備計画策定 

令和２年４月～令和４年６月 基本・実施設計 

令和３年４月～令和４年８月 校舎等解体工事 

令和４年度～令和６年度   建設工事       

令和６年度          開設 
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23 介護・障害福祉サービス等事業者支援  

（介護保険課、障害福祉課、保健予防課）（予算書 P.188） 

 

予算額 １，５９０万円 

 

背景 

 介護サービス及び障害福祉サービス等は、利用者やその家族の生活を維持  

する上で欠かせないものである。 

このため、各サービス事業者においては、マスクや手指消毒用アルコール  

など、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止対策を講じつつ、利用者に   

対して必要な各種サービスを提供することが必要である。 

 

目的 

区民が安心して各種サービスを利用できるよう、感染拡大防止対策に取り 

組む事業者の負担増を軽減し、サービス基盤体制の維持を図る。 

 

事業概要  

高齢者や障害者に直接サービスを提供する区内の事業者に対し、感染症対策

用品の備蓄経費を助成する。 

●助 成 上 限 額 １事業者あたり１０万円   

●補 助 率 １０／１０ 

●補助対象期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

●対 象 品 目 マスク・ゴーグル・手指消毒用アルコール・介護用手袋等 
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23 介護・障害福祉サービス等事業者支援  

（介護保険課、障害福祉課、保健予防課）（予算書 P.188） 

 

予算額 １，５９０万円 

 

背景 

 介護サービス及び障害福祉サービス等は、利用者やその家族の生活を維持  

する上で欠かせないものである。 

このため、各サービス事業者においては、マスクや手指消毒用アルコール  

など、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止対策を講じつつ、利用者に   

対して必要な各種サービスを提供することが必要である。 

 

目的 

区民が安心して各種サービスを利用できるよう、感染拡大防止対策に取り 

組む事業者の負担増を軽減し、サービス基盤体制の維持を図る。 

 

事業概要  

高齢者や障害者に直接サービスを提供する区内の事業者に対し、感染症対策

用品の備蓄経費を助成する。 

●助 成 上 限 額 １事業者あたり１０万円   

●補 助 率 １０／１０ 

●補助対象期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

●対 象 品 目 マスク・ゴーグル・手指消毒用アルコール・介護用手袋等 
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24 生活困窮者自立支援 

（保護課）（予算書 P.189） 

 

予算額 １億５，８１７万円 

 

背景 

生活保護に至る前の段階の自立支援策を強化するため、平成２７年度から、

生活困窮者に対して自立相談支援事業の実施、住居確保給付金の支給及びその

他の支援を行ってきた。 

令和２年度から、新型コロナウイルス感染症の感染拡大への対応として、  

住居確保給付金の支給対象が拡大され、個人の責に帰すべき理由によらない  

休業等の影響で収入減となり、離職・廃業と同程度の状況にある方も支給対象

となった。 

 

目的 

支援を通じた地域づくりにより、生活困窮者の自立と尊厳を確保する。 

 

事業概要  

生活困窮者へ適切に「住居確保給付金」を支給するため、引き続き十分な  

受付・相談体制により取り組むとともに、必要な支援を行っていく。 
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25 感染症対策用資材備蓄  

（生活衛生課）（予算書 P.215） 

 

予算額 １２１万円 

 

背景 

新型コロナウイルス感染症をはじめ、今後も感染症が発症・流行した際には、

感染拡大防止対策を迅速に行う必要がある。そのため、感染症対策用資材を   

十分に備蓄することが必要不可欠となっている。 

 

目的 

感染症の発生時や流行時において備蓄品を活用することで、感染拡大の防止

を図る。 

 

事業概要  

これまでの新型インフルエンザ等感染症対策で備蓄していた資材等を更新 

するとともに、ＰＣＲセンター運営に必要な資材について購入する。 

 

●更新資材 

■アルコール綿      ８００包 

■抗インフルエンザ薬   ９０人分 

 

●ＰＣＲセンター運営資材 

■発電機用ガソリン缶   ３６リットル 

■消毒・搬送用資材    １式 
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25 感染症対策用資材備蓄  

（生活衛生課）（予算書 P.215） 

 

予算額 １２１万円 

 

背景 

新型コロナウイルス感染症をはじめ、今後も感染症が発症・流行した際には、

感染拡大防止対策を迅速に行う必要がある。そのため、感染症対策用資材を   

十分に備蓄することが必要不可欠となっている。 

 

目的 

感染症の発生時や流行時において備蓄品を活用することで、感染拡大の防止

を図る。 

 

事業概要  

これまでの新型インフルエンザ等感染症対策で備蓄していた資材等を更新 

するとともに、ＰＣＲセンター運営に必要な資材について購入する。 

 

●更新資材 

■アルコール綿      ８００包 

■抗インフルエンザ薬   ９０人分 

 

●ＰＣＲセンター運営資材 

■発電機用ガソリン缶   ３６リットル 

■消毒・搬送用資材    １式 
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26 患者発生時防疫措置 

（保健予防課）（予算書 P.222） 

 

予算額 ２億５９１万円 

 

背景 

新型コロナウイルス感染症から区民の生命と健康を守るため、引き続き、  

検査体制や患者対応体制を確保し、感染症対策の取り組みを推進していく必要

がある。 

 

目的 

新型コロナウイルス感染症をはじめとした感染症について、発生予防の措置

及び発生時の防疫措置を講じることで、感染拡大の防止を図る。 

 

事業概要  

●発熱受診相談センターの運営 

●ＰＣＲセンターの運営 

●積極的疫学調査の実施 

●入院医療費の公費負担 等 
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27 産後ケア 

（保健サービス課）（予算書 P.228） 

 

予算額 ４，３６８万円 

 

背景 

令和３年４月に施行される改正母子保健法で、区市町村に対し、産後ケア  

事業の実施について努力義務が規定される。 

 

目的 

産後の母子に対し、母親の身体回復と心理的な安定を促進するとともに、  

母親自身がセルフケア能力を育み、母子とその家族がすこやかな育児ができる

よう支援する。 

 

事業概要  

法改正の趣旨を受け、産後の休養等を目的とする「宿泊型」に「デイサービ

ス型」を追加し、乳房ケア等を目的とする「外来型」に「アウトリーチ型」を

追加する。また、「乳房ケア事業」の対象を出産後４か月未満から１年未満に  

延長する。 

 

●宿泊型及びデイサービス型 

出産後４か月未満の母子を対象に、区が委託する産科医療機関や助産所に 

おいて、産後の休養と助産師等による心身のケアや育児サポート等の支援を  

宿泊または日帰りで実施する。 

 

●外来型及びアウトリーチ型乳房ケア 

出産後１年未満の母子を対象に、区が委託する産科医療機関や助産所の助産

師等が乳房トラブルを解消するとともに心身のケアや育児サポート等の支援を

施設または居宅への訪問で実施する。 
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27 産後ケア 

（保健サービス課）（予算書 P.228） 

 

予算額 ４，３６８万円 

 

背景 

令和３年４月に施行される改正母子保健法で、区市町村に対し、産後ケア  

事業の実施について努力義務が規定される。 

 

目的 

産後の母子に対し、母親の身体回復と心理的な安定を促進するとともに、  

母親自身がセルフケア能力を育み、母子とその家族がすこやかな育児ができる

よう支援する。 

 

事業概要  

法改正の趣旨を受け、産後の休養等を目的とする「宿泊型」に「デイサービ

ス型」を追加し、乳房ケア等を目的とする「外来型」に「アウトリーチ型」を

追加する。また、「乳房ケア事業」の対象を出産後４か月未満から１年未満に  

延長する。 

 

●宿泊型及びデイサービス型 

出産後４か月未満の母子を対象に、区が委託する産科医療機関や助産所に 

おいて、産後の休養と助産師等による心身のケアや育児サポート等の支援を  

宿泊または日帰りで実施する。 

 

●外来型及びアウトリーチ型乳房ケア 

出産後１年未満の母子を対象に、区が委託する産科医療機関や助産所の助産

師等が乳房トラブルを解消するとともに心身のケアや育児サポート等の支援を

施設または居宅への訪問で実施する。 
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28 花の心プロジェクト 

（環境課） 

（予算書 P.143,164,180,203,204,235,236,261,267,274,295,305,313,319,321, 

325,334） 

  

予算額 １億７００万円 

 

背景 

台東区では、平成２８年４月に「花の心 たいとう宣言」を行い、「花の心  

プロジェクト」を推進している。 

 

目的 

花を慈しむ心や思いやりとおもてなしの心をもって、花でまちを飾り、「花の

心」の普及を図ることで、心豊かでうるおいのあるまち台東区を世界にアピー

ルする。 

 

事業概要  

東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会の開催に合わせ、浅草

文化観光センターや区内の鉄道駅等における花の装飾など、花によるおもてな

しを行う。 

また、引き続き、「花の心プロジェクト」の推進に向け、区有施設における  

花壇の維持管理や、「花の心フラワーサポーター」への支援等を行う。 

【主な取組み】 

●普及啓発 

■花の心プロジェクト推進協議会の運営 

■花の心ハンギングバスケットの実施（雷門周辺） 

■花とみどりの講習会の実施（ハンギングバスケットの作成等） 

■東京２０２０大会に合わせた花による装飾の実施 

・浅草文化観光センター、区内８駅 

●花の心フラワーサポーターへの支援 

●区有施設の花壇の維持管理 

 ■庁舎、区民館、生涯学習センター、区立全小中学校 等 

●公園等の花壇の維持管理 

■駒形橋ポケットパーク、防災広場初音の森 等 

●区道の花壇の維持管理 

■左衛門橋通り、並木通り「おもてなしの庭」 等 
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●29 学校園等情報配信システム 

（教・庶務課）（予算書 P.292） 

 

予算額 ７７１万円 

 

背景 

学校園等から保護者への緊急の連絡について、これまでの防犯、行事・通学

時間変更などの連絡のほか、新型コロナウイルス感染症による患者の発生や  

臨時休業などの連絡も加わっており、これを正確かつ迅速に伝達する必要性が

高まっている。 

 

目的 

教育委員会及び学校園等からの緊急連絡等を、保護者へ速やかに一斉に情報

配信する。 

 

事業概要  

学校園等と保護者間の緊急連絡やお知らせ、出欠席等の連絡手段をデジタル

化し、迅速に連絡できる体制を構築する。 

 

●対象 

区立の小学校、中学校、幼稚園、こども園、保育所、こどもクラブ及び放課

後子供教室 

 

スケジュール  

令和３年５月 運用開始 
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●29 学校園等情報配信システム 

（教・庶務課）（予算書 P.292） 

 

予算額 ７７１万円 

 

背景 

学校園等から保護者への緊急の連絡について、これまでの防犯、行事・通学

時間変更などの連絡のほか、新型コロナウイルス感染症による患者の発生や  

臨時休業などの連絡も加わっており、これを正確かつ迅速に伝達する必要性が

高まっている。 

 

目的 

教育委員会及び学校園等からの緊急連絡等を、保護者へ速やかに一斉に情報

配信する。 

 

事業概要  

学校園等と保護者間の緊急連絡やお知らせ、出欠席等の連絡手段をデジタル

化し、迅速に連絡できる体制を構築する。 

 

●対象 

区立の小学校、中学校、幼稚園、こども園、保育所、こどもクラブ及び放課

後子供教室 

 

スケジュール  

令和３年５月 運用開始 
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30 小・中学校ＩＣＴ教育の推進 

（教・庶務課、指導課）（予算書 P.296,305） 

 

予算額 ７億２，２７３万円 

 

背景 

小学校は令和２年度から、中学校においては令和３年度から全面実施される

新学習指導要領において、児童・生徒の情報活用能力の育成が求められている。 

また、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う休業や今後の再拡大に 

備え、令和２年度にＩＣＴ教育の環境整備を加速化し、１人１台タブレット   

パソコンの整備を行った。 

今後、タブレットパソコンをはじめとしたＩＣＴ機器を授業や家庭学習に 

おいて有効に活用することが求められている。 

 

目的 

ＩＣＴ教育を推進することで児童・生徒の情報活用能力の育成を図る。 

 

事業概要・スケジュール  

●ＩＣＴ機器の活用 

１人１台タブレットパソコンをはじめとしたＩＣＴ機器を活用した授業を 

展開するとともに、家庭学習においてもタブレットパソコンの活用を推進する。 

●教員への支援 

教員を対象に、研修やＩＣＴ支援員の訪問サポート等を行い、授業でのＩＣ

Ｔ機器の活用を支援する。 

●「台東区学校教育情報化推進計画」の策定 

学校教育の情報化の推進に関する法律に基づき、学校における教育の情報化

推進のため「台東区学校教育情報化推進計画」を令和３年度末までに策定する。  
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31 私立幼稚園・こども園・保育所等感染症対策補助 

（教・庶務課、学務課、児童保育課）（予算書 P.311,317,324） 

 

予算額 ６，２４６万円 

 

背景 

教育・保育施設において、新型コロナウイルス感染症に対する体制を整え、

感染症対策を徹底しつつ、事業を継続することが求められている。 

また、感染予防対策に係る費用や業務量の増加が事業者の負担となっている。 

 

目的 

感染症対策を実施する事業者の負担を軽減し、継続的に事業が実施できる 

よう支援する。 

 

事業概要  

感染症対策に係る物品や人件費等の経費を補助する。 

 

●補助対象施設 

 私立幼稚園・こども園・保育所等 

●補助内容 

補助率：１０／１０ 

補助上限額 

施設定員 補助上限額 

１９人以下 ３０万円 

２０人以上５９人以下 ４０万円 

６０人以上 ５０万円 
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31 私立幼稚園・こども園・保育所等感染症対策補助 

（教・庶務課、学務課、児童保育課）（予算書 P.311,317,324） 

 

予算額 ６，２４６万円 

 

背景 

教育・保育施設において、新型コロナウイルス感染症に対する体制を整え、

感染症対策を徹底しつつ、事業を継続することが求められている。 

また、感染予防対策に係る費用や業務量の増加が事業者の負担となっている。 

 

目的 

感染症対策を実施する事業者の負担を軽減し、継続的に事業が実施できる 

よう支援する。 

 

事業概要  

感染症対策に係る物品や人件費等の経費を補助する。 

 

●補助対象施設 

 私立幼稚園・こども園・保育所等 

●補助内容 

補助率：１０／１０ 

補助上限額 

施設定員 補助上限額 

１９人以下 ３０万円 

２０人以上５９人以下 ４０万円 

６０人以上 ５０万円 
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32 教育支援館運営 

（教育支援館）（予算書 P.294） 

 

予算額 １億２２６万円 

 

背景 

経済の状況や社会の急激な変化などの影響を受け、子供を取り巻くいじめ、

不登校、虐待、貧困等の問題が深刻化する中、学校においては、問題を解決    

するために様々な対応策を考え取り組んでいる状況にあるが、学校のみの力で

解決するには困難な事案が数多く発生している。 

 

目的 

子供が置かれた環境面における諸問題の未然防止及び早期発見、早期解決を

図る。 

 

事業概要  

教育の分野に加え社会福祉に関する専門的な知識や技能を有するスクール 

ソーシャルワーカーを増員し、問題を抱えた子供に対し、当該の子供が置かれ

た環境への働きかけや関係機関等とのネットワークの構築など、多様な支援  

方法を用いて問題解決への対応を行う。 

 

●体 制 スクールソーシャルワーカー２名を増員し、４名体制とする。 

●内 容 区内を４つのエリアに区分し、ケース対応、巡回等を実施するとと

もに、介入ケースに対する支援の方向性や方法、内容等について  

組織的な検討を行い、効果的な介入を実施していく。 
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33 アスリートから学ぶ Let’s Enjoy スポーツ 

（スポーツ振興課）（予算書 P.336） 

 

予算額 １，０８１万円 

 

背景 

新型コロナウイルス感染症の影響により延期となった東京２０２０オリン 

ピック・パラリンピック競技大会の開催が予定されている。 

 

目的 

東京２０２０大会１００日前イベントを実施することで、大会へ向けた機運

醸成及び本区のスポーツ振興を図る。 

 

事業概要・スケジュール  

トップアスリートを招聘し、“ホンモノ”のスポーツの素晴らしさを感じて 

もらうとともに、体験できるオリンピック・パラリンピック競技種目を従前   

よりも増やす等、東京２０２０大会１００日前イベントとして、内容を拡充   

して実施する。 

 

●日 時 令和３年４月２９日（祝） 

●会 場 台東リバーサイドスポーツセンター 

●種目数 １６種目程度 

●内 容 

■トップアスリートによるデモンストレーション 

■トップアスリートによるトークショー 

■オリンピック・パラリンピック競技種目の体験教室 
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33 アスリートから学ぶ Let’s Enjoy スポーツ 

（スポーツ振興課）（予算書 P.336） 

 

予算額 １，０８１万円 

 

背景 

新型コロナウイルス感染症の影響により延期となった東京２０２０オリン 

ピック・パラリンピック競技大会の開催が予定されている。 

 

目的 

東京２０２０大会１００日前イベントを実施することで、大会へ向けた機運

醸成及び本区のスポーツ振興を図る。 

 

事業概要・スケジュール  

トップアスリートを招聘し、“ホンモノ”のスポーツの素晴らしさを感じて 

もらうとともに、体験できるオリンピック・パラリンピック競技種目を従前   

よりも増やす等、東京２０２０大会１００日前イベントとして、内容を拡充   

して実施する。 

 

●日 時 令和３年４月２９日（祝） 

●会 場 台東リバーサイドスポーツセンター 

●種目数 １６種目程度 

●内 容 

■トップアスリートによるデモンストレーション 

■トップアスリートによるトークショー 

■オリンピック・パラリンピック競技種目の体験教室 
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２台企財第２０４号 

令和２年８月３１日 

 

各 所 属 長 殿 

 

副区長  荒 川 聡 一 郎 

 

令和３年度予算編成について（依命通達） 

 

新型コロナウイルス感染症は、依然として全国規模での新たな感染

の確認が続いており、経済活動をはじめとした国民生活に甚大な影響

を与えている。 

 

政府は「経済財政運営と改革の基本方針２０２０」において、日本

経済の状況を「総じてみれば、極めて厳しい状況にある」と評価して

おり、先行きについても、直ちに経済や社会が元の姿に戻るというわ

けではないとの認識を示している。先般公表された２０２０年４－６

月期の実質ＧＤＰ成長率（１次速報）は、年率換算で２７．８％の減

となり、戦後最大の落ち込み幅となった。 

また、本区の零細・中小企業の景況においては、多くの業種で売上

額・収益ともに減少しているなど、区民生活と地域経済は、極めて厳

しい状況である。 

 

区財政においては、新型コロナウイルス感染症の影響により、今後、

本区の主要財源である特別区交付金や特別区税等については、大幅な

減収となることが見込まれる。また、地方税を国税化して再配分する

不合理な税制改正等による影響もあり、この減収は、今後数年間にわ

たって続くことが想定される。 

一方、歳出では、子育て支援や高齢者・障害者へのサービス、災害

対策の強化、区有施設の保全、新型コロナウイルス感染症対策など、

行政需要は増大傾向にある。景気の先行きが不透明な状況を考慮すれ

ば、既に、区財政は厳しい局面下に置かれている。 
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このような状況から、引き続き、新型コロナウイルス感染症対策や

地域の活性化、区役所業務の改革など、新たに生じた行政課題に対す

る解決策を積極的に推進するとともに、本区が有する「ひと」の活力

と「まち」の魅力を最大限に引き出すための取り組みを推進していく

ためには、健全で持続可能な財政基盤を堅持していくことが不可欠で

ある。 

 

そのため、本年６月に示した「新型コロナウイルス感染症の状況を

踏まえた今後の区政の運営について」の方針を踏まえ、これまでの慣

例にとらわれることなく既定事業の見直しの徹底を図るとともに、住

民の福祉の増進を図ることを基本とする地方自治体の役割を全うする

ため、真に必要な事業を重点的に実施していかなければならない。 

 

以上のことを踏まえ、各部長のリーダーシップのもと、下記事項に

留意の上、別に定める期日までに予算要求書を提出されたい。 

この旨、命により通達する。 

 

 

記 

 

１.  区政運営における３つの柱に示したとおり、新型コロナウイル

ス感染症の拡大防止を図るための対策や新たな日常への対応、地

域の活性化、行政手続きのオンライン化をはじめとした区役所業

務の改革など、新たな行政課題に対応するための解決策を検討し、

必要な取り組みについては、適切に予算計上すること。 

 

２.  現在改定中の行政計画の事業については、着実な実施が図られ

るよう所要額を見積もること。また、東京２０２０オリンピック・

パラリンピック大会関連事業や花の心プロジェクトについては、

新たな日常に対応した事業内容となるよう、見直しを図った上で、

事業の実効性や妥当性、後年度への影響等を十分検討し、必要な

予算を計上すること。 
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３.  区民ニーズや議会の審議経過、予算執行率を含めた事業実績、

新型コロナウイルス感染症の状況等を踏まえ、事業の見直し・再

構築を行うこと。また、緊急性や重要性の観点から事業の優先度

を明確化し、優先度の低い事業については、廃止・休止・縮減等

の見直しを行うこと。特に、区単独事業は、真に効果のある事業

か十分に検証した上で、積極的に見直しを行うこと。 

 

４.  全ての事務事業及び執行体制について、事後の検証を一層強化

し、明らかになった課題に対して速やかに対応すること。また、

対応にあたっては、「働き方改革」も踏まえ、ＩＣＴや民間活力の

積極的な活用等、これまで以上に創意工夫を凝らし、質の確保や

サービスの向上を図るとともに、トータルコストを縮減すること。 

 

５． 施設の建設・大規模改修等は、事業内容を精査し、実施時期や

手法、改修内容の見直しにより、経費の更なる縮減と平準化を図

ること。また、長寿命化や複合化・多機能化の推進が図られるよ

う、手法やコスト、管理運営の効率性などを改めて十分精査する

とともに、施設内容や工事日程、地域への対応等、十分に調整を

行うこと。 

 

６.  既定事業（別途通知する事業を除く。）については、令和２年度

予算に対して１０％減の範囲内で見積もること。なお、見積もる

にあたっては、各部において、これまで以上に最大限の経費縮減

に努めること。 

 

７.  新規事業及び既定事業の政策的な拡充については、将来需要や

費用対効果、後年度負担等を明らかにし、実効性の高い予算を計

上すること。また、スクラップ・アンド・ビルドやサンセット方

式を徹底すること。 

 

８. 国や都の新たな施策による補助制度の創設や補助率の充実など、

動向を常に把握し対応するとともに、積極的に関係機関と協議し

て財源を確保すること。 
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９.  情報システムについては、当該事務全体の費用対効果を検証し、

効率的なシステムの運用に努めること。また、経費の見積りにあ

たっては、維持管理経費の一層の縮減に努めること。 

 

10.  社会保障関連経費については、過去の実績等を的確に把握する

とともに、社会保障制度の改革など今後の制度改正の動向に注意

して、適正な所要額の算定を行うこと。 

 

11. 施設の維持管理にあたっては、「台東区公共施設等総合管理計画」

等を踏まえ、予防保全型管理によるライフサイクルコストの縮減

に努めること。指定管理者の管理する施設も含め、施設・設備の

状況を早期かつ的確に把握するとともに、利用者への影響などを

十分調整した上で、計画的に修繕を行うこと。 

 

12.  事務管理経費については、これまでの慣習や前例にとらわれる

ことなく、徹底した削減を行うこと。 

 

13.  歳入予算の計上にあたっては、区有財産の有効活用等、新たな

財源の確保に積極的に取り組むとともに、収入未済の発生を抑制

する手段を講じること。 

 

14.  区出資の財団等については、更なる運営の効率化を促すととも

に、設立目的に沿ったサービスの向上を図る観点から、事業計画

を十分精査の上、所要額を見積もること。 

 

15.  予算要求にあたっては、台東環境マネジメントシステム（Ｔ－

ＥＭＳ）の趣旨に則して、省資源、省エネルギーの徹底を図り、

可能な限り環境負荷の低減及び経費の節減に努めること。 

 

なお、予算要求書の作成にあたっては、別途、企画財政部長より通

知される「令和３年度予算要求書の作成について」により処理するこ

と。 
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編成作業等 主な議会日程

　　　令和２年度事業の見直し

　　　 予算編成方針会議（第１回）
　　　 令和３年度予算編成について（依命通達）

 

 

７月

令和２年

令和３年度予算の編成日程　（１）

８月

９月

年　月

５月

４月

６月

第
三
回
定
例
会

第
二
回
定
例
会
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編成作業等 主な議会日程

　　　　　　　 企画総務委員会
　　　　　　　 （令和２年度事業の見直し報告）

　　　　　予算見積り締切
　
　　　　　　決算特別委員会

　　　　　各部ヒアリング

　　　 予算編成方針会議（第２回）

　　　　　財政課長査定

　　　　　企画財政部長査定
　

　　　　　副区長査定

　　　　　区長査定

　　　予算原案決定

　　  予算案報道発表
　　　　　　予算案議会内示
　　　　　　議案送付

　

　　　　　　予算特別委員会

１月

１２月

年　月

令和３年度予算の編成日程　（２）

令和３年

１１月

２月

１０月

３月

令和２年

第
一
回
定
例
会
（
予
定
）

第
四
回
定
例
会

第
三
回
定
例
会
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編成作業等 主な議会日程

　　　　　　　 企画総務委員会
　　　　　　　 （令和２年度事業の見直し報告）

　　　　　予算見積り締切
　
　　　　　　決算特別委員会

　　　　　各部ヒアリング

　　　 予算編成方針会議（第２回）

　　　　　財政課長査定

　　　　　企画財政部長査定
　

　　　　　副区長査定

　　　　　区長査定

　　　予算原案決定

　　  予算案報道発表
　　　　　　予算案議会内示
　　　　　　議案送付

　

　　　　　　予算特別委員会

１月

１２月

年　月

令和３年度予算の編成日程　（２）

令和３年

１１月

２月

１０月

３月

令和２年

第
一
回
定
例
会
（
予
定
）

第
四
回
定
例
会

第
三
回
定
例
会
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＜一般会計＞
単位：千円

令和２年度

予 算 額

1 企画課 区民憲章普及啓発
副読本を紙から電子データでの配布
に変更

436 △ 436

2 人事課 職員研修 新任宿泊研修等の実施内容を見直し 19,191 △ 2,641

3
人権・男女共同
参画課

男女平等推進プラザ管理運
営

令和３年６月より、開館時間を短縮 22,984 △ 2,235

4
人権・男女共同
参画課

男女共同参画の推進
各種講座及び男女平等推進フォーラ
ムの開催規模を縮減

4,006 △ 783

5
人権・男女共同
参画課

ワーク・ライフ・バランス
推進

コンサルティング業務の予定回数を
縮減

4,916 △ 1,518

6
危機・災害対策
課

自主防災組織活動助成 助成予定件数を縮減 4,022 △ 755

7
危機・災害対策
課

初期消火体制の強化
感震ブレーカーの配布及びスタンド
パイプの配置等の事業規模を縮減

19,617 △ 2,452

8 生活安全推進課 生活安全啓発
生活安全のつどいを中止し、番組配
信による啓発事業に変更

3,576 △ 1,474

9 生活安全推進課 地域防犯活動支援 自動通話録音機の配布を縮減 4,560 △ 1,455

10 生活安全推進課 客引き行為等の防止
客引き行為等防止指導員業務の委託
内容を見直し

51,376 △ 2,963

11 都市交流課 国内都市交流推進
姉妹友好都市等への出張内容及びふ
るさとＰＲフェスタの開催方法を見
直し

7,807 △ 2,612

12 都市交流課
ときめき　たいとうフェス
タ計画事業推進

たいとうフェスタ情報発信事業の内
容を見直し

70,000 △ 5,293

13 区民課 ＮＰＯ等との協働促進
区民等対象講座の中止、
中間支援組織の運営支援を見直し

22,333 △ 2,239

14 区民課 在住外国人支援
外国人とのコミュニケーションのた
めの日本語講座や交流事業等を中止

2,746 △ 1,013

15 区民課 町会活性化支援
パネルディスカッションを中止、
交流事業の実施規模を縮減

31,005 △ 9,931

16 区民課 上野桜木会館運営 利用時間を短縮 7,662 △ 450

17 くらしの相談課 消費者生活支援 講座の開催回数等を縮減 2,883 △ 256

令和３年度予算案において見直した事業

№ 所管課名 事業名 見直しの内容等 影響額
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単位：千円

令和２年度

予 算 額

18
子ども家庭支援
センター

日本堤子ども家庭支援セン
ター

親子遊びプログラムの実施回数を縮
減

46,174 △ 225

19
子ども家庭支援
センター

台東子ども家庭支援セン
ター

親子遊びプログラムの実施回数を縮
減

25,129 △ 245

20
子ども家庭支援
センター

伝えよう親と子のふれあい
広場

実施回数を縮減 465 △ 280

21 文化振興課 台東区芸術文化財団運営 財団の自主事業を一部中止 302,293 △ 5,327

22 文化振興課
したまち台東芸能文化連絡
会

台東芸能文庫（ＤＶＤ）の制作を終
了

1,507 △ 543

23 文化振興課 台東区長賞
パンフレット印刷経費及びギャラ
リー展示経費等を縮減

13,270 △ 1,581

24 文化振興課
（仮称）２０２０台東区コ
レクション展

会場都合により、コレクション展を
中止

16,948 △ 16,948

25 文化振興課 芸術・芸能支援育成
台東区芸術文化支援制度の助成要件
を見直し

4,076 △ 1,200

26 文化振興課
たいとう文化発信プログラ
ム

啓発品及び広報誌の作成を終了 7,885 △ 5,853

27 文化振興課
上野の山文化ゾーンフェス
ティバル

ポスター及びチラシの印刷経費を縮
減

4,176 △ 527

28 文化振興課 第九公演
会場都合により、映像配信での実施
に変更

2,100 △ 1,400

29 文化振興課 江戸まちたいとう芸楽祭
開催実績等を踏まえ、予算規模を縮
減

52,000 △ 17,000

30 文化振興課
講演会シリーズ「江戸から
学ぶ」

会計年度任用職員の採用の中止、
チラシの作成部数を縮減

5,533 △ 944

31 文化振興課 江戸をたずねる チラシの作成部数を縮減 833 △ 184

32 文化振興課
下町風俗資料館のリニュー
アル

リニューアル事業を延期 75,065 △ 75,065

33 観光課
観光統計・マーケティング
調査の実施

調査を一部中止 10,134 △ 8,863

34 観光課 観光プロモーションの推進 啓発品の作成経費を縮減 20,638 △ 1,157

35 観光課 観光宣伝印刷物作成 マップ等の印刷経費を縮減 15,079 △ 4,043

№ 所管課名 事業名 見直しの内容等 影響額
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単位：千円

令和２年度

予 算 額

18
子ども家庭支援
センター

日本堤子ども家庭支援セン
ター

親子遊びプログラムの実施回数を縮
減

46,174 △ 225

19
子ども家庭支援
センター

台東子ども家庭支援セン
ター

親子遊びプログラムの実施回数を縮
減

25,129 △ 245

20
子ども家庭支援
センター

伝えよう親と子のふれあい
広場

実施回数を縮減 465 △ 280

21 文化振興課 台東区芸術文化財団運営 財団の自主事業を一部中止 302,293 △ 5,327

22 文化振興課
したまち台東芸能文化連絡
会

台東芸能文庫（ＤＶＤ）の制作を終
了

1,507 △ 543

23 文化振興課 台東区長賞
パンフレット印刷経費及びギャラ
リー展示経費等を縮減

13,270 △ 1,581

24 文化振興課
（仮称）２０２０台東区コ
レクション展

会場都合により、コレクション展を
中止

16,948 △ 16,948

25 文化振興課 芸術・芸能支援育成
台東区芸術文化支援制度の助成要件
を見直し

4,076 △ 1,200

26 文化振興課
たいとう文化発信プログラ
ム

啓発品及び広報誌の作成を終了 7,885 △ 5,853

27 文化振興課
上野の山文化ゾーンフェス
ティバル

ポスター及びチラシの印刷経費を縮
減

4,176 △ 527

28 文化振興課 第九公演
会場都合により、映像配信での実施
に変更

2,100 △ 1,400

29 文化振興課 江戸まちたいとう芸楽祭
開催実績等を踏まえ、予算規模を縮
減

52,000 △ 17,000

30 文化振興課
講演会シリーズ「江戸から
学ぶ」

会計年度任用職員の採用の中止、
チラシの作成部数を縮減

5,533 △ 944

31 文化振興課 江戸をたずねる チラシの作成部数を縮減 833 △ 184

32 文化振興課
下町風俗資料館のリニュー
アル

リニューアル事業を延期 75,065 △ 75,065

33 観光課
観光統計・マーケティング
調査の実施

調査を一部中止 10,134 △ 8,863

34 観光課 観光プロモーションの推進 啓発品の作成経費を縮減 20,638 △ 1,157

35 観光課 観光宣伝印刷物作成 マップ等の印刷経費を縮減 15,079 △ 4,043

№ 所管課名 事業名 見直しの内容等 影響額
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単位：千円

令和２年度

予 算 額

36 観光課
インフォメーションボード
整備

旧町名由来案内板の盤面更新等の経
費を縮減

6,806 △ 1,118

37 観光課 おもてなしの人づくり
おもてなし講習会等の開催回数及び
啓発パンフレット等の印刷経費を縮
減

4,694 △ 2,558

38 観光課 観光ボランティア ガイド実施件数を縮減 13,195 △ 3,046

39 観光課
食の多様性に対応した受入
環境整備

マップの印刷経費を縮減 2,538 △ 602

40 観光課 スターの手型顕彰 スターの手形顕彰事業を中止 3,498 △ 3,498

41 観光課
東京マラソン支援（招客
キャンペーン）

招客キャンペーンを終了 3,720 △ 3,720

42 観光課 上野浮世絵行燈 上野浮世絵行燈事業を中止 3,000 △ 3,000

43 産業振興課 海外プロモーション推進
タイでの展示会出展を中止し、オン
ラインでのセミナー・交流会に変更

14,458 △ 11,734

44 産業振興課 企業・人材育成支援 助成予定件数を縮減 39,080 △ 12,550

45 産業振興課 商店街個店魅力向上支援 まちゼミ実施支援事業を終了 5,884 △ 929

46 産業振興課 商店街空き店舗活用支援 改修費の助成予定件数を縮減 10,623 △ 2,000

47 産業振興課
ものづくりのまちＰＲ事業
助成

助成予定件数を縮減 4,000 △ 1,000

48 産業振興課
中小企業団体の人づくり支
援

助成予定件数を縮減 648 △ 200

49 産業振興課 技能者顕彰・育成
顕彰内容の見直しを行うため、事業
を休止

665 △ 665

50 産業振興課 芸術文化・産業連携モデル
事業内容の見直しを行うため、事業
を休止

4,000 △ 4,000

51 産業振興課
（仮称）江戸たいとう
ショップ

事業を中止 26,134 △ 26,134

52 福祉課 福祉のまちづくり整備助成 助成予定件数を縮減 1,205 △ 751

53 福祉課 成年後見制度利用支援 市民後見人研修の実施内容を見直し 1,052 △ 449

№ 所管課名 事業名 見直しの内容等 影響額
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令和２年度

予 算 額

54 高齢福祉課
あさくさ高齢者在宅サービ
スセンター

施設の大規模改修に伴い一般デイを
廃止し、認知デイに特化

28,651 △ 3,721

55 介護保険課
介護サービス提供事業者自
己評価

利用者評価と合わせて、３年ごとの
実施に変更

383 △ 383

56 介護保険課 介護サービス人材確保 研修受講費用の助成予定件数を縮減 9,221 △ 1,100

57 障害福祉課
障害者等に対する理解促進
研修・啓発

啓発品の作成経費を縮減 962 △ 863

58 障害福祉課
心身障害者（児）ヘルパー
養成

研修受講費用の助成予定件数を縮減 2,016 △ 120

59 障害福祉課
障害者福祉施設サービス第
三者評価

助成事業を休止 300 △ 300

60 松が谷福祉会館 松が谷福祉会館管理運営 貸会議室の利用日・利用時間を短縮 25,770 △ 1,077

61 松が谷福祉会館 障害者デイサービス 送迎バスの運行方法を見直し 111,621 △ 7,309

62 松が谷福祉会館 障害者社会参加援助 社会参加プログラムを一部中止 22,262 △ 1,419

63 生活衛生課 検査センター大規模改修 大規模改修事業を延期 61,130 △ 61,130

64 生活衛生課 食品衛生推進員制度 食品衛生推進員の活動を休止 310 △ 310

65 生活衛生課 動物愛護管理
猫不妊去勢手術の助成予定件数を縮
減

5,311 △ 1,901

66 保健予防課
リハビリテーション、
家庭療養指導

リハビリテーション事業等を中止 124 △ 124

67 保健予防課 健康相談 音楽療法教室を中止 901 △ 264

68 保健予防課 水泳訓練教室 水泳訓練教室の開催回数を縮減 2,369 △ 853

69 保健予防課 自殺予防対策 相談会の実施方法を見直し 1,173 △ 380

70 保健予防課 精神障害者デイケア 外出・歌唱等の事業内容を見直し 6,798 △ 921

71 保健サービス課 健康づくり啓発推進
ウォーキングリーダー養成講座等を
中止

5,327 △ 2,289

№ 所管課名 事業名 見直しの内容等 影響額
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単位：千円

令和２年度

予 算 額

54 高齢福祉課
あさくさ高齢者在宅サービ
スセンター

施設の大規模改修に伴い一般デイを
廃止し、認知デイに特化

28,651 △ 3,721

55 介護保険課
介護サービス提供事業者自
己評価

利用者評価と合わせて、３年ごとの
実施に変更

383 △ 383

56 介護保険課 介護サービス人材確保 研修受講費用の助成予定件数を縮減 9,221 △ 1,100

57 障害福祉課
障害者等に対する理解促進
研修・啓発

啓発品の作成経費を縮減 962 △ 863

58 障害福祉課
心身障害者（児）ヘルパー
養成

研修受講費用の助成予定件数を縮減 2,016 △ 120

59 障害福祉課
障害者福祉施設サービス第
三者評価

助成事業を休止 300 △ 300

60 松が谷福祉会館 松が谷福祉会館管理運営 貸会議室の利用日・利用時間を短縮 25,770 △ 1,077

61 松が谷福祉会館 障害者デイサービス 送迎バスの運行方法を見直し 111,621 △ 7,309

62 松が谷福祉会館 障害者社会参加援助 社会参加プログラムを一部中止 22,262 △ 1,419

63 生活衛生課 検査センター大規模改修 大規模改修事業を延期 61,130 △ 61,130

64 生活衛生課 食品衛生推進員制度 食品衛生推進員の活動を休止 310 △ 310

65 生活衛生課 動物愛護管理
猫不妊去勢手術の助成予定件数を縮
減

5,311 △ 1,901

66 保健予防課
リハビリテーション、
家庭療養指導

リハビリテーション事業等を中止 124 △ 124

67 保健予防課 健康相談 音楽療法教室を中止 901 △ 264

68 保健予防課 水泳訓練教室 水泳訓練教室の開催回数を縮減 2,369 △ 853

69 保健予防課 自殺予防対策 相談会の実施方法を見直し 1,173 △ 380

70 保健予防課 精神障害者デイケア 外出・歌唱等の事業内容を見直し 6,798 △ 921

71 保健サービス課 健康づくり啓発推進
ウォーキングリーダー養成講座等を
中止

5,327 △ 2,289

№ 所管課名 事業名 見直しの内容等 影響額
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72 保健サービス課 上野健康増進センター 運動指導業務経費を縮減 39,134 △ 5,536

73 保健サービス課
健診を受けようキャンペー
ン

キャンペーンの実施回数を縮減 779 △ 330

74 保健サービス課 糖尿病対策 糖尿病予防キャンペーン経費を縮減 795 △ 408

75 保健サービス課 食生活支援 食育啓発の事業内容を見直し 1,241 △ 428

76 環境課 隅田川浄化と水辺観察
隅田川ハゼ釣りと水辺観察のイベン
ト規模を縮減

3,904 △ 124

77 環境課 大江戸清掃隊 清掃活動用具の購入経費を縮減 1,501 △ 161

78 環境課
我が家の省エネ・創エネア
クション支援

省エネ機器の助成予定件数を縮減 22,928 △ 9,210

79 環境課 我が社の環境経営推進
省エネ診断及び省エネ機器の助成予
定件数を縮減

11,492 △ 6,089

80 環境課 地域緑化推進
講習会の開催回数及び民間施設緑
化・プランター設置の助成予定件数
を縮減

6,630 △ 890

81 環境課 環境（エコ）フェスタ
オンラインイベント等、開催方法を
見直し

4,215 △ 2,677

82 環境課 環境学習の推進 講座の開催回数を縮減 38,427 △ 360

83 各課 区有施設省電力型照明整備 整備スケジュールを見直し 192,542 △ 109,190

84
清掃リサイクル
課

ごみ減量・リサイクル啓発 啓発品の作成経費を縮減 1,124 △ 321

85
清掃リサイクル
課

生ごみ減量対策 生ごみ処理機の助成予定件数を縮減 528 △ 225

86
清掃リサイクル
課

リサイクル活動の推進
令和３年９月をもって、リサイクル
ショップを終了

14,728 △ 4,682

87 都市計画課 まちづくりカレッジ
まちづくりカレッジを隔年開催に変
更

707 △ 707

88 計画調整課 地区まちづくりの推進
まちづくり相談員派遣及びまちづく
り推進団体補助の予定件数を縮減

4,300 △ 745

89 計画調整課 鶯谷駅周辺まちづくり検討 検討スケジュールを見直し 8,140 △ 8,140

№ 所管課名 事業名 見直しの内容等 影響額
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90 地域整備第一課 上野地区まちづくり推進 検討スケジュールを見直し 28,004 △ 11,278

91 地域整備第二課 北部地区防災性向上の推進
講演会を中止、
専門家の派遣回数及び相談会の開催
回数を縮減

21,252 △ 1,501

92 地域整備第二課 浅草地区まちづくり推進 検討スケジュールを見直し 22,682 △ 20,692

93 地域整備第二課 北部地区簡易宿所転換助成
講演会の開催回数及び建替・設備改
修等の助成予定件数を縮減

29,920 △ 22,530

94 地域整備第三課 住まいの安心建替え助成 助成予定件数を縮減 4,600 △ 1,200

95 建築課
安全で安心して住める建築
物等への助成

耐震改修工事等の助成予定件数を縮
減

74,615 △ 12,210

96 建築課
緊急輸送道路沿道建築物の
耐震化助成

助成予定件数を縮減 415,543 △ 118,500

97 建築課 狭あい道路拡幅整備 拡幅整備工事等の予定規模を縮減 149,877 △ 21,550

98 建築課 景観まちづくり推進 景観アドバイザーの謝礼等を縮減 3,221 △ 189

99 建築課 空き家跡地活用 空き家跡地活用事業を終了 3,500 △ 3,500

100 住宅課 居住支援協議会
講演会を中止、
専門部会の開催回数を縮減

326 △ 129

101 住宅課
子育て世帯住宅リフォーム
支援

助成予定件数を縮減 1,260 △ 260

102 住宅課 三世代住宅助成 助成予定件数を縮減 6,000 △ 1,200

103 住宅課 マンション相談支援
マンション管理セミナー、グループ
相談会、理事長等連絡会等を中止

2,850 △ 966

104 住宅課 マンション修繕支援 助成予定件数を縮減 5,930 △ 2,120

105 住宅課
空き家に関する総合相談窓
口

講習会を中止、
相談窓口の開設回数を縮減

870 △ 441

106 住宅課 空き家活用モデル実施 空き家活用モデル実施事業を終了 1,000 △ 1,000

107 住宅課 住宅建築相談 相談窓口の開設回数を縮減 535 △ 263

№ 所管課名 事業名 見直しの内容等 影響額
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令和２年度

予 算 額

90 地域整備第一課 上野地区まちづくり推進 検討スケジュールを見直し 28,004 △ 11,278

91 地域整備第二課 北部地区防災性向上の推進
講演会を中止、
専門家の派遣回数及び相談会の開催
回数を縮減

21,252 △ 1,501

92 地域整備第二課 浅草地区まちづくり推進 検討スケジュールを見直し 22,682 △ 20,692

93 地域整備第二課 北部地区簡易宿所転換助成
講演会の開催回数及び建替・設備改
修等の助成予定件数を縮減

29,920 △ 22,530

94 地域整備第三課 住まいの安心建替え助成 助成予定件数を縮減 4,600 △ 1,200

95 建築課
安全で安心して住める建築
物等への助成

耐震改修工事等の助成予定件数を縮
減

74,615 △ 12,210

96 建築課
緊急輸送道路沿道建築物の
耐震化助成

助成予定件数を縮減 415,543 △ 118,500

97 建築課 狭あい道路拡幅整備 拡幅整備工事等の予定規模を縮減 149,877 △ 21,550

98 建築課 景観まちづくり推進 景観アドバイザーの謝礼等を縮減 3,221 △ 189

99 建築課 空き家跡地活用 空き家跡地活用事業を終了 3,500 △ 3,500

100 住宅課 居住支援協議会
講演会を中止、
専門部会の開催回数を縮減

326 △ 129

101 住宅課
子育て世帯住宅リフォーム
支援

助成予定件数を縮減 1,260 △ 260

102 住宅課 三世代住宅助成 助成予定件数を縮減 6,000 △ 1,200

103 住宅課 マンション相談支援
マンション管理セミナー、グループ
相談会、理事長等連絡会等を中止

2,850 △ 966

104 住宅課 マンション修繕支援 助成予定件数を縮減 5,930 △ 2,120

105 住宅課
空き家に関する総合相談窓
口

講習会を中止、
相談窓口の開設回数を縮減

870 △ 441

106 住宅課 空き家活用モデル実施 空き家活用モデル実施事業を終了 1,000 △ 1,000

107 住宅課 住宅建築相談 相談窓口の開設回数を縮減 535 △ 263

№ 所管課名 事業名 見直しの内容等 影響額
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108 交通対策課 交通安全対策
交通安全区民のつどいを警察署ごと
の啓発イベントに変更

5,961 △ 273

109 交通対策課
蔵前臨時観光バス待機場運
営

蔵前臨時観光バス待機場の運営を休
止

12,303 △ 12,303

110 交通対策課 観光バス駐車対策
観光バス誘導警備体制及び予約シス
テムの運営体制を見直し

143,613 △ 27,940

111 交通対策課 防災船着場の活用
防災船着場管理に伴う門扉の開閉回
数を縮減

6,446 △ 468

112 土木課 道路の舗装改良 道路工事の予定規模を縮減 88,385 △ 26,679

113 土木課 安全・安心な道づくり 道路工事の予定規模を縮減 381,527 △ 32,109

114 公園課 街路樹の植替え 植替え工事のスケジュールを見直し 27,855 △ 27,855

115 公園課 特色ある公園の整備 整備スケジュールを見直し 102,985 △ 101,991

116 公園課 さわやかトイレ整備 整備スケジュールを見直し 129,369 △ 129,369

117 教・庶務課 きょういく施策ＰＲ誌 ＰＲ誌の発行回数を縮減 2,126 △ 967

118 教・庶務課 小学校図書環境整備 事業の実施方法を見直し 16,758 △ 16,758

119 教・庶務課 小学校楽器有効活用 楽器の修理・購入経費を縮減 7,874 △ 688

120 教・庶務課 中学校図書環境整備 事業の実施方法を見直し 11,424 △ 11,424

121 教・庶務課 中学校楽器有効活用 楽器の修理・購入経費を縮減 2,736 △ 274

122 教・庶務課 部活動指導員等の配置 部活動指導員の謝礼を縮減 17,330 △ 2,013

123 教・庶務課 私立幼稚園教育相談補助 講演会等に対する補助経費を縮減 800 △ 200

124 教・庶務課 幼稚園図書環境整備 図書の購入経費を縮減 1,540 △ 150

125 学務課 小学校給食食育推進
箸づくり教室及び地域ふれあい給食
会を中止

2,647 △ 2,106

№ 所管課名 事業名 見直しの内容等 影響額
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単位：千円

令和２年度

予 算 額

126 学務課 中学校給食食育推進
箸づくり教室及び地域ふれあい給食
会を中止

802 △ 631

127 児童保育課
保育所における読書活動の
推進

図書の購入経費を縮減 1,500 △ 150

128 指導課 教育活動アシスタント
学習指導ボランティアの派遣日数を
縮減

8,756 △ 1,560

129 指導課 教職員研修 国内出張研修を中止 3,548 △ 701

130 指導課
スーパーティーチャーの育
成

育成講座の分野数を縮減 752 △ 345

131 指導課 農業体験学習 農業体験学習事業を終了 3,350 △ 3,350

132 指導課 魅力ある教育活動の推進 教育活動内容を見直し 22,409 △ 6,707

133 指導課
学びのキャンパスプランニ
ング

有償プランの規模を縮減 2,673 △ 271

134 指導課 学力向上のための調査研究 台東区総合学力調査を中止 11,218 △ 11,218

135 指導課 小学校演劇鑑賞教室 小学校演劇鑑賞教室を中止 3,898 △ 3,898

136 指導課 小学校連合音楽発表会 小学校連合音楽発表会を中止 416 △ 416

137 指導課 小学校スクールバス運営
連合行事の中止に伴う配車台数の縮
減

1,202 △ 905

138 指導課 小学校英語活動の推進 ＡＬＴの派遣日数を縮減 28,650 △ 4,411

139 指導課 小学校読書活動推進 学校司書の派遣回数を縮減 19,814 △ 5,505

140 指導課 小学校器楽教育の充実 器楽教育指導員を縮減 1,368 △ 1,368

141 指導課 小学校ふれあい学習 ふれあい学習協力者の謝礼を縮減 897 △ 897

142 指導課 小学校図書館ボランティア 事業の実施方法を見直し 2,423 △ 2,423

143 指導課 部活動指導員等の配置 部活動指導員の謝礼を縮減 17,668 △ 1,188

№ 所管課名 事業名 見直しの内容等 影響額
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単位：千円

令和２年度

予 算 額

126 学務課 中学校給食食育推進
箸づくり教室及び地域ふれあい給食
会を中止

802 △ 631

127 児童保育課
保育所における読書活動の
推進

図書の購入経費を縮減 1,500 △ 150

128 指導課 教育活動アシスタント
学習指導ボランティアの派遣日数を
縮減

8,756 △ 1,560

129 指導課 教職員研修 国内出張研修を中止 3,548 △ 701

130 指導課
スーパーティーチャーの育
成

育成講座の分野数を縮減 752 △ 345

131 指導課 農業体験学習 農業体験学習事業を終了 3,350 △ 3,350

132 指導課 魅力ある教育活動の推進 教育活動内容を見直し 22,409 △ 6,707

133 指導課
学びのキャンパスプランニ
ング

有償プランの規模を縮減 2,673 △ 271

134 指導課 学力向上のための調査研究 台東区総合学力調査を中止 11,218 △ 11,218

135 指導課 小学校演劇鑑賞教室 小学校演劇鑑賞教室を中止 3,898 △ 3,898

136 指導課 小学校連合音楽発表会 小学校連合音楽発表会を中止 416 △ 416

137 指導課 小学校スクールバス運営
連合行事の中止に伴う配車台数の縮
減

1,202 △ 905

138 指導課 小学校英語活動の推進 ＡＬＴの派遣日数を縮減 28,650 △ 4,411

139 指導課 小学校読書活動推進 学校司書の派遣回数を縮減 19,814 △ 5,505

140 指導課 小学校器楽教育の充実 器楽教育指導員を縮減 1,368 △ 1,368

141 指導課 小学校ふれあい学習 ふれあい学習協力者の謝礼を縮減 897 △ 897

142 指導課 小学校図書館ボランティア 事業の実施方法を見直し 2,423 △ 2,423

143 指導課 部活動指導員等の配置 部活動指導員の謝礼を縮減 17,668 △ 1,188

№ 所管課名 事業名 見直しの内容等 影響額

150

単位：千円

令和２年度

予 算 額

144 指導課 中学校連合音楽発表会 中学校連合音楽発表会を中止 308 △ 308

145 指導課 中学校スクールバス運営
連合行事の中止に伴う配車台数の縮
減

1,571 △ 1,274

146 指導課 学習支援講座
学力向上推進ティーチャー等による
対応に伴い、学習支援講座事業を終
了

4,068 △ 4,068

147 指導課 中学校器楽教育の充実 器楽教育指導員を縮減 1,260 △ 1,260

148 指導課 中学校ふれあい学習 ふれあい学習協力者の謝礼を縮減 104 △ 104

149 指導課 中学校図書館ボランティア 事業の実施方法を見直し 454 △ 454

150 教育支援館 幼児の体力向上支援
スポーツ専門指導員の派遣回数を縮
減

6,401 △ 1,831

151 教育支援館 教育相談 こころの相談室の実施回数を縮減 5,848 △ 1,109

152 生涯学習課 家庭教育の振興 家庭教育学級の開催回数を縮減 3,346 △ 144

153 生涯学習課 台東学びの広場 講座内容を見直し 8,856 △ 1,395

154 生涯学習課 文化財保護 史跡説明板の設置数を縮減 30,173 △ 280

155 生涯学習課 台東区歴史・文化検定 検定受検者記念品の作成を終了 1,450 △ 479

156 生涯学習課 台東区映像アーカイブ デジタル化するフィルム数を縮減 8,075 △ 946

157 生涯学習課 心の教育の推進 啓発品の作成経費を縮減 2,536 △ 990

158 生涯学習課
オリンピック・パラリン
ピック生涯学習講座

講座内容を見直し 1,546 △ 999

159 生涯学習課 生涯学習センター管理運営
令和３年６月より開館時間を短縮、
運営方法を見直し

234,811 △ 12,299

160 スポーツ振興課
東京都立浅草高等学校温水
プール区民開放

開放期間を短縮 16,155 △ 3,673

161 スポーツ振興課
リバーサイドスポーツセン
ター屋外施設整備

屋外施設整備事業を延期 29,423 △ 29,423

№ 所管課名 事業名 見直しの内容等 影響額
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単位：千円

令和２年度

予 算 額

162 中央図書館 図書関係事務 図書整理用品の購入経費を縮減 1,509 △ 210

163 中央図書館 資料収集 図書資料の購入経費を縮減 64,448 △ 6,445

164 中央図書館 郷土資料の記録と整備 企画展及び資料整理等の経費を縮減 6,384 △ 2,499

165 中央図書館 子どもの読書活動推進
講演会及びイベントの開催回数を縮
減

4,503 △ 1,351

166 中央図書館 ＡＶライブラリー 資料の購入経費を縮減 7,182 △ 1,187

167 中央図書館
池波正太郎記念文庫管理運
営

講演会の開催経費を縮減 13,100 △ 256

＜特別会計＞
単位：千円

令和２年度

予 算 額

1
介護予防・地域
支援課

生活機能向上重点プログラ
ム

複合型プログラムのフロア運動を廃
止

9,821 △ 5,012

2
介護予防・地域
支援課

地域による介護予防活動へ
の支援

通いの場活動団体への助成予定件数
を縮減

1,680 △ 120

3 介護保険課 介護相談員派遣 相談員の派遣回数を縮減 4,200 △ 2,400

4 国民健康保険課 趣旨普及費 パンフレット等の印刷経費を縮減 6,054 △ 991

№ 所管課名 事業名 見直しの内容等 影響額

№ 所管課名 事業名 見直しの内容等 影響額
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単位：千円

令和２年度

予 算 額

162 中央図書館 図書関係事務 図書整理用品の購入経費を縮減 1,509 △ 210

163 中央図書館 資料収集 図書資料の購入経費を縮減 64,448 △ 6,445

164 中央図書館 郷土資料の記録と整備 企画展及び資料整理等の経費を縮減 6,384 △ 2,499

165 中央図書館 子どもの読書活動推進
講演会及びイベントの開催回数を縮
減

4,503 △ 1,351

166 中央図書館 ＡＶライブラリー 資料の購入経費を縮減 7,182 △ 1,187

167 中央図書館
池波正太郎記念文庫管理運
営

講演会の開催経費を縮減 13,100 △ 256

＜特別会計＞
単位：千円

令和２年度

予 算 額

1
介護予防・地域
支援課

生活機能向上重点プログラ
ム

複合型プログラムのフロア運動を廃
止

9,821 △ 5,012

2
介護予防・地域
支援課

地域による介護予防活動へ
の支援

通いの場活動団体への助成予定件数
を縮減

1,680 △ 120

3 介護保険課 介護相談員派遣 相談員の派遣回数を縮減 4,200 △ 2,400

4 国民健康保険課 趣旨普及費 パンフレット等の印刷経費を縮減 6,054 △ 991

№ 所管課名 事業名 見直しの内容等 影響額

№ 所管課名 事業名 見直しの内容等 影響額

152

＜一般会計＞
単位：千円

令和２年度

予 算 額

1 総務課 たいとう音頭普及啓発 ダンスコンテスト等を中止 1,927 △ 1,427

2
人権・男女共同
参画課

人権啓発 人権のつどいを中止 1,726 △ 1,087

3
東京オリンピッ
ク・パラリン
ピック担当

コミュニティライブサイト コミュニティライブサイトを中止 50,000 △ 50,000

4 都市交流課 世界文化遺産継承 海外出張を中止 12,526 △ 7,839

5 区民課 区政運営協力 区政運営協力の会を中止 16,002 △ 2,112

6 区民課 コミュニティ交流促進 コミュニティ交流大会を中止 989 △ 989

7 くらしの相談課 消費生活展 消費生活展を中止 3,976 △ 3,976

8
子育て・若者支
援課

交通遺児家庭等レクリエー
ション

春季レクリエーションを中止 607 △ 334

9 観光課
うえの夏まつり「納涼演歌
まつり」

納涼演歌まつりを中止 5,324 △ 5,324

10 観光課 流鏑馬 流鏑馬を中止 21,245 △ 20,670

11 健康課 寿作品展示会 寿作品展示会を中止 4,672 △ 4,672

12 保健サービス課 健康まつり いきいき健康まつりを中止 1,234 △ 957

13
清掃リサイクル
課

食の「もったいない」意識
の啓発

食品ロス削減講座等を中止 1,451 △ 1,421

14 台東清掃事務所
台東区清掃リサイクル推進
協議会助成

施設見学会を中止 600 △ 100

15 学務課 オリエンテーション オリエンテーションを中止 5,116 △ 5,116

16 指導課 国際理解重点教育 海外短期留学を中止 18,376 △ 10,099

【参考：新型コロナウイルス感染症のため中止した事業及び計画策定を延期した事業】

№ 所管課名 事業名 中止の内容等 影響額
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単位：千円

令和２年度

予 算 額

17 企画課
人口ビジョン・総合戦略の
策定

長期総合計画と一体で策定するた
め、策定を延期

9,561 △ 9,561

18 産業振興課 産業振興計画改定 産業振興計画の改定を延期 6,897 △ 6,897

№ 所管課名 事業名 中止の内容等 影響額
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単位：千円

令和２年度

予 算 額

17 企画課
人口ビジョン・総合戦略の
策定

長期総合計画と一体で策定するた
め、策定を延期

9,561 △ 9,561

18 産業振興課 産業振興計画改定 産業振興計画の改定を延期 6,897 △ 6,897

№ 所管課名 事業名 中止の内容等 影響額

154

＜一般会計＞
単位：千円

1
飲食店等営業許可手数料
【生活衛生課】

食品衛生法改正に伴う営業許可業種の再編 △ 2,918

2

建築物のエネルギー消費性能の
向上及び低炭素建築物認定手数
料
【建築課】

建築物省エネ法等の設定区分の見直しに伴
う手数料の改定

―

3
木密地域不燃化促進支援モデル
事業費補助金
【地域整備第三課】

谷中地区の景観形成ガイドライン策定等
が、地域特性を生かした不燃化の取り組み
として、東京都のモデル事業に選定

7,500

4
資源回収品売払代金
【清掃リサイクル課】

ペットボトルの資源化処理ルートを指定法
人ルートに変更

11,711

令和３年度の手数料改定及び歳入の確保を図るもの

№ 歳入科目または事項名 財源確保内容 充実額
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１１  ウウィィズズココロロナナのの時時代代ににおおけけるる今今後後のの区区政政のの展展開開にに基基づづくく事事業業
単位：千円

うち主な
取組みに
係る経費

ＲＰＡの導入推進
【情報政策課】

キャッシュレス決済の導入
【情報政策課】

デジタル行政窓口の整備
【情報政策課】

ＡＩチャットボットの導入
【情報政策課】

テレワークの導入
【人事課】

世界文化遺産継承
【都市交流課】

子供育成活動支援
【子育て・若者支援課】

在宅要介護者等受入体制整備
【子ども家庭支援センター】
【高齢福祉課】
【障害福祉課】
【保健予防課】

講演会シリーズ「江戸から学
ぶ」
【文化振興課】

江戸をたずねる
【文化振興課】

新しい日常取組店舗応援
【産業振興課】

※ゴシックは新規事業

＜一般会計＞

No.
事業名

【所管課】
行政
計画

主な取組み 予算額

2 ●
　区民事務所、文化施設及びその他の公共施
設の窓口においてキャッシュレス決済を導入

23,673

41,2891 ●
　ＲＰＡの開発・運用、ＡＩ－ＯＣＲの導入
検証とともに、ＢＰＲ研修等を充実し、ＲＰ
Ａの導入を推進

41,289

3 ●
　窓口での接触機会の低減や来庁時の負担軽
減を図るため、区役所のスマート窓口の整備
を進めるとともに、電子申請対象手続を拡大

26,437

23,673

4 ●
　区民サービスの向上及び問い合わせ対応の
効率化を図るため、区公式ホームページに新
たなＡＩチャットボットを導入

11,110

26,437

5 ●
　柔軟で多様な働き方を推進するため、区職
員のテレワーク環境を整備

16,790

11,110

6 ●
　国立西洋美術館の世界文化遺産登録５周年
を記念し、式典等の記念事業を実施

4,784

16,790

7 ●

　子供の居場所を増やし、孤立しがちな子供
等への支援を図るため、学習支援や食事提供
を単独で実施する団体にも、経費の一部を助
成

9,420

4,784

8 ●
　在宅介護者や児童を養育する家族等が新型
コロナウイルス感染症に罹患した場合に備
え、在宅要介護者等の受入体制を整備

19,268

1,920

9 ●
　江戸をテーマとした講演会を開催するとと
もに、講演会とトークセッションによるク
ロージングイベントを開催

2,269

19,268

10 　江戸にゆかりのある区内の文化資源を活か
したガイドツアーを実施

520

2,269

11 ●
　区内飲食店舗等に対し、引き続き、感染防
止に取り組む宣言書及びステッカーを配布す
るとともに、感染予防講習会を開催

504

520

504

令令和和３３年年度度予予算算案案ににおおけけるる主主なな事事業業
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単位：千円

うち主な
取組みに
係る経費

台東区産業振興事業団運営
【産業振興課】

経営相談
【産業振興課】

商店街共同売出し事業支援
【産業振興課】

利子及び信用保証料補助
【産業振興課】

特別養護老人ホーム等新規入
所者ＰＣＲ検査
【高齢福祉課】

介護・障害福祉サービス等事
業者支援
【介護保険課】
【障害福祉課】
【保健予防課】

生活困窮者自立支援
【保護課】

台東区中核病院機能強化支援
【健康課】

感染症対策用資材備蓄
【生活衛生課】

患者発生時防疫措置
【保健予防課】

学校園等情報配信システム
【教・庶務課】

小学校ＩＣＴ教育の推進／中
学校ＩＣＴ教育の推進
【教・庶務課】
【指導課】

※ゴシックは新規事業

No.
事業名

【所管課】
行政
計画

主な取組み 予算額

13 ●
　中小企業診断士による「特別相談窓口」や
「緊急経営相談ダイヤル」を引き続き実施
し、区内中小企業を支援

39,866

20,81312 ●
　区内中小企業の新たなビジネスチャレンジ
を支援する台東区産業振興事業団の自主事業
経費を助成

68,109

14 ●
　台東区商店街連合会が規模を拡大して実施
する中元期及び歳末期の売出し事業につい
て、助成率等を引き上げて支援を実施

19,980

11,767

15 ●
　区内中小企業の資金繰りを支援するため、
台東区経営持続化特別資金の受付期間を延長
（令和３年９月まで）

795,147

19,980

16 ●
　施設内での新型コロナウイルス感染症の拡
大を防止するため、区内の特別養護老人ホー
ムの入所予定者等にＰＣＲ検査を実施

13,200

795,147

17 ●

　新型コロナウイルス感染症等の拡大を防止
するため、高齢者や障害者に直接サービスを
提供する区内事業者に対し、感染症対策用品
の備蓄経費を助成

15,900

13,200

18 ●

　個人の責に帰すべき理由によらない休業等
の影響で収入減となり、離職・廃業と同程度
の状況にある者に対して、引き続き住居確保
給付金を支給

158,169

15,900

19
　小児科や産科などの医療供給体制の充実・
強化を図るため、区の中核病院である永寿総
合病院を支援

100,000

120,402

20 ●
　新型コロナウイルス感染症等の拡大を防止
するため、感染症対策用資材を備蓄

1,209

100,000

21 ●
　新型コロナウイルス感染症等対策として、
台東区発熱受診相談センターやＰＣＲセン
ターの運営など適切な医療・検査体制を確保

205,905

1,209

22 ●
　学校園等と保護者間の緊急連絡やお知ら
せ、欠席等の連絡手段をデジタル化

7,709

199,887

23 ●
　ＩＣＴ教育を推進するため、全児童・生徒
に整備したタブレットパソコンを授業や家庭
学習において活用

722,727

7,709

722,727



― 158 ―

単位：千円

うち主な
取組みに
係る経費

私立幼稚園小規模園補助及び
健康管理等補助／こども園に
おける児童の安全対策／保育
所等における児童の安全対策
【教・庶務課】
【学務課】
【児童保育課】

教育支援館運営
【教育支援館】

計計　　２２８８事事業業・・・・・・ 22,,446688,,669999 22,,222266,,337777

２２　　東東京京２２００２２００大大会会にに係係るる主主なな関関連連事事業業　　　　　　
単位：千円

うち主な
取組みに
係る経費

東京オリンピック・パラリン
ピック大会推進
【東京オリンピック・パラリ
ンピック担当】

聖火リレー
【東京オリンピック・パラリ
ンピック担当】

障害者アーツ
【文化振興課】

浅草文化観光センター運営
【観光課】

墨田区との連携推進
【観光課】

（花の心プロジェクト）
プロジェクト普及啓発
【環境課】

アスリートから学ぶＬｅｔ’ｓ
Ｅｎｊｏｙスポーツ
【スポーツ振興課】

計計　　　　77事事業業・・・・・・ 227700,,001144 113333,,116622

No.
事業名

【所管課】
行政
計画

主な取組み 予算額

25 ●
　子供を取り巻くいじめ、不登校、虐待及び
貧困等、解決困難な事案の増加に伴い、ス
クールソーシャルワーカーを増員

102,255

38,60024

　新型コロナウイルス感染症等の拡大を防止
するため、私立幼稚園・こども園・保育所等
に対し、感染症対策の徹底に要する経費を補
助

62,459

No. 事業名
【所管課】

行政
計画

主な取組み 予算額

10,472

27 　オリンピック・パラリンピック聖火リレー
の運営をサポート

46,500

28,45726
　循環バスめぐりん車体ラッピングの実施、
オリジナルマスクの作成及びレガシー銘板の
設置

31,359

28

　区内の障害者施設に美術講師を派遣し、
ワークショップを実施するとともに、ワーク
ショップや公募で集めた作品の展示会を上野
の森美術館で開催

3,162

46,500

29 ●
　東京２０２０大会の開催にあわせ、外国人
の来館者を対象に日本文化体験イベントを実
施

128,879

3,162

30 ●
　東京２０２０大会の開催にあわせ、世界各
国の報道関係者を対象に、台東区と墨田区な
らではの文化体験ツアーを実施

2,306

3,093

31 ●
　東京２０２０大会の開催にあわせ、浅草文
化観光センターや区内の鉄道駅等における花
の装飾を実施

46,994

2,306

32 ●

　東京２０２０大会の１００日前イベントと
して、トップアスリートを招聘し、オリン
ピック・パラリンピックの競技種目を体験で
きる機会を提供

10,814

38,830

10,814
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３３　　そそのの他他
単位：千円

うち主な
取組みに
係る経費

旧坂本小学校跡地活用／
学校跡地等維持管理
【用地・施設活用担当】
【経理課】

災害対策本部機能の充実
【危機・災害対策課】

区民の防災力向上
【危機・災害対策課】

防災意識の啓発
【危機・災害対策課】

町会活性化支援
【区民課】

浅草公会堂大規模改修
【区民課】

入谷地区センター（区民館併
設）改築
【区民課】

台東区産業フェア
【産業振興課】

海外プロモーション推進
【産業振興課】

特別養護老人ホーム「浅草」
大規模改修
【高齢福祉課】

（仮称）竜泉二丁目福祉施設
整備
【高齢福祉課】

認知症高齢者支援の推進
【介護予防・地域支援課】

No.
事業名

【所管課】
行政
計画

主な取組み 予算額

34 ●
　風水害時における情報発信機能や、居住地
の町会名表示機能を追加するため、防災アプ
リを改修

44,790

101,60433 ●
　暫定活用として広場空間を整備するため、
校舎解体工事を実施（解体工事期間：令和４
年３月～９月）

113,190

35 ●
　防災団やマンション管理組合を対象に非常
用発電機等の購入経費を助成

31,467

14,410

36 ●
　水害ハザードマップを改定し、全戸配布す
るとともに、安全・安心ハンドブック等の外
国語版を改定

39,103

9,000

37 　町会活性化のため、アドバイザー派遣及び
地域交流事業等を実施

13,446

38,641

38 ●
　利用者の安全性・利便性・快適性の向上を
図るため、大規模改修工事を実施（工事期
間：令和３年２月～１１月）

2,296,929

1,746

39 ●
　老朽化に伴い、入谷地区センター（区民館
併設）の改築を実施（工事期間：令和３年２
月～４年２月）

516,139

2,296,929

40 ●
　展示会を開催するとともに、ホームページ
をリニューアル

30,140

516,139

41 ●

　海外販路開拓を考えている区内中小企業と
タイの現地日系企業をオンラインで繋ぎ、東
南アジア情勢の解説等を行うセミナー及び交
流会を実施

2,724

30,140

42 ●
　老朽化対応と居住環境向上のため、大規模
改修工事を実施（工事期間：令和３年７月～
４年７月）

822,141

2,724

43 ●

　特別養護老人ホーム三ノ輪・蔵前・千束を
再編成し、居住環境の向上と高齢者福祉施策
の充実を図る施設を整備（令和３年度は実施
設計及び校舎等解体工事）

259,803

822,141

44 ●
　認知症の早期発見・早期対応のため、高齢
者の認知機能低下の状況を把握できる、簡易
認知機能スケールを導入

6,916

259,803

328
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単位：千円

うち主な
取組みに
係る経費

福祉作業所等／グループホー
ム／生活介護／障害者施設整
備助成
【障害福祉課】

重度身体障害者グループホー
ム
【障害福祉課】

福祉作業所等工賃向上支援
【障害福祉課】

たいとう第三福祉作業所等改
築
【障害福祉課】

（仮称）北上野二丁目福祉施
設整備
【松が谷福祉会館】

生活保護事務
【保護課】

産後ケア
【保健サービス課】

公衆喫煙所の整備
【環境課】

北上野一丁目清掃施設整備
【清掃リサイクル課】
【台東清掃事務所】

東上野四・五丁目地区まちづ
くり推進
【地域整備第一課】

密集住宅市街地整備促進
【地域整備第三課】

谷中地区まちづくり推進
【地域整備第三課】

※ゴシックは新規事業

No.
事業名

【所管課】
行政
計画

主な取組み 予算額

46
　日本堤一丁目に整備される重度身体障害者
グループホームに対し、運営費を助成

24,733

31,62045 ●
　今戸二丁目及び竜泉一丁目に整備される知
的障害者グループホーム等に対し、整備費や
運営費を助成

281,901

47 ●
　引き続き福祉作業所等が共同受注に対応で
きるよう、北上野一丁目に作業場を整備（工
事期間：令和３年４月～９月）

14,501

10,000

48

　老朽化に伴い、たいとう第三福祉作業所及
び知的障害者グループホーム「元浅寮」が併
設する施設を改築（令和３年度は基本設計及
び実施設計）

21,472 21,472

6,665

49 ●

　子供から若者まで切れ目のない相談や支援
を提供するとともに、障害者の日中活動の拠
点となる施設を整備（令和３年度は土壌調
査）

2,783 2,783

50 　生活保護法の改正に伴い、生活習慣病等に
関する保健指導及び生活支援を実施

104,623 1,266

51 ●

　母子保健法改正に伴い、「デイサービス
型」及び「アウトリーチ型乳房ケア」を実施
するとともに、「乳房ケア事業」の期間を延
長

43,680 17,740

52 ●
　池之端二丁目の公衆喫煙所をコンテナ型喫
煙所に改良整備

21,786 14,505

53
　台東清掃事務所北上野分室を北上野一丁目
に移転し、隣接するストックヤードと一体的
に整備（工事期間：令和３年４月～９月）

82,412 82,412

54 ●
　「東上野四・五丁目地区地区計画」の実現
に向け、土地区画整理事業調査設計及び土壌
汚染状況調査を実施

18,047 18,047

55 ●
　谷中二・三・五丁目地区において、防災性
を向上させるため、道路拡幅のための用地取
得及び不燃化建替助成を実施

84,933 84,933

56 ●
　景観形成ガイドラインの策定や景観形成に
係る建築物等意向調査を実施

11,510 11,510
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単位：千円

うち主な
取組みに
係る経費

安全で安心して住める建築物
等への助成
【建築課】
【住宅課】

無電柱化の推進
【土木課】

凌雲橋の架け替え
【土木課】

台東育英小学校教室等整備／
育英幼稚園園舎整備
【教・庶務課】
【学務課】

浅草中学校知的障害特別支援
学級の設置
【学務課】

図書館情報システム
【中央図書館】

計画の策定、改定等
【企画課】
【危機・災害対策課】
【区民課】
【福祉課】
【計画調整課】
【教・庶務課】【指導課】

東京都議会議員選挙
【選挙管理委員会事務局】

衆議院議員選挙及び最高裁判
所裁判官国民審査
【選挙管理委員会事務局】

※ゴシックは新規事業
計計　　４４２２事事業業・・・・・・ 55,,884466,,883377 55,,224411,,664400

No.
事業名

【所管課】
行政
計画

主な取組み 予算額

58 ●
　無電柱化の推進のため、浅草一丁目におい
て詳細設計及び試掘調査を実施し、谷中三丁
目において施工計画検討を実施

43,285

3,00057 ●

　通学路沿道におけるブロック塀等改善工事
について、助成限度額の上乗せを継続すると
ともに、道路幅員４ｍ未満の場合における助
成率を引き上げ

71,426

59 ●
　凌雲橋の架け替えに向けた概略設計をＪＲ
と共同で実施

24,200

43,285

60
　児童数の増加に対応するため、体育館棟を
増改築し、必要な教室及び園舎を整備

407,140

24,200

61 　中学校知的障害特別支援学級の生徒数増に
伴い、浅草中学校に特別支援学級を設置

52,417

407,140

62 　図書館情報システムを更改し、図書などの
検索・予約機能等を強化

126,247

52,417

63

〔計画の策定、改定〕
　〇長期総合計画・行政計画（令和４年度）
　〇地域防災計画
　〇多文化共生推進プラン
　〇地域福祉計画
　〇バリアフリー基本構想
　〇学校教育情報化推進計画

37,967

82,747

64 　東京都議会議員選挙を実施
　（任期満了日：令和３年７月２２日）

84,917

37,307

65
　衆議院議員選挙及び最高裁判所裁判官国民
審査を実施
　（任期満了日：令和３年１０月２１日）

110,069

84,917

110,069
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長期継続契約一覧（令和3年1月15日現在）

単位：円

所管課 事業名 契約件名 契約期間
契約額

（消費税含む）

情報政策課
情報化施策の推
進

Ｗｅｂ会議等用パソコン借上（保
守付）

2.9.1
～

7.8.31
13,200,000

情報システム課
情報システムの
クラウド化推進

「全庁LANネットワーク基盤更改総
合サービス」の利用業務委託

29.8.1
～

4.4.30
371,470,781

情報システム課
内部系業務シス
テム

全庁LANクライアント機器等借上
（平成29年度導入分）

29.11.16
～

4.11.15
21,189,600

情報システム課
インターネット
接続基盤

インターネット接続用ファイア
ウォール等機器借上

30.3.1
～

5.2.28
11,190,960

情報システム課
情報システムの
クラウド化推進

「ネットワーク統合に関わる総合
サービス」利用業務委託

30.7.1
～

5.3.31
260,467,299

情報システム課
インターネット
接続基盤

ファイル無害化システム機器借上
30.7.16

～
5.7.15

1,530,554

情報システム課
内部系業務シス
テム

サーバ室等入退室管理システム機
器等借上（保守付）

30.11.1
～

5.10.31
5,893,560

情報システム課
基幹系業務シス
テム

住民基本台帳ネットワークＣＳ
ファイアウォール機器借上

31.3.1
～

6.2.29
861,840

情報システム課
基幹系業務シス
テム

基幹系業務システムアプリケー
ションパッケージ利用契約

31.4.1
～

6.3.31
58,336,740

情報システム課
基幹系業務シス
テム

センタプリンタ機器借上（保守
付）

1.9.1
～

6.8.31
21,643,200

情報システム課
基幹系業務シス
テム

住記プリンタ機器借上（令和元年
度導入分）（保守付）

1.9.1
～

6.8.31
6,362,820

情報システム課
内部系業務シス
テム

内部系クライアント機器等借上
（平成３１年度導入分）

1.9.1
～

6.8.31
363,923,280

情報システム課
基幹系業務シス
テム

ＯＣＲ機器借上（保守付）
1.10.1

～
6.9.30

6,600,000

情報システム課
内部系業務シス
テム

ＬＧＷＡＮファイアウォール等機
器借上（保守付）

1.10.1
～

6.9.30
20,222,400

※所管課及び事業名は、令和3年度予算の内容で記載。
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所管課 事業名 契約件名 契約期間
契約額

（消費税含む）

情報システム課
公共施設予約シ
ステム

公共施設予約システム借上（保守
付）

1.10.1
～

6.9.30
7,293,000

情報システム課
基幹系業務シス
テム

住民基本台帳ネットワーク機器借
上

1.11.1
～

6.10.31
9,768,000

情報システム課
基幹系業務シス
テム

住民情報系クライアント機器等借
上（令和元年度導入分）（保守
付）

1.11.1
～

6.10.31
12,870,000

情報システム課
公共施設予約シ
ステム

台東区公共施設予約システム　プ
リンタ機器借上（保守付）

1.11.1
～

6.10.31
1,768,800

情報システム課
内部系業務シス
テム

内部系ロードバランサ機器借上
（保守付）

1.12.1
～

6.11.30
28,512,000

情報システム課
基幹系業務シス
テム

指静脈認証装置借上（保守付）
2.3.1
～

7.2.28
47,506,800

情報システム課
基幹系業務シス
テム

住民情報系クライアント機器等借
上（令和２年度導入分）（保守
付）

2.6.1
～

7.5.31
216,295,200

情報システム課
基幹系業務シス
テム

基幹系プリンタ機器借上（保守
付）

2.7.1
～

7.6.30
33,910,800

情報システム課
基幹系業務シス
テム

介護ＯＣＲ機器借上（保守付）
2.10.1

～
7.9.30

4,804,800

情報システム課
内部系業務シス
テム

内部系プリンタ借上（保守付）
2.10.1

～
7.9.30

54,582,000

情報システム課
内部系業務シス
テム

内部系複合機借上（保守付）（単
価）

2.10.1
～

7.9.30
66,528,000

総務課 文書事務 郵便料金計器借上
28.4.1

～
4.3.31

855,360

総務課 自動車管理 電気自動車（貨物）借上
28.5.1

～
3.4.30

3,719,520

総務課 文書事務 印刷機器等借上（保守付）(単価)
29.4.1

～
4.3.31

9,484,200

総務課 庁舎維持管理 デジタル印刷機借上
29.4.1

～
4.3.31

421,200
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所管課 事業名 契約件名 契約期間
契約額

（消費税含む）

総務課 文書事務 シュレッダー借上（保守付）
2.4.1
～

7.3.31
511,500

人事課 人事事務 人事管理システム運用保守委託
1.8.1
～

6.7.31
81,962,020

広報課
台東区公式ホー
ムページ

台東区公式ホームページ　コンテ
ンツマネジメントシステム（ＣＭ
Ｓ）の運用・保守業務委託

2.12.1
～

7.11.30
23,218,800

施設課 営繕事務
カラーレーザープリンター借上
（保守付）（単価）

30.4.1
～

5.3.31
680,400

施設課 営繕事務
施設課複合機借上（保守付）（単
価）

30.4.1
～

5.3.31
1,341,360

人権・男女共同
参画課

男女平等推進プ
ラザ管理運営

印刷機借上（保守付）
28.4.1

～
3.3.31

1,134,000

人権・男女共同
参画課

男女平等推進プ
ラザ管理運営

男女平等推進プラザ　複写機借上
（保守付）（単価）

2.10.1
～

7.3.31
1,128,600

生活安全推進課
「子どもの安
全」巡回パト
ロール

「子どもの安全」巡回パトロール
及び資源パトロール用軽自動車借
上

31.4.1
～

4.3.31
6,601,056

区民課 区民館管理運営
金杉区民館下谷分館移動式通信カ
ラオケ借上（保守付）

28.4.1
～

3.3.31
975,600

区民課
区民事務所管理
運営

区民事務所等ファックス兼用複写
機借上（保守付）

31.4.1
～

6.3.31
14,365,652

戸籍住民サービ
ス課

戸籍事務・住民
基本台帳事務

戸籍住民サービス課複合機借上
（保守付）（単価）

30.4.1
～

5.3.31
2,922,480

戸籍住民サービ
ス課

戸籍事務
窓口受付番号表示システム借上
（保守付）

30.5.1
～

5.3.31
12,009,945

戸籍住民サービ
ス課

戸籍事務
戸籍事務シュレッダー借上（保守
付）

31.4.1
～

6.3.31
777,384

戸籍住民サービ
ス課

住民基本台帳事
務

住基事務シュレッダー借上（保守
付）

2.4.1
～

7.3.31
574,200

戸籍住民サービ
ス課

戸籍事務
戸籍システムクライアント機器等
借上（令和２年度導入分）（保守
付）

3.1.1
～

7.12.31
17,443,800

164



― 165 ―

単位：円

所管課 事業名 契約件名 契約期間
契約額

（消費税含む）

子ども家庭支援
センター

日本堤子ども家
庭支援センター

日本堤子ども家庭支援センター
ファクシミリ借上（保守付）（単
価）

28.4.1
～

3.3.31
673,920

子ども家庭支援
センター

日本堤子ども家
庭支援センター
谷中分室

（仮称）谷中子育て支援施設複合
機借上（保守付）（単価）

30.12.1
～

5.11.30
560,520

子ども家庭支援
センター

台東子ども家庭
支援センター

台東子ども家庭支援センター複合
機借上（保守付）（単価）

2.4.1
～

7.3.31
718,080

文化振興課
たなか舞台芸術
スタジオ

たなか多目的センター１階及び２
階複合機借上（保守付）（単価）

2.4.1
～

7.3.31
877,800

文化振興課
たなか舞台芸術
スタジオ

たなか舞台芸術スタジオ印刷機借
上（保守付）

2.4.1
～

7.3.31
726,000

観光課
浅草文化観光セ
ンター運営

浅草文化観光センターネットワー
ク機器借上(保守付)

29.5.1
～

4.4.30
16,220,960

観光課
浅草文化観光セ
ンター運営

浅草文化観光センター　デジタル
サイネージ運用・保守委託

30.4.1
～

5.3.31
1,449,090

観光課
浅草文化観光セ
ンター運営

浅草文化観光センター　１５面マ
ルチモニター用機器借上（保守
付）

30.4.1
～

5.3.31
35,542,800

観光課
浅草文化観光セ
ンター運営

浅草文化観光センター複合機及び
複写機借上（保守付）（単価）

30.4.1
～

5.3.31
1,976,400

観光課
浅草文化観光セ
ンター運営

浅草文化観光センター　タッチパ
ネル及びビデオプロジェクター機
器借上（保守付）

2.1.1
～

6.12.31
3,465,000

産業振興課
伝統工芸産業の
振興

江戸下町伝統工芸館　デジタル複
合機借上（保守付）（単価）

28.4.1
～

3.3.31
386,640

産業振興課
台東デザイナー
ズビレッジ運営

台東デザイナーズビレッジデジタ
ル複合機保守借上(保守付)(単価)

29.4.1
～

4.3.31
696,600

産業振興課
花川戸一丁目施
設維持管理

浅草保健相談センターＧＨＰエア
コン借上(保守付)

29.12.1
～

9.11.30
20,310,912

高齢福祉課
みのわ高齢者在
宅サービスセン
ター

みのわ高齢者在宅サービスセン
ター　送迎用福祉車輌借上

26.7.1
～

3.6.30
8,618,400

高齢福祉課
千束健康増進セ
ンターほか

千束保健福祉センター電話機等借
上（保守付）

28.4.1
～

3.3.31
1,671,840

165



― 166 ―

単位：円

所管課 事業名 契約件名 契約期間
契約額

（消費税含む）

松が谷福祉会館
松が谷福祉会館
管理運営

松が谷福祉会館ボタン電話装置等
借上（保守付）

27.4.1
～

3.3.31
1,653,480

松が谷福祉会館
松が谷福祉会館
管理運営

松が谷福祉会館介護給付請求用パ
ソコン借上(保守付)

29.4.1
～

4.3.31
291,600

松が谷福祉会館
松が谷福祉会館
管理運営

松が谷福祉会館　デジタル印刷機
借上（保守付）

30.4.1
～

5.3.31
453,600

松が谷福祉会館
松が谷福祉会館
管理運営

松が谷福祉会館複合機借上（保守
付）（単価）

31.4.1
～

6.3.31
622,080

松が谷福祉会館
松が谷福祉会館
管理運営

松が谷福祉会館複写機借上（保守
付）（単価）

2.4.1
～

7.3.31
767,794

国民健康保険課
事業運営事務費
（後期高齢者医
療会計）

後期高齢者医療広域連合電算処理
システム用端末機器等（独自調達
分）借上

31.1.1
～

5.12.31
440,640

生活衛生課
自動体外式除細
動器普及啓発

自動体外式除細動器（ＡＥＤ）借
上（平成２８年度借上開始分）

28.4.1
～

3.3.31
5,698,242

生活衛生課 保健所運営
台東区健康センターファクシミリ
借上（保守付）（単価）

28.4.1
～

3.3.31
424,440

生活衛生課
自動体外式除細
動器普及啓発

自動体外式除細動器（ＡＥＤ）借
上（平成２９年度借上開始分）

29.4.1
～

4.3.31
8,425,848

生活衛生課
自動体外式除細
動器普及啓発

自動体外式除細動器（ＡＥＤ）借
上（平成３０年度借上開始分）
（保守付）

30.4.1
～

5.3.31
4,190,097

生活衛生課
自動体外式除細
動器普及啓発

自動体外式除細動器（ＡＥＤ）借
上（平成３１年度借上開始分）
（保守付）

31.4.1
～

6.3.31
3,865,320

生活衛生課 保健所運営
台東区健康センター複写機借上
（保守付）（単価）

31.4.1
～

6.3.31
2,592,000

生活衛生課 保健所運営
台東区健康センター　デジタル印
刷機借上（保守付）

31.4.1
～

6.3.31
197,640

生活衛生課
自動体外式除細
動器普及啓発

自動体外式除細動器（ＡＥＤ）借
上（令和２年度借上開始分）（保
守付）

2.4.1
～

7.3.31
1,483,633

生活衛生課
検査センター運
営

リアルタイムＰＣＲシステム借上
2.4.1
～

7.3.31
7,722,000
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保健サービス課
上野健康増進セ
ンター

上野健康増進センタートレーニン
グマシーン借上

28.4.1
～

3.3.31
9,259,920

保健サービス課
千束健康増進セ
ンター

千束健康増進センター複合機借上
(保守付)(単価)

29.4.1
～

4.3.31
321,300

保健サービス課
浅草保健相談セ
ンター運営

浅草保健相談センター機械警備委
託

1.12.1
～

6.11.30
2,739,000

保健サービス課
浅草保健相談セ
ンター運営

浅草保健相談センターファクシミ
リ借上（保守付）（単価）

1.12.1
～

6.11.30
392,700

保健サービス課
浅草保健相談セ
ンター運営

浅草保健相談センター　電話装置
借上（保守付）

1.12.1
～

6.11.30
2,006,400

保健サービス課
浅草保健相談セ
ンター運営

浅草保健相談センター複写機借上
（保守付）（単価）

1.12.1
～

6.11.30
1,469,820

保健サービス課
浅草保健相談セ
ンター運営

浅草保健相談センター　印刷機借
上（保守付）

1.12.1
～

6.11.30
310,200

環境課 環境学習の推進
環境学習室運営に伴う各種OA機器
借上(保守付)

29.2.1
～

4.1.31
3,666,480

環境課 環境学習の推進
環境学習室複写機借上(保守付)(単
価)

29.2.1
～

4.1.31
465,105

環境課
環境清掃部管理
運営

電気自動車借上
2.5.1
～

7.4.30
2,640,000

清掃リサイクル
課

集団回収支援
集団回収管理システム　クライア
ント機器等借上（保守付）

1.12.1
～

6.11.30
600,600

清掃リサイクル
課

一般廃棄物処理
業の指導事務

東京２３区廃棄物情報管理システ
ム機器等借上（保守付）

2.9.1
～

7.8.31
1,419,000

清掃リサイクル
課

清掃総務運営 低公害車借上
2.10.1

～
7.9.30

3,399,000

台東清掃事務所 清掃事務所運営
台東清掃事務所ファクシミリ借上
（保守付）

28.4.1
～

3.3.31
476,280

台東清掃事務所 清掃事務所運営
軽小型貨物車（軽平ボディート
ラック）借上

28.10.3
～

3.9.30
2,313,360
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台東清掃事務所 清掃事務所運営
台東清掃事務所複写機借上（保守
付）(単価)

29.4.1
～

4.3.31
641,520

台東清掃事務所 清掃事務所運営 台東清掃事務所　電話機等借上
30.4.1

～
5.3.31

1,289,520

台東清掃事務所
直営清掃車庫運
営

清川清掃車庫複写機借上（保守
付）（単価）

30.4.1
～

5.3.31
504,144

台東清掃事務所
有料ごみ処理券
事務

ごみ処理券管理システム用　パソ
コン等借上（保守付）

1.12.1
～

6.11.30
547,800

交通対策課
自動車等駐車場
運営

上野中央通り地下駐車場ファクシ
ミリ兼複写機借上(保守付)

29.4.1
～

4.3.31
324,000

交通対策課 放置自転車対策
放置自転車移送返還システム機器
借上（保守付）

1.10.1
～

6.9.30
16,849,800

道路管理課 道路占用事務
道路管理システム専用端末等借上
（保守付）

28.4.1
～

3.3.31
790,560

道路管理課 道路台帳整備
台東区地理情報システム機器借上
（保守付）

2.1.6
～

7.1.5
33,206,580

道路管理課 道路占用事務
台東区道路占用等管理システム借
上（保守付）

2.1.6
～

7.1.5
6,015,240

土木課 設計システム
積算システム用コンピュータ及び
プリンター借上（保守付）

28.4.1
～

3.3.31
2,041,200

公園課 公遊園維持管理
公園施設管理システム保守及び運
用業務委託

31.4.1
～

6.3.31
12,297,490

公園課 公遊園維持管理
公園施設管理システムソフトウェ
ア借上（保守付）

31.4.1
～

6.3.31
4,847,040

公園課
公園管理事務所
維持管理

公園管理事務所ファクシミリ借上
（保守付）（単価）

31.4.1
～

6.3.31
326,592

公園課
土木担当管理運
営

庁用車借上
2.12.1

～
7.11.30

2,587,200

教・庶務課 保育所施設管理 三筋保育園　ＧＨＰ式空調機借上
26.4.1

～
4.5.31

8,812,800
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単位：円

所管課 事業名 契約件名 契約期間
契約額

（消費税含む）

教・庶務課
小学校施設管理・
中学校施設管理・
幼稚園施設管理

忍岡小学校他４校・園　電話設備
借上（保守付）

28.4.1
～

3.3.31
7,419,600

教・庶務課 保育所施設管理 区立保育園印刷機借上（保守付）
28.4.1

～
3.3.31

2,789,640

教・庶務課 保育所施設管理
松が谷保育園ファクシミリ借上
（保守付）（単価）

28.8.1
～

3.7.31
513,000

教・庶務課
児童用パソコン
整備・生徒用パ
ソコン整備

上野小学校外5校児童生徒用パソコ
ン機器類借上（保守付）

29.4.1
～

4.3.31
137,246,400

教・庶務課
こども園施設管
理

石浜橋場こども園デジタル複合機
借上(東園舎分)(保守付)

29.4.1
～

4.3.31
246,240

教・庶務課
児童用パソコン
整備

台東育英小学校タブレットパソコ
ン充電保管庫等借上

30.4.1
～

4.3.31
979,776

教・庶務課
校務支援システ
ムの運営

特別支援担当教諭用クライアント
機器等借上（保守付）（平成３０
年度借上開始分）

30.4.1
～

5.3.31
3,101,187

教・庶務課

小学校維持運営・中
学校維持運営・幼稚
園維持運営・こども
園施設管理

学校・園複写機借上（保守付）
（単価）

30.4.1
～

5.3.31
20,548,831

教・庶務課

小学校維持運営・中
学校維持運営・幼稚
園維持運営・こども
園施設管理

上野小学校他９校・園　電話設備
借上（保守付）

30.4.1
～

5.3.31
10,121,760

教・庶務課 保育所施設管理
区立保育園　印刷機借上（保守
付）

30.4.1
～

5.3.31
1,642,680

教・庶務課
小学校ＩＣＴ教育
の推進・中学校Ｉ
ＣＴ教育の推進

浅草小学校他２校ＩＣＴ教育機器
等借上

30.9.1
～

5.8.31
41,225,220

教・庶務課 小学校施設管理
蔵前小学校電話設備借上（保守
付）

31.1.1
～

5.12.31
3,159,360

教・庶務課
小学校施設管理・中
学校施設管理・幼稚
園施設管理

金曽木小学校他６校・園　電話設
備借上（保守付）

31.4.1
～

6.3.31
9,717,300

教・庶務課
校務支援システ
ムの運営

校務支援システム基盤サーバ機器
等借上（保守付）

1.8.1
～

6.7.31
301,521,600

教・庶務課
児童用パソコン
整備

東泉小学校外３校児童生徒用パソ
コン機器類借上（保守付）

1.9.1
～

6.3.31
98,093,160
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単位：円

所管課 事業名 契約件名 契約期間
契約額

（消費税含む）

教・庶務課
校務支援システ
ムの運営

校務支援システム用クライアント
機器等借上（保守付）

1.9.1
～

6.8.31
241,579,800

教・庶務課
小学校施設管
理・幼稚園施設
管理

平成小学校外１園　電話設備借上
（保守付）

1.11.1
～

6.10.31
1,452,000

教・庶務課
校務支援システ
ムの運営

校務支援システム運用保守委託
2.4.1
～

6.7.31
234,920,400

教・庶務課
小学校施設管理・
中学校施設管理・
幼稚園施設管理

東泉小学校外８校・園電話設備借
上（保守付）

2.4.1
～

7.3.31
13,008,600

教・庶務課
小学校ＩＣＴ教育
の推進・中学校Ｉ
ＣＴ教育の推進

学習系ネットワーク基盤サービス
利用業務委託

2.4.1
～

7.3.31
1,072,339,781

教・庶務課 保育所施設管理
谷中保育園複合機借上（保守付）
（単価）

2.4.1
～

7.3.31
547,250

教・庶務課
小学校ＩＣＴ教育
の推進・中学校Ｉ
ＣＴ教育の推進

学習系ネットワーク機器等借上
（保守付）

2.7.1
～

7.6.30
98,417,973

教・庶務課
小学校ＩＣＴ教育
の推進・中学校Ｉ
ＣＴ教育の推進

上野小学校他２３校ＩＣＴ教育機
器等借上

2.9.1
～

7.8.31
343,182,840

教・庶務課
小学校ＩＣＴ教育
の推進・中学校Ｉ
ＣＴ教育の推進

学習者用タブレットパソコン等借
上（保守付）

2.11.1
～

7.8.31
1,207,249,120

教・庶務課
校務支援システ
ムの運営

人事管理システム幼稚園追加運用
保守委託

3.1.1
～

6.7.31
741,200

教・庶務課
小学校ＩＣＴ教育
の推進・中学校Ｉ
ＣＴ教育の推進

１人１台学習者用タブレットパソ
コン等借上（保守付）

3.1.1
～

7.12.31
235,686,000

学務課
幼稚園一般衛生
安全管理

自動体外式除細動器（ＡＥＤ）借
上（平成３１年度借上分）（保守
付）

31.4.1
～

4.3.31
2,111,082

教育支援館 教育支援館運営 教育支援館コピー機借上
30.4.1

～
5.3.31

239,760

教育支援館 教育支援館運営
教育支援館　パソコン等借上（保
守付）

30.4.1
～

5.3.31
984,960

教育支援館 教育支援館運営
教育相談室等パソコン等借上（保
守付）

31.4.1
～

6.3.31
1,910,520
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単位：円

所管課 事業名 契約件名 契約期間
契約額

（消費税含む）

生涯学習課
生涯学習セン
ター管理運営

生涯学習センター　貸出備品プロ
ジェクター借上（平成２８年度借
上分）（保守付）

28.4.1
～

3.3.31
259,200

生涯学習課
生涯学習セン
ター管理運営

マルチメディアルームパソコン等
借上（保守付）

28.4.1
～

3.3.31
7,691,760

生涯学習課
生涯学習セン
ター管理運営

生涯学習センター　ファクシミリ
借上（保守付）（単価）

28.4.1
～

3.3.31
334,260

生涯学習課
上野の森ジュニ
ア合唱団

台東区上野の森ジュニア合唱団事
務室複写機借上(保守付)(単価)

29.4.1
～

4.3.31
660,960

生涯学習課
生涯学習セン
ター管理運営

５０１コンピュータ研修室　パソ
コン等借上（保守付）

30.4.1
～

5.3.31
20,736,000

生涯学習課
生涯学習セン
ター管理運営

生涯学習センター複合機借上（保
守付）（単価）

31.4.1
～

6.3.31
2,147,688

生涯学習課
生涯学習セン
ター管理運営

生涯学習センター　貸出備品プロ
ジェクター借上（保守付）

2.4.1
～

7.3.31
224,400

生涯学習課
生涯学習セン
ター管理運営

生涯学習センター　デジタル印刷
機借上（保守付）

2.4.1
～

7.3.31
514,800

スポーツ振興課
リバーサイドス
ポーツセンター
管理運営

リバーサイドスポーツセンター
トレーニングルーム機器借上

28.4.1
～

3.3.31
30,993,840

スポーツ振興課
生涯学習セン
ター管理運営

生涯学習センタートレーニング
ルーム　トレーニング機器借上
（保守付）

28.10.3
～

3.10.2
12,454,560

スポーツ振興課
清島温水プール
管理運営

清島温水プール　自動券売機借上
30.4.1

～
5.3.31

1,198,800

スポーツ振興課
柳北スポーツプ
ラザ管理運営

柳北スポーツプラザ　自動券売機
借上

31.4.1
～

6.3.31
1,697,760

中央図書館
図書館情報シス
テム

図書館システムＩＣ機器連携ソフ
トウェア、ハードウェア借上（保
守付）

29.1.1
～

3.12.31
23,237,280

中央図書館
図書館情報シス
テム

図書館ＩＣタグシステム機器借上
（保守付）

29.1.1
～

3.12.31
39,939,480

中央図書館 図書館管理運営
台東区立図書館利用者サービス用
課金装置付デジタル複合機借上(保
守付)(単価)

29.4.1
～

4.3.31
1,921,320
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単位：円

所管課 事業名 契約件名 契約期間
契約額

（消費税含む）

中央図書館 図書館管理運営
台東区立図書館デジタル複合機借
上(保守付)(単価)

29.4.1
～

4.3.31
751,680

中央図書館 図書館管理運営
台東区立中央図書館及び浅草橋分
室デジタル複合機借上（保守付）
（単価）

30.4.1
～

5.3.31
1,223,100

中央図書館
郷土資料の記録
と整備

郷土・資料調査室インターネット
閲覧用端末及び周辺機器借上（保
守付）

31.1.1
～

5.12.31
2,235,600

中央図書館 図書館管理運営
ボタン電話機及び自動応答装置借
上（保守付）

31.4.1
～

6.3.31
1,963,224

中央図書館
池波正太郎記念
文庫管理運営

池波正太郎記念文庫利用者検索用
端末及び周辺機器借上（保守付）

2.1.1
～

6.12.31
1,366,200

中央図書館
図書館情報シス
テム

中央図書館谷中分室　図書館シス
テム機器及びソフトウェア借上
（保守付）

2.3.1
～

3.12.31
312,180

中央図書館
図書館情報シス
テム

中央図書館谷中分室　パブリック
サイネージ用ディスプレイ借上
（保守付）

2.3.1
～

7.2.28
587,400

中央図書館 図書館管理運営
中央図書館カラープリンター借上
（保守付）

2.4.1
～

7.3.31
481,800

中央図書館 図書館管理運営
中央図書館書籍消毒機借上（保守
付）

2.4.1
～

7.3.31
1,277,100

中央図書館
郷土資料の記録
と整備

郷土・資料調査室パソコン及び周
辺機器借上（保守付）

2.4.1
～

7.3.31
1,069,200

中央図書館
図書館情報シス
テム

図書館システム、ハード、ソフト
及び周辺機器借上（保守付）

3.1.1
～

3.12.31
2,283,600

区議会事務局 議会運営 議長車借上（保守付）
1.6.1
～

6.5.31
4,897,856
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普及啓発 単位：千円 

関連経費 所管課

400 環境課

8,164 環境課

1,015 環境課

9,579

装飾 単位：千円 

関連経費 所管課

38,830 環境課

38,830

区有施設での対応 単位：千円 

関連経費 所管課

1,451 総務課

3,447 区民課

80 子ども家庭支援センター

39 子ども家庭支援センター

42 環境課

99 産業振興課

119 産業振興課

2,269 教・庶務課

922 教・庶務課

事業名 主な内容

庁舎維持管理

　花壇の維持管理

区民館管理運営

日本堤子ども家庭支援センター

日本堤子ども家庭支援センター
谷中分室

環境ふれあい館管理運営

台東デザイナーズビレッジ運営

産業研修センター管理運営

小学校施設管理

中学校施設管理

事業名 主な内容

プロジェクト普及啓発
浅草文化観光センターや区内の鉄道
駅等における花の装飾を実施

小　　計

プロジェクト団体等支援
花苗の配布、花の心フラワーサポー
ターへの支援

小　　計

花の心プロジェクト関連事業

事業名 主な内容

地域緑化推進
個人・事業所が設置するプランター
等への助成

プロジェクト普及啓発
花の心ハンギングバスケットの実
施、花と緑のふれあい広場の開催
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（区有施設での対応） 単位：千円 

関連経費 所管課

567 教・庶務課

382 教・庶務課

159 教・庶務課

119 教・庶務課

198 生涯学習課

9,893

公園等での対応 単位：千円 

関連経費 所管課

472 危機・災害対策課

3,014 公園課

4,926 公園課

8,412

区道での対応 単位：千円 

関連経費 所管課

19,402 環境課

20,884 公園課

40,286

107,000

小　　計

プロジェクト関連　計

事業名 主な内容

地区花壇維持管理・設置 左衛門橋通り等の花壇維持管理

街路樹及び緑地帯維持管理
並木通り「おもてなしの庭」の維持
管理等

街路樹及び緑地帯維持管理
駒形橋ポケットパークの花壇維持管
理

公遊園樹木等管理 公遊園の花壇維持管理

小　　計

小　　計

事業名 主な内容

防災広場の維持管理 防災広場初音の森の花壇維持管理

事業名 主な内容

幼稚園施設管理

　花壇の維持管理

保育所施設管理

児童館・こどもクラブ等施設管理

こども園施設管理

生涯学習センター管理運営
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うち、
東京2020大会

関連経費

1 ＣＡＴＶ放送番
組制作

広報課 141,914 335
台東区ゆかりのオリンピック・
パラリンピック選手への番組出
演依頼

2
東京オリンピッ
ク・パラリンピッ
ク大会推進

東京オリン
ピック・パラ
リンピック
担当

31,359 31,359
循環バスめぐりん車体ラッピング
の実施、オリジナルマスクの作成
及びレガシー銘板の設置

〔レガシー銘板〕
台東リバーサイド
スポーツセンター、
浅草文化観光セン
ター付近

3 聖火リレー

東京オリン
ピック・パラ
リンピック
担当

46,500 46,500
オリンピック・パラリンピック聖火
リレーの運営をサポート

台東リバーサイド
スポーツセンター
（陸上競技場）、聖
火リレーコース沿
道等

4 台東区芸術文
化財団運営

文化振興課 296,966 3,237
東京2020大会に関連するコン
サートや企画展の開催に対して
助成

旧東京音楽学校
奏楽堂、下町風俗
資料館

たいとう文化発信
プログラム関連

5 たいとう文化発
信プログラム

文化振興課 2,002 2,002
ウェブサイト「たいとう文化マル
シェ」での情報発信

たいとう文化発信
プログラム関連

6
上野の山文化
ゾーンフェスティ
バル

文化振興課 2,959 2,959
東京2020大会期間にあわせ、
事業を前倒しして実施

上野の山の文化施
設等

たいとう文化発信
プログラム関連

7 上野「文化の杜」
新構想推進

文化振興課 3,900 3,900
東京2020大会に関連した社会
包摂をテーマとした事業を実施

上野恩賜公園内
（文化施設等）

たいとう文化発信
プログラム関連

8 障害者アーツ 文化振興課 3,162 3,162

区内の障害者施設に美術講師を
派遣し、ワークショップを実施す
るとともに、ワークショップや公募
で集めた作品の展示会を上野の
森美術館で開催

区内障害者施設、
上野の森美術館

たいとう文化発信
プログラム関連

9 浅草文化観光セ
ンター運営

観光課 128,879 3,093
東京２０２０大会の開催にあわ
せ、外国人の来館者を対象に日
本文化体験イベントを実施

浅草文化観光セン
ター

たいとう文化発信
プログラム関連

10 観光プロモー
ションの推進

観光課 17,525 3,492
東京都が実施する東京2020大
会のパブリックビューイング会場
に観光PRブースを設置

上野恩賜公園（竹
の台広場）

11 おもてなしの人
づくり

観光課 851 496

外国人観光客に対するマナー啓
発キャンペーンの実施及び民間
事業者等トイレの一般開放の協
力依頼

12 観光ボランティ
ア

観光課 9,616 90
東京2020大会期間中に、特別
フリーガイドを実施

13 墨田区との連携
推進

観光課 2,306 2,000

東京２０２０大会の開催にあわ
せ、世界各国の報道関係者を対
象に、台東区と墨田区ならではの
文化体験ツアーを実施

台東区、墨田区

東京2020大会に係る関連事業

Ｎｏ 事業名 所管課 予算額
（千円）

取組内容
実施場所
（予定）

備　考
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うち、
東京2020大会

関連経費

14 患者発生時防
疫措置

保健予防課 205,905 269

東京2020大会期間中の感染症
発生（特に輸入感染症）に対応す
るため、検便及び検体搬送を実
施

15 微細ミストの運
用

環境課 8,214 8,214
東京2020大会に向けて、観光
客への微細ミストによる暑さ対策
を実施

駒形公園、浅草橋
公園、雷門地下駐
車場（階段地上出
入口塔屋）、浅草
文化観光センター

16
〔花の心プロジェクト〕

プロジェクト普
及啓発

環境課 46,994 38,830

東京2020大会の開催にあわ
せ、浅草文化観光センターや区
内の鉄道駅等における花の装飾
を実施

浅草文化観光セン
ター、区内8駅

17 循環バスめぐり
んの運行

交通対策課 274,749 343
東京2020大会をPRするため、
車内放送を実施

18
オリンピック・パ
ラリンピック教育
の推進

教・庶務課
ほか

12,000 12,000

区立小中学校を「オリンピック・パ
ラリンピック教育推進校」に指定
するとともに、区内の幼稚園・保
育園・こども園にオリンピック・パ
ラリンピック教育を推進

19 幼児の体力向上
支援

教・庶務課
ほか

16,270 16,270

幼児の基礎体力向上と職員の指
導力の向上を図るため、区内の
幼稚園・保育園・こども園にス
ポーツ専門指導員を配置

20 国際理解重点
教育

指導課 8,506 8,341

区立小学校6年生を対象とした
体験型英語学習施設での校外学
習及び区立中学校生徒を対象と
した夏季英語体験学習プログラ
ムを実施

21
オリンピック・パ
ラリンピック生涯
学習講座

生涯学習課 547 547

東京2020大会に向けて、区民の
機運醸成と外国人観光客へのお
もてなしの充実を図るため、各種
講座を実施

社会教育センター

22
体育団体指導
育成

スポーツ振
興課

1,711 219

東京2020大会期間にあわせ、イ
ベントの開催やパラリンピック競
技の観戦を通じて、体育団体を
育成

23
アスリートから
学ぶLet’s
Enjoyスポーツ

スポーツ振
興課

10,814 10,814

東京２０２０大会の１００日前イベ
ントとして、トップアスリートを招
聘し、オリンピック・パラリンピック
の競技種目を体験できる機会を
提供

台東リバーサイド
スポーツセンター

24
障害者スポーツ
普及促進

スポーツ振
興課

7,345 875
区内在住・在学の小学生を対象
に、ボッチャの交流大会を開催

台東リバーサイド
スポーツセンター
（体育館）

25
リバーサイドス
ポーツセンター
維持修繕

スポーツ振
興課

24,761 3,133
東京2020大会期間にあわせ
て、大会を象徴する施設へのライ
トアップを実施

台東リバーサイド
スポーツセンター

202,480計

Ｎｏ 事業名 所管課 予算額
（千円）

取組内容
実施場所
（予定）

備　考
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　積立基金の状況

会計年度間の財源調整を行い
ます。

歳計剰余金を積立てます。 10,841,732

7,906,040

社会福祉基金
運用益金または積立金を社会
福祉事業等の費用に活用しま
す。

668,931

奨学基金
運用益金または積立金を困窮
家庭児童等の教育費に活用し
ます。

20,000

教育振興基金
運用益金または積立金を教育
の振興資金等に活用します。

461,100

緑化推進基金
運用益金または積立金を緑化
推進事業の費用に活用しま
す。

11,000

国際交流親善基金
運用益金または積立金を国際
親善事業・国際交流事業の費
用に活用します。

165,000

計 1,326,031

公共施設建設基金
積立金を公共施設の建設・改
築・大規模改修等の費用に活
用します。

歳計剰余金を積立てます。ま
た、区の所有する不動産を売
却した際にその売払収入を積
立てます。

22,267,182

環境整備基金
積立金を浅草地域の環境整備
の費用に活用します。

歳計剰余金を積立てます。ま
た、日本中央競馬会からの寄
附金相当額を積立てます。

1,737,064

都市整備基金
積立金を総合的な都市整備の
推進の費用に活用します。

歳計剰余金を積立てます。 3,967,171

災害対策基金
積立金を災害の予防、応急対
策及び復旧等の費用に活用し
ます。

歳計剰余金を積立てます。 2,741,039

定住基金
積立金及び運用益金を定住促
進対策の推進の費用に活用し
ます。

歳計剰余金を積立てます。ま
た、台東区大規模建築物建築
指導要綱に基づく定住協力金
を積立てます。

4,000

森林環境基金
積立金及び運用益金を森林環
境税の目的に活用します。

森林環境譲与税を積立てま
す。

7,681

台東病院及び老人
保健施設千束基金

積立金を台東病院及び老人保
健施設千束の医療機器等の備
品整備の費用に活用します。

歳計剰余金を積立てます。 ─

計 30,724,137

50,797,940

介護保険
会    計

積立金を介護保険に係る保険
給付及び地域支援事業の費用
に活用します。

予算見込みを上回った介護保
険料や介護給付費の不用額等
を積立てます。

1,201,719

病院施設
会    計

積立金を台東病院及び老人保
健施設千束の医療機器等の備
品整備の費用に活用します。

歳計剰余金を積立てます。 467,311

52,466,970

※歳計剰余金　・・・　予算見込みを上回った税収や歳出の不用額によって、会計全体の歳入が歳出を上回った額。

※台東病院及び老人保健施設千束基金　・・・　令和３年度から一般会計で管理。

合　　計

一般会計合計

介護給付費準備基金

台東病院及び老人保健施設千束基金

一般会計

財政調整基金

その他の特
定目的基金

運用益金ま
たは積立金
を活用する
もの

１００万円以上の寄附金につ
いて、寄附者の意向を踏まえ
て積立てます。

主として積
立金を活用
するもの

減債基金 積立金を特別区債の元利償還
の費用に活用します。

歳計剰余金を積立てます。
また、満期一括償還方式で発
行した特別区債の償還財源と
するため、元金償還額を償還
年数で割った額を毎年度積立
てます。

基金の区分
元年度末
現在高会計 種類・名称 目的 積立の財源

（うち満期一括償還への対応分） (2,369,900)
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（単位：千円）

積立の財源 取崩しの充当先

2,813,891
基金運用益金及び歳計剰
余金見込額を積立てま
す。

3,988,562 9,667,061 △10.8 6,589,035
財源調整の機能を維持で
きるよう、確保していき
ます。

683,484 500,000 8,089,524 2.3 7,695,455

1,000
指定寄附金を積立てま
す。

669,931 0.1 669,931

1,000
指定寄附金を積立てま
す。

21,000 5.0 21,000

1,000 指定寄附金を積立てま
す。

1,000 池波正太郎記念文庫の
経費に充当します。

461,100 0.0 459,100

11,000 0.0 11,000

165,000 0.0 165,000

3,000 1,000 1,328,031 0.2 1,326,031

37,586
根岸三丁目用地売払代金
相当分及び基金運用益金
を積立てます。

1,230,000

浅草公会堂大規模改修
及び小学校大規模改修
等の経費に充当しま
す。

21,074,768 △5.4 18,411,596
今後の公共施設の改築・
大規模改修等に活用して
いきます。

60,963
日本中央競馬会からの寄
附金相当額及び基金運用
益金を積立てます。

190,000
道路及び公園等の整備
経費に充当します。

1,608,027 △7.4 1,438,650
今後の浅草地域の道路・
公園整備事業等に活用し
ていきます。

2,670
基金運用益金を積立てま
す。

280,000
道路及び公園の整備経
費に充当します。

3,689,841 △7.0 3,162,793
今後の都市整備事業等に
活用していきます。

2,017
基金運用益金を積立てま
す。

410,000

防災行政無線デジタル
化及び狭あい道路拡幅
整備等の経費に充当し
ます。

2,333,056 △14.9 2,144,923

災害対策の経費に活用す
るほか、大規模災害時の
財源として確保していき
ます。

4,000 0.0 4,000

16,317 森林環境譲与税及び基金
運用益金を積立てます。

23,998 212.4 40,332 森林環境税の目的に活用
していきます。

─ ─ ─ ─ ─ ─ 339,433
今後の台東病院等の医療
機器の更新等に活用して
いきます。

119,553 2,110,000 28,733,690 △6.5 25,541,727

3,619,928 6,599,562 47,818,306 △5.9 41,152,248

63,891 基金運用益金及び歳計剰
余金を積立てます。

178,119 介護給付費に充当しま
す。

1,087,491 △9.5 972,391 介護保険制度の円滑な運
営に活用していきます。

120,313
基金運用益金及び歳計剰
余金見込額を積立てま
す。

201,151
台東病院の医療機器更
新の経費に充当しま
す。

386,473 △17.3 ─ 令和３年度から一般会計
で管理します。

3,804,132 6,978,832 49,292,270 △6.1 42,124,639

※２年度末現在高見込は基金運用益金の実績等により変動する。

満期一括償還方式で発行
した特別区債の元金償還
額分、基金運用益金を積
立てます。

特別区債の償還に対応で
きるよう、規模を確保し
ていきます。

寄附者の意向等を踏まえ
て対応していきます。

２年度の増減内容（見込）
３年度末

現在高見込
今後の方向

積立額 取崩し額
２年度末

現在高見込
増減率
（%）

(677,000) (0) (3,046,900) (3,046,900)(28.6)
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【参考】 国の一般会計予算規模の推移
歳入 単位：億円

29 30 元 2 3

577,120 590,790 624,950 635,130 574,480

53,729 49,416 63,016 65,888 55,647

343,698 336,922 326,605 325,562 435,970

974,547 977,128 1,014,571 1,026,580 1,066,097

歳出 単位：億円

29 30 元 2 3

235,285 233,020 235,082 233,515 237,588

155,671 155,150 159,850 158,093 159,489

583,591 588,958 619,639 634,972 669,020

974,547 977,128 1,014,571 1,026,580 1,066,097

※令和３年度は、予算政府案（令和３年１月２０日現在）

都の一般会計予算規模の推移
単位：億円

29 30 元 2 3

69,540 70,460 74,610 73,540 74,250

　　 50,435 51,822 55,979 55,332 56,122

う ち 経 常 経 費 39,699 40,701 42,710 44,839 46,719

う ち 投 資 的 経 費 10,736 11,121 13,269 10,493 9,403

　 19,105 18,638 18,631 18,208 18,128

4.3 1.3 5.9 △ 1.4 1.0

※令和３年度は、東京都予算案（令和３年１月２９日現在）

地方財政計画の推移
単位：億円

29 30 元 2 3

390,663 394,294 401,633 409,366 382,704

25,364 25,754 27,123 26,086 18,462

1,328 1,544 4,340 2,007 3,577

163,298 160,085 161,809 165,882 174,385

91,907 92,186 94,282 92,783 112,407

193,638 195,137 206,743 211,273 206,865

866,198 869,000 895,930 907,397 898,400

3.9 0.3 3.1 1.3 △ 1.0

※令和３年度は、地方財政対策に基づく数値（令和２年１２月２１日現在）

そ の 他

歳 入 合 計

対前年度伸び率（％）

地 方 譲 与 税

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

地 方 債

財 政 規 模

一 般 歳 出

公債費・税連動経費等

対前年度伸び率（％）

年　　　　度

地 方 税

国 債 費

地 方 交 付 税 交 付 金 等

一 般 歳 出

計

年　　　　度

年　　　　度

租 税 及 び 印 紙 収 入

そ の 他 収 入

公 債 金

計

年　　　　度
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【参考】 国の一般会計予算規模の推移
歳入 単位：億円

29 30 元 2 3

577,120 590,790 624,950 635,130 574,480

53,729 49,416 63,016 65,888 55,647

343,698 336,922 326,605 325,562 435,970

974,547 977,128 1,014,571 1,026,580 1,066,097

歳出 単位：億円

29 30 元 2 3

235,285 233,020 235,082 233,515 237,588

155,671 155,150 159,850 158,093 159,489

583,591 588,958 619,639 634,972 669,020

974,547 977,128 1,014,571 1,026,580 1,066,097

※令和３年度は、予算政府案（令和３年１月２０日現在）

都の一般会計予算規模の推移
単位：億円

29 30 元 2 3

69,540 70,460 74,610 73,540 74,250

　　 50,435 51,822 55,979 55,332 56,122

う ち 経 常 経 費 39,699 40,701 42,710 44,839 46,719

う ち 投 資 的 経 費 10,736 11,121 13,269 10,493 9,403

　 19,105 18,638 18,631 18,208 18,128

4.3 1.3 5.9 △ 1.4 1.0

※令和３年度は、東京都予算案（令和３年１月２９日現在）

地方財政計画の推移
単位：億円

29 30 元 2 3

390,663 394,294 401,633 409,366 382,704

25,364 25,754 27,123 26,086 18,462

1,328 1,544 4,340 2,007 3,577

163,298 160,085 161,809 165,882 174,385

91,907 92,186 94,282 92,783 112,407

193,638 195,137 206,743 211,273 206,865

866,198 869,000 895,930 907,397 898,400

3.9 0.3 3.1 1.3 △ 1.0

※令和３年度は、地方財政対策に基づく数値（令和２年１２月２１日現在）

そ の 他

歳 入 合 計

対前年度伸び率（％）

地 方 譲 与 税

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

地 方 債

財 政 規 模

一 般 歳 出

公債費・税連動経費等

対前年度伸び率（％）

年　　　　度

地 方 税

国 債 費

地 方 交 付 税 交 付 金 等

一 般 歳 出

計

年　　　　度

年　　　　度

租 税 及 び 印 紙 収 入

そ の 他 収 入

公 債 金

計

年　　　　度
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（単位：百万円、％）

1,311,431 1,302,336   9,095   0.7

390,719 494,438 △ 103,719 △ 21.0

10 10   0   0.0

59,672 43,852   15,820   36.1

11,654 －   11,654   皆増

1,773,485 1,840,636 △ 67,151 △ 3.6

977,190 1,014,190 △ 37,000 △ 3.6

  1,527 △ 1,414   2,941   

Ａ 997788,,771177 11,,001122,,777766 △△ 3344,,005599 △ 3.4

992299,,778822 996622,,113377 △△ 3322,,335555 △ 3.4

4488,,993366 5500,,663399 △△ 11,,770033 △ 3.4

Ｂ 11,,221122,,778833 11,,222299,,119922 △△ 1166,,440099 △ 1.3

871,418 891,830 △ 20,412 △ 2.3

環 境 性 能 割 203 148   55   37.2

種 別 割 3,387 3,332
  

55   1.7

62,571 63,145 △ 574 △ 0.9

0 0   0   

937,579 958,456 △ 20,877 △ 2.2

2,559 2,672 △ 113 △ 4.2

12,985 13,757 △ 772 △ 5.6

14,113 7,616   6,497   85.3

208,538 211,995 △ 3,457 △ 1.6

25 28 △ 3 △ 10.7

2,666 3,005 △ 339 △ 11.3

6,096 5,768   328   5.7

1,184,562 1,203,296 △ 18,734 △ 1.6

3,466 3,606 △ 140 △ 3.9

9,745 9,862 △ 117 △ 1.2

1,154 999   155   15.5

771 771   0   0.0

909 922 △ 13 △ 1.4

1,200,607 1,219,454 △ 18,847 △ 1.5

△ 6,951 △ 8,894   1,943   

19,128 18,631   497   2.7

Ｃ 22,,114422,,556655 22,,119911,,332299 △△ 4488,,776644 △ 2.2

1,942,555 1,890,876   51,679   2.7

200,010 300,453 △ 100,443 △ 33.4

992299,,778822 996622,,113377 △△ 3322,,335555 △ 3.4

992299,,778822 996622,,113377 △△ 3322,,335555 △ 3.4

4488,,993366 5500,,663399 △△ 11,,770033 △ 3.4

997788,,771177 11,,001122,,777766 △△ 3344,,005599 △ 3.4

＊ 端数処理の結果、縦横計が合わない場合がある。

令令和和３３年年度度　　　　都都　　区区　　財財　　政政　　調調　　整整　　　　（（　　フフレレーームム対対比比　　））  （（案案））

区区　　　　　　　　　　　　　　分分
令 和 ３ 年 度 令 和 ２ 年 度 差 引 増 △ 減 増　減　率

備 考
当 初 見 込 ア 当 初 見 込 イ ウ ＝ ア － イ

精  　算  　分

エ＝ウ／イ

交
 
付
 
金
 
の
 
総
 
額

調
　
整
　
税
　
等

固 定 資 産 税

市 町 村 民 税 法 人 分

特 別 土 地 保 有 税

法 人 事 業 税 交 付 対 象 額

固定資産税減収補塡特別交付金

計

条例で定める割合 55.1% 55.1%

当　年　度　分

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

計

内
　
訳

普 通 交 付 金 分 Ａ × 95%

特 別 交 付 金 分 Ａ × 5%

基 準 財 政 収 入 額

特
 
別
 
区
 
税

特 別 区 民 税

軽 自 動 車 税

特 別 区 た ば こ 税

鉱 産 税

小        計

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

基 準 財 政 需 要 額

環 境 性 能 割 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

計

地 方 揮 発 油 譲 与 税

自 動 車 重 量 譲 与 税

航 空 機 燃 料 譲 与 税

森 林 環 境 譲 与 税

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

合        計

特 別 区 民 税 特 例 加 減 算 額

地 方 消 費 税 交 付 金 特 例 加 算 額

経 常 的 経 費

投 資 的 経 費

　差        引　　　　Ｃ－Ｂ

交
付
額

普 通 交 付 金

特 別 交 付 金

計
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★9,787億円には、令和元年度分の精算額15億円を含む。

◆地方消費税交付金のうち、地方消費税率引上げに伴う増収分
　 について、基準財政収入額に100%算入される。

※　図中の数値は、令和3年度ﾌﾚｰﾑに基づく数値である。
※  区別算定の結果、各区の普通交付金の合計額が普通交付金の総額を超える場合は、総額に見合うよう各区の基準財政需要額を割落す。

99,,778877億億円円★★

交交付付金金のの総総額額
99,,778877億億円円

９５％

５％

繰
入
れ

特別交付金の総額
（５％分）

普通交付金の総額
（95％分）

固定資産税

1兆3,114億円

一一般般会会計計

特特 別別 区区

特特別別区区財財政政調調整整会会計計

普 通 交 付 金 は 、 各 区 の 基 準 財 政
需 要 額 と 基 準 財 政 収 入 額 に よ り 算 定

市町村民税

（法人分）

3,907億円
都が賦課徴収している調
整税と法人事業税交付対
象額及び固定資産税減収
補塡特別交付金との合算
額の一定割合(55.1%)が、
交付金の総額として財調
交付金の原資となる。

調整税等と
交付金の総額

基基準準財財政政需需要要額額－－基基準準財財政政収収入入額額＝＝普普通通交交付付金金

たただだしし、、基基準準財財政政収収入入額額がが基基準準財財政政需需要要額額をを １１
超超ええるる区区はは不不交交付付ととななるる特 別

土 地
保有税

0.1億円

特別交付金は、災害等基準財政需要額では算定
さ れない 特別の財政需要がある場合に交 付

1兆7,735億円

費費目目
・議会総務費
・民 生 費
・衛 生 費
・清 掃 費
・経済労働費
・土 木 費
・教 育 費
・その他諸費

算算定定方方法法
測定単位×

補正係数×
単位費用

算算定定方方法法
特別区民税
たばこ税
地方消費税
交付金 ほか

地方譲与税等
100%

85%

99,,229988億億円円

基基準準財財政政収収入入額額
11兆兆22,,112288億億円円

基基準準財財政政需需要要額額
22兆兆11,,442266億億円円

普普通通交交付付金金99,,229988億億円円

特特別別交交付付金金 448899億億円円

448899億億円円

災災害害等等特特別別のの
財財政政需需要要

東東 京京 都都

交交付付金金のの総総額額
５５５５．．１１％％

参参

考考

◆

法人事業税
交付対象額

597億円

固定資産
税減収補
塡特別交

付金

117億円

182



― 183 ―

令和３年度　　台　東　区　行　政　組　織　図
区　　長　　部　　局

技 監

企 画 財 政 部 企 画 課

経 営 改 革 担 当

財 政 課

情 報 政 策 課

情 報 シ ス テ ム 課

用 地 ・ 施 設 活 用 担 当 用 地 ・ 施 設 活 用 担 当

総 務 部 区 長 室

総 務 課

副 参 事

人 事 課

人 材 育 成 担 当

広 報 課

経 理 課

施 設 課

人権・男女共同参画課

東京オリンピック・パラリンピック担当

危 機 管 理 室 危 機 ・ 災 害 対 策 課

生 活 安 全 推 進 課

国際・都市交流推進室 都 市 交 流 課

区 長 副 区 長 国 際 交 流 担 当

世 界 遺 産 担 当

区 民 部 区 民 課

く ら し の 相 談 課

税 務 課

収 納 課

戸 籍 住 民 サ ー ビ ス 課

子 育 て ・ 若 者 支 援 課

子ども家庭支援センター

文 化 産 業 観 光 部 文 化 振 興 課

観 光 課

産 業 振 興 担 当 産 業 振 興 課

参事（公益財団法人台東区産業振興事業団） 副参事（公益財団法人台東区産業振興事業団）

福 祉 部 福 祉 課
（ 福 祉 事 務 所 ）

高 齢 福 祉 課

施 設 整 備 担 当

介護予防・地域支援課

介 護 保 険 課

障 害 福 祉 課

松 が 谷 福 祉 会 館

保 護 課

自 立 支 援 担 当
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健 康 部 健 康 課

台 東 保 健 所 国 民 健 康 保 険 課

生 活 衛 生 課

保 健 予 防 課

保 健 サ ー ビ ス 課

新型コロナウイルス感染症対策室

環 境 清 掃 部 環 境 課

清 掃 リ サ イ ク ル 課

台 東 清 掃 事 務 所

都 市 づ く り 部 都 市 計 画 課

計 画 調 整 課

地 域 整 備 第 一 課

地 域 整 備 第 二 課

地 域 整 備 第 三 課

建 築 課

住 宅 課

土 木 担 当 交 通 対 策 課

道 路 管 理 課

土 木 課

公 園 課

会 計 管 理 室 会 計 課
（ 会 計 管 理 者 ）

行政委員会及び区議会

教育委員会 教 育 長 教育委員会事務局次長 庶 務 課

学 務 課

児 童 保 育 課

放 課 後 対 策 担 当

指 導 課

教 育 改 革 担 当

教 育 支 援 館

生 涯 学 習 課

ス ポ ー ツ 振 興 課

中 央 図 書 館

選挙管理委員会 選挙管理委員会事務局

監 査 委 員 監 査 事 務 局

区 議 会 区 議 会 事 務 局 次 長
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